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。 『安全センター情報」をと購読してください

) j刊誌 「安全センター的判u，土、述動・行政・研究なとe名分野の-Iii新情報のm1Jt、動向lの解説、lllJ題
提起や全国各地・i止！／？－の状況など、i也では111＼られない的判iをi，恥｜在しています。
例えば、2014年度の特集のタイトルと特徴的な記事をあげてみれば、以下のとおりです。

特集／労働安全衛生法令の改正提案欧州の職業病システム

特集／原発被ばく労働問題労働安全衛生法改正案国会提出

総特集／学校アスベストイギリス．学校アスベストをめぐる新展開

特集／全国安全センターの厚生労働省交渉 石綿健診事業化に向けモデル事業

特集／脳・心臓疾患、精神障害の労災補償外国人技能実習制度問題

特集／日本の労働安全衛生最新労災職業病統計・行政通達一覧

特集／せき髄損傷の労災補償欧州・女性の労働安全衛生：新たなリスクと傾向

特集／石綿疾患患者と家族の会10周年繰市麻袋再生業石綿環境被害

特集／fl§＿管がん、略式起訴・和解合意泉南アスベスト国賠訴訟最高裁判決

2015年1・2月号特集／過労死等防止対策推進法施行 右綿健康被害補償・救済状況の検証

3月号 特集／アジアのアスベスト禁止 2014 欧州：労災職業病の費用の推計

．購読会費（年間購読料）: 10,000円（年度単位（4月から翌年3月）、複数部数割引あり）

．読者になっていただけそうな個人・団体をこず紹介下さい。見本誌をお届けします。

2014年 4月号

5月号

6月号

7月号

8月号

9月号

10月号

11月号

12月号

。 賛助会員になって活動を支えて下さい

会rn1安全センターのM政は、賛助会世とIllな説会費 （11/lt,h'U'I・）、カンパで成り立っています。f'cJJ)J会μに
は、私たちの活動の位行にt'r問していただける個人・団体はどなたでもなることができ、賛助会授は年度
ir.位でl口10.000問、lI l以上何口でも結椛です。ffJJ)J会uにはJHIJ誌「安会センターw報Jをおj市けし
ますので、あらためて購読会決を支払う必裂はありません。

購読会費 ・賛助会~のお申し込みは、電話（03-3636-3882） ・ FAX (03-3636-3881 ） ・ Eメール(ioshrc@jca.

ape.erg）で、氏名、送付先をご連絡のうえ、中央労働金庫亀戸支店（普）7535803、または、郵便払込口座

00150-9-54594ふー名義はいずれも「全国安全センタ－Jーにお振り込みください。
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特集／ストレスチェック指針・実施マニュアル

ストレスチェック義務化を
活用して働きやすい職場を
検討会議事録から見えてくる論点と課題

2014年6月の労働安全衛生法改正を受けて、ス
トレスチェック制度を義務化するにあたって、厚生
労働省は、同年夏から、「ストレスチェック項目等に
関する専門検討会」、「ストレスチェックと面接指導
の実施方法等に関する検討会」、「ストレスチェッ
ク制度に関わる情報管理及び不利益扱い等に関
する検討会」、計3つの検討会を開催し、12月に合
同の検討会を開いて「労働安全衛生法に基づく
ストレスチェック制度に関する検討会報告書」（以
下「報告書」という－2015年1・2月号参照）をまとめ
た。それらの検討会の議事録や資料が、今年の3
月に、ようやくすべて公開された。そこでは、報告に
至るまでの経過、議論が非常に興味深い内容を含
む（なお、実際には議事録をすべての参加者に確
認して、修正、構成している。誤解を招く表現や、言
い間違いなどは修正されることになる。そのわりに
は誤植が目立つ）。
厚生労働省は今年4月に、省令、告示、「心理的

な負担の程度を把握するための検査及び面接指
導の実施並びに面接指導結果に基づき事業者
が講ずべき措置に関する指針」（以下「指針」とい
う）を、5月には、「ストレスチェック制度関係Q&A」と

「労働安全衛生法に基づくストレスチェック制度実
施マニュアル」（以下「実施マニュアル」または「マ
ニュアル」という）を作成し発表した。ここでは、必
要に応じてそれらも紹介しながら、主に検討会での
委員らの発言を紹介、解説するかたちで、職場で
の取り組みへの示唆としたい。
ちなみに実施マニュアルは、法的義務も努力義
務も好事例も併せて実務的に詳細に解説してい
る。このとおり実施できる会社が、一体どれくらいあ
るのだろうかと思うくらいにきちんと書かれてある。
印象としては、心の病気で休業を余儀なくされた
労働者の職場復帰の手引きと同じように、あまりにも
「出来過ぎている」。ストレスチェック制度を会社に
悪用させないために、労働組合関係者は、ぜひ有
効に活用すべきである。ただし、きわめて膨大で複
雑である。なぜこのような制度になったのかは、上
記検討会の議論をたどると非常に理解しやすい。

1. ストレスチェック制度を、労働者を、
「会社」がどう考えているか

「ストレスチェック制度に関わる情報管理及び不

川本浩之
神奈川労災職業病センター
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利益扱い等に関する検討会」の第1回検討会で、
ある委員は次のように述べた。
「今回私は使用者側の代表として参加しており、
その点をまずお見知りおきいただければと思いま
す」（増田将史・イオン（株）グループ人事部イオング
ループ総括産業医）。
同第3回検討会で、増田氏は、報告書案の「労
働者にとって不利益な扱い」という表現に異論を唱
えた。会社には、産業医に会いたくない、健康診断
も受けたくないという労働者もいるのだから、受診
勧奨までもが不利益な扱いだと拡大解釈されかね
ないなどと、「労働者にとって」という表現を削除す
るように意見を述べた。それに対して、連合の委員
はもとより、他の委員も座長も、これでいいのではな
いかと言ったが、それでも「せっかくこちらは一生
懸命やろうとしているにもかかわらず、逆手にとられ
ることにつながりかねない」と食い下がる。
それに対して、ある委員が以下のとおり述べた。

○岡田邦夫委員（プール学院大学教育学部教育
学科教授・元大阪ガスの産業医）　それは、職
場の環境の問題ではないのでしょうか。喜んで
受ける、受けないというのは、職場の環境がどの
ように醸成されているかが一番問題で、受けたく
ないという環境であったら、もともとストレスチェッ
クはする必要がないと。もともとそこにストレスが
あるわけですから、受けたくないというストレスが
既に存在しているわけで、その職場の環境をま
ず醸成するところから、一次予防対策をすべき
であって。
○増田委員　そのとおりですが、既に法改正でスト
レスチェックをやらなければいけないということに
なっていますから。
○岡田委員　だから、それは嘘を書くわけでしょ、
結局は。受けたくない環境で受けざるを得ない
ということは、皆虚偽の申告をするわけで、それこ
そ投資の効果がまったくないわけですよね。です
から、皆さんが喜んでということは、職場の環境
が改善できるようなストレスチェックの回答をしても
らうように事業主が働きかけないといけないわけ
で、そうしない限りは職場の環境改善は図れな

いわけですから。いま先生がおっしゃったように、
もし、健康診断を受けないとか、ストレスチェックを
受けないとか、高ストレスであっても事業者に申告
しないというような職場風土というのは、おそらくも
う既に何か問題があるわけで、そこから管理職
の研修などを始めて、改善していくことに意味が
あるように思うのです。もし、そういう方々がたくさ
んいらっしゃる場合は。
	 ですから、そこを問題点として、ストレスチェックが
きちんと受けられるような職場環境を作っていく
と。これは、かなり時間はかかるのですが、それを
積み上げていって、結果としていいストレスチェッ
クの結果が出て、職場環境がより改善されるよう
に結び付けていくというのが本来の、理想論では
ありますが、ここへもっていかないと、まったく企業
として、多額のお金をかけてストレスチェックをす
る意味がないと思うのですが、いかがですか。
○増田委員　先ほど申し上げたのは、普段、産業
保健の現場にいる者が感じる観点です。いま、
理想論とおっしゃられましたが、理想論まで持ち
出されたら、ちょっとそれ以上反論のしようがあり
ません。

この議論を紹介したのは、増田委員を批判する
ためではない。ある意味で、彼は発言のとおり、会
社の素直な気持ちを代弁しているに過ぎない。労
働者によっては、職場改善はおろか自分の健康す
ら気に留めない、なぜ使用者ばかりが義務を課せ
られるのか。こうした実態論に対して、岡田委員は、
理路整然と自らの理想論をぶつけた。私たちが求
められるのは、労働者や会社にだけ責任転嫁する
のではなく、岡田委員が述べたような、少しでも働き
やすい職場づくりをしていこうという「志」なのでは
ないだろうか。

2. やはり職場改善を義務化
しないのはおかしい

ストレスチェックの後の面接指導だけが義務化
されて、集団的分析や職場改善が努力義務にとど
まったことは、どう考えても理解しがたい。この点は、
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「ストレスチェックと面接指導の実施方法等に関す
る検討会」で、相当の議論がなされた。
第2回検討会で厚生労働省産業保健支援室長

は、「集団的分析については、必要だということで
は、皆さん同意をいただいていると思っております。
この集団的分析について、分析を実施し、これを活
用した職場環境改善を行うように努めなければなら
ないとしてはどうかと。努力義務というかたちにして
はどうかという御提案です」。これに対して、反対の
意見が以下のとおり、多数出された。

○羽鳥裕委員（日本医師会常務理事）　ある集団
でストレスチェックを受けられた方が、先ほどの全
衛連［全国労働衛生団体連合会］の言葉で言
えば、ほとんど不同意だった場合、これはどうやっ
て解析するのか。集団的な分析が本来的には
必要な組織が、上司からのチェックを恐れるあま
りに皆が不同意となった場合など、職場の環境
があまりに悪くて、何か書いたら大変なことを言
われてしまうと思えば、皆が不同意にしてしまうだ
ろう。逆に、働いている人たちが、あの上司を何
とか辞めさせようと思えば、同意して、とんでもな
いことにチェックしてくるのではないかという気もし
ます。難しいこととは思いますが、一定のルール
が必要ではないかという気もします。
○中村純委員（日本精神神経学会理事）　法の
主旨を考えますと、やはり、集団的な評価というの
は、絶対必要だろうと思います。
○渡辺洋一郎委員（日本精神神経科診療所協会
会長）　確認のための質問です。ここのいまの
努力義務としたらどうかというのは、職場分析を
することから努力義務にするという意味ですか。
それとも、職場分析は出すのだけれども、その後
の職場環境改善を努力義務ということにするの
か。
○産業保健支援室長　これについては、分析から
努力義務としてはどうかと考えております。
○渡辺委員　では、会社にとっては、自分のところ
の会社がリスクがどのくらいあるかが分からない
ということですね。
○産業保健支援室長　集団分析をしない場合で

すか。
○渡辺委員　しないわけです。集団分析をしなけ
れば、企業には何の返事も来ないわけです。個
人にだけ行って、企業に何か返事は何も来ない
ということですよね。
○産業保健支援室長　努力義務なので、しないと
ころはあるでしょうと。
○渡辺委員　そういうことは、うちの健康リスクと
か、そういうことを知りたくないという会社は、もうし
ないと。
○中村委員　そういうようにすれば、この法律が一
次予防と強調されている意味が、相当後退する
のではないですか。
○産業保健支援室長　先日の検討会の中で、義
務付けについては、非常に否定的な御意見が
あったことを踏まえて、こういう記述にしているの
ですが、義務付けすべきということであれば、それ
はそれで、そういった最終的な報告にはなろうか
と思います。そのあたりは、論点として出しており
ますので、議論していただければと思いますが。
○千頭洋一委員（UAゼンセン神奈川県支部常
任）　労働側としては、集団的分析を義務付け
していただきたいです。また、職場環境改善も、
義務付けをしていただきたいです。
○廣尚典委員（産業医科大学産業生態科学研究
所精神保健学教授・20年間日本鋼管で産業医）
職場環境改善を義務化する場合には、義務化
することについて、総論で異論はないのですが、
その場合には、必ずこのストレスチェックの結果
だけではなくて、ほかの情報も併せて、総合的な
判断の下に改善を行うことというかたちに、是非
していただきたいと思います。そうしないと、これ
は、全員のストレスチェックの結果のデータが得ら
れるわけではないので、偏った情報の下に、職場
改善を行わなければならないということになると
問題です。ほかの情報も併せて、改善を行うとし
ていただきたいと思います。
○岩崎委員（産業医科大学作業関連疾患予防学
講座非常勤助教）　集団的分析のところは、議
論が大変難しいと思っております。私は努力義
務で最初の段階ではいいのではないかと思って

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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おります。といいますのは、先行企業のような専
属産業医のいるところでは、義務で全然大丈夫
かと思うのです。何回か出ておりますが、今回法
制化ということで、50人以上、すべて全国というこ
とになりますと、やはり、嘱託の産業医の先生方
からは、どうやると、まさに中村先生が御心配され
たような意見も多数いただいております。それは、
来年厚生労働省からマニュアル作りとか、研修
会を全国的にやるというスケジュール感があった
と思いますが、その中でいま出たようなことが提
示されるとは思います。私としては努力義務で、
ただ分析をしたら、当然改善の努力という部分も
セットでとは思うのですが、一足飛びにやるのは、
これは職場環境改善の意義が少ないという意
味ではありません。現実との兼ね合いで、そのほ
うがステップとしては、よろしいのではないかとい
う意見です。
○渡辺委員　その場合の努力義務は、分析自体
も努力義務ですか。分析だけはして、その後の
職場環境改善に関しては、努力義務でもいいの
ではないですか。
○岩崎委員　そういう意見もあるかと思います。何
となく、イメージとしては、職場環境の分析をして、
その後の努力義務としないのであると、健康診
断でいえば、健康診断だけ受けて、事後措置を
やっていないみたいなイメージがあります。そこ
は、セットのほうがいいという意見です。
○労働衛生課長　この点は前回もいろいろな御
意見がありましたし、今回も分析と改善とセットな
のか、別でよいのかなどの意見がありました。ま
た、努力義務だとやらなくてもいいというメッセー
ジになるのでは必ずしもなくて、規定の重みづけ
によって、いろいろなバリエーションがあります。さ
らに整理をさせていただきたいと思います。

第3回検討会で、千頭氏は、「分析」と「それを活
用した職場改善」の両方の義務化を強く主張。羽
島氏も、両方義務化に賛成。岩崎氏は、分析は義
務化、「職場改善」は努力義務を主張した。
一方で、下光輝一氏（東京医科大学医学部公
衆衛生学名誉教授）は、片方を努力義務では中途

半端なのでという理由で、両方努力義務。
相澤好治座長（北里大学名誉教授）から発言

を求められた渡辺委員は、以下のとおり述べた。

	 いまの現実から見ると、きわめて難しいということ
がよくわかるのです。
	 ただ、この法律の附帯決議に衆議院も参議院も
両方とも職場環境の改善を図る仕組みをつくる
ことというのが入っているのですね。ある意味、
すごい法律ができてしまったということなのです。
現実からかなり離れたものができてしまったと。
それができてしまったら、それをする覚悟でやら
なければいけないのではないかなというところが
あると思います。確かに、難しいというのはわか
るのですが、少なくともこの集団的分析自体は、
やはりやるべきだろうと思います。確かに、人数
の少ないところ云 と々いうことを想定すると、ちょっ
と難しいというのはわかるのですが、逆にいわゆ
るブラック企業を頭に置きますと、むしろ、そういう
ところには必ずこれをやって、こういう結果ですよ
というのをやはり伝えるべきだろうと思います。
	 したがって、私は少なくともこの集団的分析の実
施というのは、義務化にすべきではないかなと思
います。そして、その職場環境改善の取り組み
ということに関しては、これは本来、最終的には
やはり義務化すべきなのですが、いま、実はそれ
だけのことができるマンパワーもスキルも、残念な
がらまだまだおくれている現状があると思うので、
義務化を目指してとりあえず努力義務とする。要
するに2番ぐらいしかしようがないのかなと、いま
のところ思っております。
	 最終的にはこの法律ができた以上は、両方とも
義務化でないと整合性がとれないと思います。

非常にわかりやすく、精神科医としての高邁な姿
勢が感じられる。この後も議論が続くが、中村純氏
（日本精神神経学会理事）は、努力義務にすると
企業は何もしないのではないかと危惧する意見を
述べたりした。羽島氏も、受動喫煙の件を持ち出し
て、同様の危惧を述べて、将来は義務化すると明
記してほしいと述べた。
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ところが、第4回の報告書案で厚生労働省事務
局は、両方とも努力義務とする原案を提示。前回
出席していない川上委員（東京大学大学院精神
保健学分野教授）が、それでいいと発言。これに
対して、千頭委員が、両方の義務化を再度主張し
た。事務局の産業保健支援室長が、普及が第一
で、努力義務でも進んでいるものもあるなどといろい
ろと述べた。さらに、前回唯一両方努力義務を主
張した岩崎委員も、賛成意見を述べる。すると、渡
辺、中村両委員も、とりあえず賛成と言い出す。千
頭委員も、それ以上何も言えない。
ちなみに最後の第5回検討会（合同）では、増田
委員が「奮闘」して、集団的分析の努力義務自体
にかみつく。「手法が確立・周知されている状況と
は言い難い」のに、あたかも因果関係があるかのよ
うに努力義務が生じるというのは、違和感がある。
さらに、「コストに見合った確実な成果が得られるの
か」「法律の条文に書かれていないのに」などとい
ろいろ主張。逐一反論される。

3. 高ストレス者の具体的基準は
労使合意で決めるべきだ

第2回「ストレスチェックと面接指導の実施方法
等に関する検討会」で渡辺委員が、「非常に重要
なのは、高リスク者でありながら手を上げなかった
人というのは、一番大事だということ。こういう人た
ちに対する対応をきちんと決めることが非常に重要
だと思います」と述べる。同じ第2回検討会のヒアリ
ングで参加した公益社団法人全国労働衛生団体
連合会は、高リスクという結果が出ながら受診がな
い場合の企業の安全配慮義務について質問され
て、「企業として取り得る道は、やはり職場環境の改
善なのではないかと思います」と答えた。
第5回検討会（合同）でもいろいろ議論となり、

「心身のストレス反応」だけではなく、「仕事のスト
レス要因」や「周囲のサポート」まで判断基準となっ
ている中で、面接指導の対象となる、高ストレス者
の選定基準をどのように定めるかは、非常に難しく、
経験も乏しいことがわかった。結論として、検討会
の報告書では、「国が示すことが適当」、「国の示

す基準を参考としつつ、各企業が科学的な根拠に
基づいて基準を定めることが適当」とされた。一部
の委員も参加して、「実施マニュアル」を作成中と
いうことで議論は深まらず、非常に不透明なままで
あった。
この点について、4月に発表された「心理的な負
担の程度を把握するための検査及び面接指導の
実施並びに面接指導の結果に基づき事業者が講
ずべき指針」において、「実施者の意見及び衛生
委員会等での調査審議を踏まえて、事業者が決定
するものとする」となった。これでは、面接指導やそ
の後の措置など適切に行う気がない事業者が、選
定基準を高くすれば対象者が少なくなり、逆に低く
してしまうと多数の労働者が対象になってしまい、
対応ができなくなってしまいかねない。職場によって
状況などが異なるとはいえ、労働安全衛生法上の
義務なのだから、残業時間規制の36協定のように
労使の合意の上で基準を定めるべきである。
5月7日、上記の実施マニュアルが発表された。
本文121頁、資料をあわせると171頁にのぼる膨大
なものである。作成委員は検討会とほぼ同じ人た
ちであり、12月～2月まで4回の作成委員会が開催
されたそうだ。そこの議論はまったく公開されてい
ない。こちらこそもっと公開して議論されるべきであ
り、何らの批判も受け付けない非民主的かつ非科
学的なやり方である。ちなみに、高ストレス者の具
体的基準については、一定の基準をいくつか例示
しつつ、やはり、「各企業において適切な基準を定
めてください」とある。
とにもかくにも、第5回検討会（合同）での有意義
な議論を紹介しながら、若干のコメントを加える。

○下光委員（東京医科大学医学部公衆衛生学名
誉教授）　少し意見を述べたいと思います。9頁
の一番上の所で、「面接指導の対象となる高スト
レス者を選定するための方法」というところの記
述があります。まず、「高ストレス者を選定するた
めの方法としては、最もリスクの高い者として『心
身のストレス反応』に関する項目の評価点の合
計点が高い者を選定することが適当。これに加
えて、『心身のストレス反応』に関する項目の評

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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価点の合計が一定以上であり、かつ、『仕事のス
トレス要因』及び『周囲のサポート』に関する項
目の評価点の合計が著しく高い者についても選
定することが適当」という記載がありますが、こ
の後半部分について、できれば削除、あるいは難
しい場合には、この最後の「適当」という文言を、
例えば「望ましい」等に変更していただきたいと
いうことです。
	 ストレスチェック時の心身のストレス反応と職場
環境に関連する項目の両方を使用してストレス
チェック後の産業医面談への勧奨、候補者とし
て抽出する方法については、いくつかの疑問点
がありますということです。
	 1つは、「職業性ストレス簡易調査票」の57項目
のこれまでの使用方法として、個人に対するア
プローチとして、まず「心身のストレス反応」、とく
に心理的なストレス反応の結果を中心として面
談が実施され、そして、職場環境に対する対応は
「仕事のストレス判定図」として、これは集団で
集計した結果を用いて行われていました。ストレ
ス反応と職場環境の組合せで面談勧奨者を選
定する方法は、まだ具体的な施行例がないとい
うこと。すなわち、一度も試行トライされていない
ということが、ひとつ問題です。
	 数日前に実施マニュアルについて検討会が開か
れましたが、提案があった面談勧奨者選定のた
めのカットポイントの決定法については、心身のス
トレス反応の29項目と職場環境28項目のそれぞ
れの総合点を算出し、その分布から上位の者を
抽出するというきわめて粗い方法であります。こ
の方法では各尺度の特性が考慮されずに、本
来の「職業性ストレス簡易調査票」の特徴の利
点が失われてしまう可能性がある。とくに「心身
のストレス反応」については、抑うつ、不安、疲労
などの心理的なストレス反応と、めまい、肩こり、
動悸などの身体主訴、これをひとまとめにして総
合得点を出しているということも、大変大きな問題
です。そのことによって、抑うつ、不安などの識別
性の高い尺度得点が、総合点の中に埋没してし
まうおそれがあるというようなこともあります。
	 2点目は、5番目として、職場環境、特に周囲のサ

ポート、上司や同僚のサポートの項目を加えて面
接対象者を選定するということについては、本
来、心理的負担の強い労働者の一部が除かれ
てしまうということ。その代わりに、いわゆるクレイ
マーとかパーソナリティーに問題があるような人
たちが含まれてしまう可能性があるということも
あって、その結果、現場の産業医の先生方に過
大な負担が生じるということが危惧されるようなこ
とがあります。
	 このような問題がある中で、この方法を国の推奨
方法として提示することについては、非常に難が
あるというように考えております。法に基づいたス
トレスチェックの方法を検討するに当たっては、
既に職場でよく使用され、その効果が評価され
ているものであって、かつ、その方法について十
分に吟味された、そういうものでなければならな
いというように思います。これまで一度も使用さ
れていないような方法を、国の指針、あるいは推
奨方法として公表することについては、混乱を招
く可能性があり、危険であるというようにも考えま
す。委員会としても、やはり責任を取らなければ
いけないということも出てくるわけで、これについ
ては、皆さんに考えていただきたいと思います。
	 ストレスチェック制度を始めるに当たっては、先行
企業の手足を縛ることのないよう、また、事業場に
ある程度の裁量の自由を持たせるということも必
要ではないかと思っております。

上記のとおり、下光委員は、あくまでも研究者、医
師の立場から高ストレス者の選定方法を国が示す
ことに疑問を呈している。実施マニュアルは、厚生
労働省が「総合健康推進財団」なる組織に委託し
て作らせたかたちをとっているが、実施手順を「例
示」しているものであり、なによりもそれに至る議論
はまったく秘密裏である。いわば法違反の基準を
企業任せにしているようなもので、まったく納得でき
ないし、ストレスチェック制度が悪用される恐れはま
すます強まったといえよう。下光委員の問題提起を
受けた相澤座長は、なんとか行政的にまとめようと
事務局に発言をふろうとするが、下光委員は議論
が十分ではなかったと納得せず、他の委員にも発



8   安全センター情報2015年8月号

言を求める。

○相澤座長（北里大学名誉教授）　先生もお入り
になった専門委員会等でずっと議論されて、一
応、産業医にストレス要因と反応とサポート、これ
を項目として、ストレスチェック評価の中に入れる
ということは、議論がされて認められてきたことだ
と思いますが、その評価をするかということにつ
いて、先生の御疑問もあるわけですが、全体の
流れとしては、一応、そういった議論になってきた
と思いますけれども、事務局で何かありますか。
○下光委員　まだ、あまり議論はそのへんについ
てはまだ、あまり議論はされていなかったのでは
ないかと思いますので、まず、事務局の考えを聞
いていただく前に、ほかの委員の先生方の御意
見も少し聞いていただければと思います。
○相澤座長　主に専門委員会でそのやり方につ
いては議論されてきて、文言については、行政委
員会でも何回か上がってきていると思いますが、
先生もそれに入っておられたと思いますけれど
も、ほかの先生の御意見はありますでしょうか。
○川上委員　私もこの点について、下光先生のお
話を聞いていて考えるところがありますので、意
見を述べさせていただきます。最初の項目の検
討会のときに、確かに「適当」という文言で承認し
ていますが、当時の検討会の目的はどちらかと言
うと、行政、国に対して、適切な項目を推薦すると
いう、そういう趣旨が多かったので、いま、走って
いるこの検討会が、少し「適当」の趣が違った感
がして、それが誤解を招いたのではないかという
気がいたします。
	 もう一度拝見すると、8頁で本来、その項目自体は、
「法令に基づく基準として定めることは適当では
なく」ということで、各企業の選定を許すようなか
たち、企業で項目を選ぶことを許可している、許容
しているわけですので、ここでほかの検討会と同
じレベルで「適当」、つまりこうすべきだという文言
が、ここの判定方法に出てくるのは、少し違和感
があるような気がいたします。ですので、私の考
えでは、9頁の5行目の「選定することが適当」とい
うのは、むしろ「選定する標準的な方法をマニュ

アルで示すことが適当」とか、その「適当」の置き
方が少し違うような気がするので、この部分の文
言は検討いただくのがいいと思います。
	 また、この部分の判断ですが、どのような高ストレ
ス者の選別がいいのかについては、やはり、心身
のストレス反応が高い方は8、低い方は2とすると
か、9と1にするとか、これはいま、研究とか科学的
根拠に基づいて言えるものではなく、その企業ご
とにどのような方を選定するかという価値観に基
づくものになってきますので、ここで「適当」と書く
ことは、少し程度が大きいのかと思いまして、下
光先生の御意見をサポートするような意見をさせ
ていただきました。
	 前にも言ったと思いますが、これは、きわめて現
場では重いものなので、できることならば、1回何
かやったとしても、何年か後には見直すということ
を、是非やってほしいことがひとつです。
	 それから、この場で新たにいろいろ変えていくこ
とは非常に難しいのかもしれませんが、できること
なら本当に現場でやりやすい仕組みで、そっとス
タートしてほしいなあというのが希望です。

これだけ現場に混乱を持ち込むものを「そっと
スタートしてほしいなあ」とは、「まったく無責任だな
あ」と感じるのは私だけだろうか。それはそれとし
て、座長は労働衛生課長に発言を求め、実施マ
ニュアルで決めて、見直しを約束するかたちで議論
を終わらせようとするが、そうはならない。

○相澤座長　労働衛生課長、お願いします。
○労働衛生課長　議論の経過と書き方について、
前の繰り返しになりますが、少し御説明いたしま
す。
	 いま、下光先生から御指摘がありましたところは
9頁の一番上の○ですが、これは8頁の「具体的
なストレスチェックの項目」の1つ目の○と、実は対
応している項目になります。つまり、今度の制度で
は、具体的な項目自体は、最終的にはある程度
企業の自主性に任せる部分がありますが、少なく
とも守っていただきたいところとして、8頁の具体
的な項目の1つ目にありますように、「仕事のストレ
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ス要因」と「心身のストレス反応」及び「周囲のサ
ポート」の3つの領域は必ず入っていること。そこ
はどのような項目を使おうが、必ず義務としようと
いうことになっています。いまは個人の評価の話
をしていますが、3つを義務とするからには、個人
の評価に当たって、その3つを当然加味しなけれ
ば、理屈として合わないということですので、義務
とする領域は何らかのかたちで評価に使うとい
うこと、これまでそれが表裏一体であるということ
で、議論が進んできたと思います。
	 ただ、その際に、その3つを合わせてどのように評
価をしていくかというところについては、まだ十分
な経験もないところですので、そこの細部は今後
さらに、マニュアルを作る作業の中で議論してい
かなければいけません。領域を評価に使うとい
う前提に立ったうえで、その中で一番大事なの
は「心身のストレス反応」であると。下光先生が
おっしゃったとおり「心身のストレス反応」であり、
それプラス、「仕事のストレス要因」と「周囲のサ
ポート」についても、一定の加味が必要であると
いうことで、そういう方針を書いています。そこの
ところは、これまでの議論を反映しているものだと
考えております。
	 ただ、そのときに、一番最初の「心身のストレス反
応」と、後ろの2つの項領域どのような重み付けに
するのか。仮にその標準である項目を使ったとき
に、何点で切るのかという技術的な検討は、今後
さらにマニュアル検討の場でなかで進めていき
たいと思っています。
	 また、羽鳥先生から御指摘があったとおり、この
制度、そもそも今回の安衛法の改正は、一定の
期間の後の見直し規定というのが設けられてい
ますので、その間、実際の運用がどうなっている
かということについては、こちらとしても十分な情
報収集をして、必要なところは見直しをしていく
仕組みにしたいと思っております。
○岩崎委員　いまの認識は私は違うところがあり
ますので、いくつか意見を申し上げたいと思いま
す。3分野を取り込んでやるというのは確かに議
論の中でありました。それをストレスチェック制度
として活用していると、それはそのとおりだと思っ

ておりますが、その中で高ストレス者を選定する
基準について言えば、いままでの科学的根拠で
言えば、やはり「心身のストレス反応」を主に拾い
上げるということが主体だと思いますので、今後、
何らか検討をされるとしても、そこに十分な科学
的な根拠があるかということが非常に重要であろ
うと。となると、3領域で、簡易調査票を使って23
項目なりでやった場合においても、評価に使われ
なかった項目がデッドストックになってしまうことが
気になるところですが、実際、では、われわれがい
ままで現場でどのように実施してきたかと申し上
げますと、ストレス反応で拾い上げた方の面談を
させていただく中で、ストレス要因であるとか周
囲のサポートが、個別の方がどういう状況にある
かというかたちで活用しますので、評価に「適当」
というかたちは、ほぼ義務というかたちになるとい
うような議論が前回あったと思います。ですから、
そこは表現を和らげるなり、私は思い切って削除
するべきではないかという意見を持っております。
それは、現場で10年間やってきた経験からのこと
です。
○岡田委員　私も現場でやっておりますが、周囲
のサポートを個人の評価にするときは、周囲に聞
かないといけないという面倒さがあり、本当に周
囲がそういう状況なのか、1人だけがそう思って
いるのかというところで、職場全体がサポートをさ
れていないのかという判断が非常に難しく、この
時点で産業医が面談をして、サポートがないとい
うことを産業医が決め付けてしまうというのは、若
干問題があります。少なくともヒアリングしてから、
本当にサポートがないということを確認しておか
ないと、若干、高ストレスに関するリスクがあるの
ではないかということは危惧しております。そこだ
けは、少し考慮していただきたいと思います。以
上です。

○中村委員（日本精神神経学会理事）　私の理
解では、最初、いわゆるメンタルヘルス不調の早
期発見というように思っていて、「心身のストレス
反応」ということで9項目、あるいは2項目が加わっ
たと思います。その検討会の進行の中で、厚生
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労働省から、これは一次予防だという話が出たと
思います。そして、そういう結果から、「仕事のス
トレス要因」、「周囲のサポート」という項目が出て
きて、むしろ心身のストレスよりは、仕事のストレス
とか、周囲のサポートというのが、ほかの先生が
おっしゃるように、評価は難しいかもしれませんけ
れども、御本人がそう取っているかどうかというこ
とのほうが、むしろ重要だ、これは一次予防だと
いうことをすごく強調されたように、私は理解して
います。そして、この3項目を評価していくことは、
技術的には下光先生のいままでの経験とか、産
業医の経験からいうと、難しいとは思いますが、
何か新しいことをやるということであれば、やはり、
この項目は外せないのではないかと思いますが、
いかがでしょうか。
○三柴委員（近畿大学法学部教授）　私自身、統
計学について専門ではないですが、いま、下光
先生や川上先生の御尽力等で開発された仕組
みが法制度化されるという段階に至り、初期に設
計された仕組みと、政策として使われる仕組みと
では、少し考え分けないといけないところもあるの
かと思います。例えば、このチェックリスト自体が
一連の仕組みの中に組み込まれている。つまり、
後で面接指導が少なくとも付いてくるわけです。
だから、調整が後で可能な仕組みになっている
のではないかということがひとつです。
	 それと、この仕組みを動かすときに、そもそもベー
スとして性善説に立つか性悪説に立つかという
議論が必要でしょうけれども、極論ですが、性悪
説に立ったら、この仕組みは多分成り立たないと
思います。だから、どうやって性善説にいざなう
かという発想に基づかなければいけないのかな
というように思います。以上です。

三柴委員は法学者だから理解しているはずな
のだが、労働安全衛生法は、「事業者は＊＊＊しな
ければならない」という構成になっており、ストレス
チェック制度の該当条文も同様である。いわば事
業者性悪説に立っていることは明らか。しかも、労
働運動が十分な力を発揮できず、ブラック企業がは
びこる現実と、人手が足りない労働基準監督行政

の中で、どのように「いざなうこと」ができるとお考え
なのだろうか。ちなみに三柴委員が所属する近畿
大学は、2003年に残業代不払いで是正勧告を受
け、2008年には再び不払いがあり悪質として、法人
と元人事部長が書類送検までされている。いまは
改善されているだろうか。

○渡辺委員　下光先生が先ほどおっしゃった点
は、確かに私も経験してそう思うところがありまし
た。それで、7月のストレスチェック項目などに関す
る専門検討会のときに、いままでは心身の反応だ
けから選んでいて、それ以外のアとかウから選ぶ
ことは非常に大変ですが、本当にこれをやるので
しょうかということが議題になって、そのときの検
討会で、今回の趣旨に鑑みて、やはりアとウからも
選ばないと駄目ですねという結論になって、話が
進んできたという経緯があります。
	 いま、これをもう一回議題にして、覆すということを
検討するのかどうか、先に決めていただきたいと
思います。もう一回これを検討するとなると、7月
時点に戻っての検討ということになると思います。
座長に決めていただかないとまずいかなという
気がします。
○相澤座長　これは行政委員会等、あるいは専
門委員会、その前にも議論してきて、この件をい
まおっしゃるように、この場でやり直すことはかな
り難しいので、マニュアルをいま作っていますの
で、そこでそのやり方を、いままで成功例もあり
ますし、十分な経験もありますので、それを参考
にしながら、一番実現可能な政策として、ストレ
スチェックをスムーズに導入する方法をお示し
することが、一番適当ではないかと私は思いま
す。ここで議論を始めると、延 と々始まってしまい
ますし、ある程度コンセンサスを得られて、ストレ
スチェックに項目としては3つを入れようということ
で、一次予防のためには入れなければいけない
ということで、それは皆様お認めだと思いますが、
その評価をどのようにするかということは、少しテ
クニカルなこともありますし、統計的なこともありま
すし、経験的なこともありますので、ここで議論を
すると難しい問題になります。先生もマニュアル

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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の検討の場にも入っておられ、川上先生も岡田
先生も入っておられますので、そこで何か良い解
決策を作っていくということでいかがでしょうか。

以上のとおり、いろいろな意見は実施マニュアル
検討委員会でまとめることにして、発言された委員
もそれに入っているからいいではないですかという
のが座長のまとめである。そもそもの問題を提起さ
れた下光委員は、必ずしも納得されなかったのか、
下記のとおり述べている。

○下光委員　これまで前の委員会できちんと議論
されたかというとそうとはいえない。私たち（東京
医大）はいろいろなデータを持っていますので、厚
生労働省から分析を依頼され確かに分析を行
いやりました。それは先ほどから言ったような総合
点での評価で、ストレス要因、サポート、ストレス反
応の、こういう組合せでの評価はどうかということ
で、その分析をして提出しましたが、それが良いと
か悪いとかという議論はなかったかと思います。
今後どうなっていくかと思っていましたら、段 こ々
のような流れになったということです。まあ言い訳
かもしれませんけれども、そういう流れがあって、
やはり一番根幹のところの、どのようにやって勧奨
者を選定ピックアップするかということについては、
十分な議論がなされていたとは思いません。た
だ、ここまできていますので、今後マニュアルの検
討ということもありますが、その中でどれだけディ
スカッションできるのかということもあります。それ
から、マニュアル委員会はこの最終報告の下に、
そのマニュアルを作っていくわけですから、やはり
ひっくり返すかどうかという議論よりも、この最終報
告案がこれでいいのかということを、私は問うてい
るわけです。これまでディスカッションがいろいろ
あったかと思いますが、様 な々ディスカッションをし
ていく中で危惧がもたれてきますし、先ほど申し上
げたようないろいろな問題が現場で起こってくる
可能性がありますので、それについては、われわ
れとしては、きちんと対応しないといけないと思っ
ています。ここでこのような結果になってもになれ
ば、私もマニュアル委員会での検討に協力いたし

ますが、それについてはしっかり申し上げておきた
いと思います。以上です。

この後も細かい議論が続くのだが、省略する。
検討会のまとめはいつものことだが、下記のとおり、
座長預かり（議長は誤植）である。座長がなにを言
いたいのかいまひとつわからないが、高ストレス者
の選定について、「実績があまりない」し、「ひとつの
方法であるかな」といった程度のものしか、これだけ
の専門家が、何度議論しても示しようがないという
のが、歴然たる事実である。繰り返しになるが、私
は、各委員の発言の責任追及や揚げ足取りを目的
にしているのではない。あくまでもストレスチェック義
務化を無理矢理に行おうとしている厚生労働省の
ひどさを認識しつつ、労使できちんと協議し、本当
の意味で働きやすい職場をつくるためのストレス対
策を推進していきたいだけである。労働組合はもと
より、多くの安全衛生関係者の議論と実践を強く希
望する。

○相澤座長　先ほども申し上げましたが、そこへ
戻すつもりはないのですけれども、この3つの要
素で評価することは理想的には正しいことなの
ですが、現在の状態では、そういった実績が余り
ない、まったくないわけではないと思いますが。そ
ういう状況でスムーズにこの制度をスタートさせ
るには、いままでのやり方もきちんとやった上での
プラスアルファとしてやるということも、ひとつの方
法であるかなということで、マニュアルにそういっ
た記載をするということを、この報告書に明示す
るということで、文言については、いますぐという
わけにはいきませんので、もし差し支えなければ、
議長預かりということにさせていただければと思
いますが、いかがですか。下光先生、よろしいで
しょうか。先生もよろしいですか。それでは、その
ようにさせていただきます。どうもありがとうござ
いました。

4. 産業医のキャパシティについて

面接指導とその後の意見を述べることは非常に
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難しい。精神科医だから、産業医だから可能という
わけでもないといった指摘があった。第3回「ストレ
スチェックと面接指導の実施方法等に関する検討
会」では、以下のようなやりとりになった。

○渡辺委員　私がなぜこだわるかというと、この面
接指導は、本当にやることを考えたら、とても難し
いのです。
	 高リスク者であって、しかも手を挙げた事業者の
人にきちんとものを言うという方ですから、この人
の意見を聞いて、それなりに職場に勧告をしなけ
ればいけないわけですから、ものすごく大変な面
接だと思います。これは相当な覚悟を持った人
でないとできないと。見識と覚悟が要ると思いま
すので、少なくとも医者なら誰でもいいとは言えな
いかなと思います。
	 長時間労働のときも、あれは当然産業医ですよ
ね。長時間労働のときを面談するというのは、結
果的にその職場の産業医ですよね。
○産業保健支援室長補佐　一応、義務づけには
なっていなくて、産業医以外の医師でも認めては
います。恐らく、職場、特に過重労働面接は、50
人未満も含めて全部義務化されていますので、
その要は現実的にできるかどうかという点も含め
て限定しなかったということもあると思うのですけ
れども、なので、今回も産業保健の現場の方の
御意見もおうかがいしたいなという気持ちもある
のですけれども、実施可能性ということを含めて、
議論する必要があるかなと思っています。
○岩崎委員　この「また」から後の外部の医師に
委託する場合の留意する事項はあるかというの
は、ちょっと私の理解で産業医であればいいので
しょうけれども、産業医資格を持った医師であっ
たとしても、例えば、委託するときに、事業場の状
況をその医師なり、産業医資格を持っている医
師でも、持っていなくてもいいのですけれども、伝
えないと、中の選任された産業医であれば、当然
ある程度知っているという前提に立つわけです
けれども、そういうことを留意する事項として挙げ
てほしいという意味かなと思っていたのですけれ
ども、だとすれば、そういう職場の状況もあわせ

て伝えるということかもしれないですね。
○相澤座長　留意する事項として、それも挙げた
ほうがいいということですね。それは確かですね。
資格についても。
○中村委員　ただ、産業医の先生の中でも、精神
科の疾患に対する理解が余りない先生もたくさ
んいらっしゃるわけですね。それで、ある私も知っ
ている大企業は、精神科の、例えば東京などで
は、ある私立の教授などは、コンサルタントみたい
なかたちで、恐らく産業医資格を持っていない
のに、2週間に1回とか、行かれている人がおられ
るわけですよね。だから、そういう現実からする
と、少なくとも産業医学のほうに渡辺先生がおっ
しゃったように理解がある精神科医とか、そうい
う人が現実的には案外こういう面接をされるの
かなとイメージしたのです。あるいは、産業医の
先生の中でも、メンタルヘルスに理解がある人
は、積極的にやられるでしょうけれども、あるいは
EAPなどでも、やはりいろいろな人がいますので、
その中でも精神医療に対する研修とか、そういう
ものはもちろん、一方で準備しないといけないだ
ろうと思います。
	 ですから、必ずしも産業医だけというのは、ちょっ
と無理があるのではないかなと思いました。
○渡辺委員　現実的に考えると、確かにそういう
面があると思うのです。ただ、私が一番気になる
のは、ここが一番の難しいところで、一番の法律
の肝になるところなので、ここの医者というのは、
相当なやはり見識とスキルが必要なのだろうと思
うのです。
	 少なくとも、いわゆる健診で来られる先生が、その
ままこの制度をやって、そこで、私、面接やります
というのでは済まないだろうという想定が、頭の
中にあります。
○相澤座長　何らかの研修が必要なことは確か
ですね。
○労働衛生課長　ここは、医師の要件として、精
神医学と産業保健と両方の素養が必要だという
御議論だったと思いますので、そういう状況だか
ら、研修等を充実するように、先生方から御意見
があったということを書かせていただくことでいか

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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がでしょうか。
○相澤座長　よろしいですか。
	 （「異議なし」と声あり）
○相澤座長　ありがとうございます。
	 それでは、2番目の面接指導の時期で、申し出が
あったとき、速やかに面接指導を行うものとする
と。これは、速やかにというのは、一般的にはだ
いたいどのぐらいなのですかね。
○産業保健支援室長　長時間面接では、おおむ
ね1か月ということを通達で示しております。
○相澤座長　はい。1か月ぐらい。
○渡辺委員　これこそ一番現実的なところの問題
になると。例えば、999人までの事業所では、産
業医が1月に1回来ればいいと。だいたい2時間
ぐらいですよね。1月に1回しか来ないところへ、
例えば何十人もの面接希望者があったときに、1
回の面接に、1日に数人しかできないと10か月ぐら
いかかってしまうということも起こり得ると思うので
すが、このあたりは本当にちょっと現実的な問題
も絡んでくると思うのです。
	 もし1か月としたら、もうこれは現実的には普通の
産業医ではまず無理なのではないかなという気
がしますが、一応、目標としては1か月ということに
するわけですね。
	 どうでしょうか、羽鳥先生。999人のところまでの
産業医を想定して。
○羽鳥委員　産業医の実情は渡辺先生のおっ
しゃるとおりですが、この事業が始まれば高ストレ
スの判定のでた方からこなしていくことになると
思いますが、厚生労働省も産業医活動の実情を
勘案して、業務見直しなど簡略化できるところを
示して欲しいと思います。
○下光委員　産業医の先生方に、いろいろ講演
会などで質問を受けているのですが、そういう嘱
託の産業医、先生がおっしゃったように、月に1回
だけ2時間勤務という先生方は、職場巡視もや
り、それから健診のデータのチェックもやり、健診
後の事後措置も行う。それでもう時間がいっぱ
いになってしまうのですね。
	 ですから、この10％の人たちに面接指導をやると
いうことになると、プラスアルファの時間が必要で

す。いまの嘱託産業医のキャパシティーから言っ
たら、オーバーすることは間違いないと思うので
す。専属の常勤産業医であれば可能と思いま
すが、そのへんの全体の体制をやはりしっかりと
考えていただいて、フォローできるようなシステム
にしていただかないと、本当に「絵に描いた餅」
になってしまう可能性があります。速やかに面談
をと言っても、3か月後とか、4か月後になる可能
性があるのかなと、ちょっと危惧しておりますので、
よろしくお願いいたします。
○渡辺委員　私が言いたいのは、1か月にしろ、3
か月にしろ、相当大変なのです。したがって、産
業医はそれだけの覚悟でやってくださいというこ
とがひとつと。
	 それから、産業医が1月、3か月でやろうと思った
ら、月に1回では到底できないので、ある月には5
回も6回も出務しなければいけない。そういう覚
悟を持って産業医はこれからやっていただき、同
時にその分のペイを企業が払うということも確保
していただきたい。それだけの法律ですよという
ことを、産業医も企業も認識していただかないと
いけないと思います。
	 当然、企業はものすごくお金がかかりますという
認識でかかわっていただかないと、これはまった
く絵に描いた餅で、まったく機能しないということ
になると思います。
○岩崎委員　もちろん、コストに見合った効果が得
られることが確実であれば、コストは出てくると思
いますけれども、その部分だと思うのですね。こ
れは確認ですけれども、ここにも書いてあるとお
り、速やかには労働者から申し出があった場合
ですよね。なので、10％という議論がございました
けれども、それは、あなたは高ストレスですよ。ど
うしますかではなくて、面談したほうがいいですよ
と推奨される中なので、それにはいろいろな事情
から来る高ストレスというのがございますので、や
はり、産業医に相談してみようと思われる方、10％
のうち全部だというわけではございませんので、
そのへんは逆に、ストレスチェック制度に類する
制度を導入している企業は大きな企業が多いで
すけれども、積極的な嘱託の産業医がいらっしゃ
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る中小規模の事業所でやっているところがござ
いますので、実際、どんな感じなのかというのから
すれば、莫大なというと、ちょっとゆっくりしますけれ
ども、そんな感じでもないかなと。申し出の人がミ
ニマムラインですよということにしてあるということ
であればと思いますけれども、ただ、そこは一番
の心配であることは確かです。
○渡辺委員　おっしゃるのはわかるのです。
	 ただ、いままでの議論でも出たように、できるだけ
手を挙げる人を手を挙げやすくするということが
大事なわけですから、10％高リスク者があったら、
面談希望者が10％に近づけなければいけないと
いうことなのですよね。
	 ですから、そのつもりでやらなければいけないの
で、例えば1,000人のところであれば、高リスク者
が100人であれば、面接する人が20人、30人、40
人となってこないといけないと思います。
	 そうすると、必然的に1日に面談できる人というの
は3～4人ですから、少なくとも5回、6回という出務
が必要になってきます。それは、当然コストがか
かることだと思います。
	 したがって、中小企業の経営者の方々にとって
は、かなりコスト感、お金がかかるものである。た
だし、その結果をきちんと出すというだけの産業
医の見識とスキルが必要だということだと思いま
す。

第4回「ストレスチェックと面接指導の実施方法等
に関する検討会」検討会でも、羽鳥氏から、コストの
問題が提起された。現場ではコスト削減で身を削
る思いを労使ともにしているのだが、法律を施行す
る結果生じるであろう100万円レベルの話を、「民民
の話」と逃げる行政担当者や、「説得していただい
て」などと言える専門家は気楽なものである。

○羽鳥委員　産業医をやっていらっしゃる何人か
の先生に聴いたのですが、多分、いまこれを始め
ると、身体医学の産業医にとっては、慣れるまで
数年間は、業務内容が2倍から3倍になるだろう
と想定されていて、もし外部委託しないとしたら
そうなってしまうと思いますし、外部委託しても2倍

ぐらいの業務内容だと思います。その費用負担
というかコストの負担について、産業医が事業主
に値上げを求めていいのでしょうか。どういうふう
に交渉したらいいのでしょうか。仕事の内容で行
く回数も増やさなければいけないでしょうし、そう
いうことを、厚生労働省として担保してくださるの
でしょうか。
○労働衛生課長　個々の産業医と会社の契約は
民民の話ですので、行政から何か言う話ではな
いと思っています。かかった時間に応じて支払
われているケースが多いとうかがっています。そ
れから今回、先ほどもちょっと申しましたけれども、
なるべく簡便に実施することもできるように調査
票はすぐ使えるものを用意するとか、簡易な集計
ソフトを用意するということで、なるべく導入に関
しての手間を減らすこともできるように、工夫して
いきたいと思っています。
○羽鳥委員　例えば、外部委託したら年間に100
万円かかる所もあるわけです。そうしたときに、そ
の100万円分を産業医1人でやったとしたら、それ
ぐらいはもらえるかどうか交渉してもいいというこ
とですね。
○渡辺委員　私も前回、似たようなことで、これは
産業医の仕事が非常に増えてしまうし、それなり
の費用がかかることを、産業医も企業も覚悟しな
ければいけないという話をしました。ただ、言いた
かったのは、ここは一次予防のところですから、こ
こにお金をかければ病気になる人が減るとか、あ
るいは企業の生産性向上にもつながるということ
で、最終的には企業の利益につながるものだろう
と思っています。そういった意味で言うと、最初
のお金はコストというより投資と考えていただくほ
うが、いいのではないかと思っています。
○相澤座長　そのへん、説得していただいて。
○岩崎委員　そのへんは、この制度を実際にそれ
だけの価値あるものに育てなければいけないわ
けですけれども、それが本当にどうかは、やってみ
なければ分からない部分もないわけではありませ
んので、そういうかたちで労使双方と産業医が納
得できるかたちが望ましいと思いますから、投資
する価値がある制度にすることが重要です。

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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5. 職場でどのように対応すべきか

この間、全港湾中央本部の安全衛生担当者会
議、自治労神奈川県本部の学習会にお招きいただ
き、解説するとともに、参加された方々からの質問
や意見をうかがった。それに基づいて、いくつか提
案したい。

①労使共にストレス対策に熱心に取り組む姿勢を
持っている場合

ストレスチェック制度の義務化を積極的に活用
し、職場改善に取り組むために、どのようにすれば
よいか。まずはストレスチェックの項目を、あくまでも
個人のチェックではなく、職場の分析、改善を中心
にすべきである。そこまではできなくとも、少なくとも
集団的分析と職場改善は絶対に実施させるべき
である。手順や分析方法などは、実施マニュアル
にいろいろ紹介されている。集団的分析と職場改
善を会社が拒否するのなら、労組もストレスチェック
を拒否しよう。それでも面接指導に沿った個人の
対策は、まったくないよりはあった方がよいという考
え方もある。個人として自分がストレスを感じていれ
ば、あるいは仲間の様子が気になるのであれば、こ
んな複雑な制度を採るまでもなく、労働組合や当セ
ンターに相談してもらい、会社に改善を要求してい
けばよいはずだ。
なお、先進的な職場では、すでに個人のメンタル
チェックが実施されているところがある。しかし、そ
の効果には首をかしげざるを得ない。例えば、実際
にメンタル不調で休む人が見つかることは多くない
ようである。また、産業医の多くは精神科医ではな
いので、結局職場の状況にあまり詳しくない精神科
医への受診勧奨以上のことはなされていないこと
が多い。

②会社があまり熱心に取り組もうとせず、労使に信
頼関係がない場合。

会社に情報を提供することに何ら意味を見出せ
ない場合は、堂 と々ストレスチェックが拒んだ方がよ
かろう。ただし、現実的に拒むことが難しい、拒める

ことを周知しない会社もあるだろう。会社から目を
付けられかねない場合もある。適当に書いてごま
かすしかない場合もあろう。
一方で、本当のところは自分や信頼できる仲間
内で、労働組合で実施して、自分たちで分析するこ
ともできる。やはり、実施マニュアルには詳細にやり
方が書いてある。それらに基づいて、職場改善を
会社に要求していくことを目指そう。

厚生労働省が、ストレスチェック制度に関して作
成したポスター、リーフレット、Q&A、実施マニュア
ルなどの資料は下記のサイトに掲載、入手できるの
で、ぜひご確認を。［16頁以下に、事業者が講ずべ
き措置に関する指針と実施マニュアル（上述のとお
り分厚なものだが、そのなかの解説的記述の部分
のみ）の対照を試みたものを掲載したが、これだけ
ですまさずに、原資料も確認していただきたい。］
	 http://www.mhlw.go.jp/bunya/
roudoukijun/anzeneisei12/

追記
今年も昨年度の脳心臓疾患と精神障害の労災
認定状況が発表された（41頁参照）。160時間以
上の時間外労働のケースが、一昨年度の31件か
ら、67件と倍増している。ストレス労災を減らすため
には、複雑きわまるストレスチェックなどよりも、きちん
とした労働時間規制こそが第一歩であることはき
わめて単純なことではないかと感じる。
また、「精神障害の出来事別決定及び支給決
定件数一覧」によると、心理的負荷の「出来事の類
型」で、「嫌がらせ、いじめ、または暴行を受けた」
が、決定件数が一昨年度の115件から169件に増
加している。そして、「上司とのトラブルがあった」を
合わせると、昨年度の決定件数は390件。なんと全
体1,307件のほぼ3割を占めている。労災請求に至
るという事は、社内での解決能力の欠如を示す。
これについては、各労働局にパワハラ相談専門
窓口を設けることを、全国安全センターメンハラ局
が何年も前から労働局に求めてきた。実効性が疑
われるストレスチェックよりもずっと簡単だと思
うのは私だけであろうか。
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1		 趣旨

近年、仕事や職業生活に関して強い不安、悩み又はスト
レスを感じている労働者が5割を超える状況にある中、事業
場において、より積極的に心の健康の保持増進を図るため、
「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（平成18
年3月31日付け健康保持増進のための指針公示第3号。以下
「メンタルヘルス指針」という。）を公表し、事業場における労
働者の心の健康の保持増進のための措置（以下「メンタルヘ
ルスケア」という。）の実施を促進してきたところである。
しかし、仕事による強いストレスが原因で精神障害を発病
し、労災認定される労働者が、平成18年度以降も増加傾向
にあり、労働者のメンタルヘルス不調を未然に防止することが
益々重要な課題となっている。
こうした背景を踏まえ、平成26年6月25日に公布された「労
働安全衛生法の一部を改正する法律」（平成26年法律第
82号）においては、心理的な負担の程度を把握するための
検査（以下「ストレスチェック」という。）及びその結果に基づく
面接指導の実施を事業者に義務付けること等を内容とした
ストレスチェック制度が新たに創設された。
また、この新たな制度の実施に当たっては、個人情報の保
護に関する法律（平成15年法律第57号）の趣旨を踏まえ、特
に労働者の健康に関する個人情報（以下「健康情報」とい
う。）の適正な取扱いの確保を図る必要がある。
本指針は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以
下「法」という。）第66条の10第7項の規定に基づき、ストレス
チェック及び面接指導の結果に基づき事業者が講ずべき措
置が適切かつ有効に実施されるため、ストレスチェック及び面
接指導の具体的な実施方法又は面接指導の結果について
の医師からの意見の聴取、就業上の措置の決定、健康情報
の適正な取扱い並びに労働者に対する不利益な取扱いの禁
止等について定めたものである。

2		 ストレスチェック制度の基本的な考え方

はじめに［省略］

1	ストレスチェック制度の趣旨・目的

ストレスチェック制度の趣旨・目的
労働者のメンタルヘルス不調の未然防止 （一次予

防）が主な目的です

近年、仕事や職業生活に関して強い不安、悩み又
はストレスを感じている労働者が5割を超える状況に
ある中、事業場において、より積極的に心の健康の保
持増進を図るため、「労働者の心の健康の保持増進
のための指針」（平成18年3月31日付け健康保持増
進のための指針公示第3号。以下「メンタルヘルス指
針」といいます。）を公表し、事業場におけるメンタルヘ
ルスケアの実施を促進してきたところです。しかし、仕
事による強いストレスが原因で精神障害を発病し、労
災認定される労働者が、平成18年度以降も増加傾
向にあり、労働者のメンタルヘルス不調を未然に防止
することが益々重要な課題となっています。
こうした背景を踏まえ、平成26年6月25日に公布さ
れた「労働安全衛生法の一部を改正する法律」（平
成26年法律第82号）においては、心理的な負担の程
度を把握するための検査（以下「ストレスチェック」と
いいます。）及びその結果に基づく面接指導の実施
等を内容としたストレスチェック制度（労働安全衛生
法第66条の10に係る事業場における一連の取組全
体を指します）が新たに創設されました。
この制度は、労働者のストレスの程度を把握し、労
働者自身のストレスへの気付きを促すとともに、職場
改善につなげ、働きやすい職場づくりを進めることに
よって、労働者がメンタルヘルス不調となることを未
然に防止すること（一次予防）を主な目的としたもの
です。

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル

事業場における事業者による労働者のメンタルヘルスケアは、取組の段階ごとに、労働者自身のストレスへの気付き及
び対処の支援並びに職場環境の改善を通じて、メンタルヘルス不調となることを未然に防止する「一次予防」、メンタルヘ
ルス不調を早期に発見し、適切な対応を行う「二次予防」及びメンタルヘルス不調となった労働者の職場復帰を支援する
「三次予防」に分けられる。
新たに創設されたストレスチェック制度は、これらの取組のうち、特にメンタルヘルス不調の未然防止の段階である一次
予防を強化するため、定期的に労働者のストレスの状況について検査を行い、本人にその結果を通知して自らのストレス
の状況について気付きを促し、個々の労働者のストレスを低減させるとともに、検査結果を集団ごとに集計・分析し、職場に
おけるストレス要因を評価し、職場環境の改善につなげることで、ストレスの要因そのものを低減するよう努めることを事業
者に求めるものである。さらにその中で、ストレスの高い者を早期に発見し、医師による面接指導につなげることで、労働者
のメンタルヘルス不調を未然に防止することを目的としている。

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル



安全センター情報2015年8月号   17

事業者は、メンタルヘルス指針に基づき各事業場の実態に即して実施される二次予防及び三次予防も含めた労働者
のメンタルヘルスケアの総合的な取組の中に本制度を位置付け、メンタルヘルスケアに関する取組方針の決定、計画の作
成、計画に基づく取組の実施、取組結果の評価及び評価結果に基づく改善の一連の取組を継続的かつ計画的に進め
ることが望ましい。
また、事業者は、ストレスチェック制度が、メンタルヘルス不調の未然防止だけでなく、従業員のストレス状況の改善及び
働きやすい職場の実現を通じて生産性の向上にもつながるものであることに留意し、事業経営の一環として、積極的に本
制度の活用を進めていくことが望ましい。

3		 ストレスチェック制度の実施に当たっての留意事
項

実施に当たっては、産業保健スタッフは以下の点に
特に留意して取り組むことが求められます。
1		 安心して受検してもらう環境づくりに努めること。
	 	 ストレスチェックの結果は労働者の同意がなけれ
ば事業者に提供してはならないことや、検査の実施
の事務に従事した者の守秘義務が規定されている
といった労働者のプライバシーへの配慮を求めた法
律の趣旨を踏まえる必要があります。
	 	 また、ストレスチェックは、自記式の調査票を用いて
行うため、労働者が自身の状況をありのままに答える
ことのできる環境を整えることが重要です。安心して
答えられる環境にないと、労働者によって回答が操
作され、労働者や職場の状況を正しく反映しない結
果となるおそれがあることに留意しなければなりませ
ん。
2		 検査を受ける受検者以外の方にも配慮すること。
	 	 例えば、ストレスチェックを受けた労働者の所属部
署の責任者にとっては、そのストレスチェック結果は
責任者としての人事労務管理・健康管理能力の評
価指標として用いられる可能性があるため、そうした
責任者に不利益が生じるおそれにも配慮する必要
があります。
3		 安心して面接指導を申し出られる環境づくりに努
めること
	 	 面接指導の申出がしやすい環境を整えないと、高
ストレスの状況にある労働者がそのまま放置される
おそれがありますので、労働者が安心して医師の面
接を希望する旨申し出られるように配慮する必要が
あります。

4		 ストレスチェック制度に基づく取組の手順

レ	ストレスチェック制度の実施責任主体は事業者であ

り、事業者は制度の導入方針を決定・表明します。

3		 ストレスチェック制度の実施に当たっての留意事項

ストレスチェック制度を円滑に実施するためには、事業
者、労働者及び産業保健スタッフ等の関係者が、次に掲げ
る事項を含め、制度の趣旨を正しく理解した上で、本指針
に定める内容を踏まえ、衛生委員会又は安全衛生委員会
（以下「衛生委員会等」という。）の場を活用し、互いに協
力・連携しつつ、ストレスチェック制度をより効果的なものに
するよう努力していくことが重要である。
①	 ストレスチェックに関して、労働者に対して受検を義務
付ける規定が置かれていないのは、メンタルヘルス不調
で治療中のため受検の負担が大きい等の特別の理由
がある労働者にまで受検を強要する必要はないためで
あり、本制度を効果的なものとするためにも、全ての労働
者がストレスチェックを受検することが望ましい。
②	 面接指導は、ストレスチェックの結果、高ストレス者とし
て選定され、面接指導を受ける必要があると実施者が
認めた労働者に対して、医師が面接を行い、ストレスそ
の他の心身及び勤務の状況等を確認することにより、当
該労働者のメンタルヘルス不調のリスクを評価し、本人
に指導を行うとともに、必要に応じて、事業者による適切
な措置につなげるためのものである。このため、面接指
導を受ける必要があると認められた労働者は、できるだ
け申出を行い、医師による面接指導を受けることが望ま
しい。
③	 ストレスチェック結果の集団ごとの集計・分析及びそ
の結果を踏まえた必要な措置は、労働安全衛生規則
（昭和47年労働省令第32号。以下「規則」という。）第
52条の14の規定に基づく努力義務であるが、事業者
は、職場環境におけるストレスの有無及びその原因を把
握し、必要に応じて、職場環境の改善を行うことの重要
性に留意し、できるだけ実施することが望ましい。

4		 ストレスチェック制度の手順

ストレスチェック制度に基づく取組は、次に掲げる手順で
実施するものとする。

事業者が講ずべき措置に関する指針
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ア	 基本方針の表明

事業者は、法、規則及び本指針に基づき、ストレスチェック制度に関する
基本方針を表明する。
イ	 ストレスチェック及び面接指導

①	 衛生委員会等において、ストレスチェック制度の実施方法等について
調査審議を行い、その結果を踏まえ、事業者がその事業場におけるストレ
スチェック制度の実施方法等を規程として定める。
②	 事業者は、労働者に対して、医師、保健師又は厚生労働大臣が定め
る研修を修了した看護師若しくは精神保健福祉士（以下「医師等」とい
う。）によるストレスチェックを行う。
③	 事業者は、ストレスチェックを受けた労働者に対して、当該ストレスチェッ
クを実施した医師等（以下「実施者」という。）から、その結果を直接本人
に通知させる。
④	 ストレスチェック結果の通知を受けた労働者のうち、高ストレス者として
選定され、面接指導を受ける必要があると実施者が認めた労働者から
申出があった場合は、事業者は、当該労働者に対して、医師による面接
指導を実施する。
⑤	 事業者は、面接指導を実施した医師から、就業上の措置に関する意
見を聴取する。
⑥	 事業者は、医師の意見を勘案し、必要に応じて、適切な措置を講じる。
ウ	 集団ごとの集計・分析

①	 事業者は、実施者に、ストレスチェック結果を一定規模の集団ごとに集
計・分析させる。
②	 事業者は、集団ごとの集計・分析の結果を勘案し、必要に応じて、適切
な措置を講じる。

5		 衛生委員会等における調査審議

（1）	 衛生委員会等における調査審議の意義
ストレスチェック制度を円滑に実施するためには、事業者、労働者及び産
業保健スタッフ等の関係者が、制度の趣旨を正しく理解した上で、本指針に
定める内容を踏まえ、互いに協力・連携しつつ、事業場の実態に即した取組
を行っていくことが重要である。このためにも、事業者は、ストレスチェック制
度に関する基本方針を表明した上で、事業の実施を統括管理する者、労
働者、産業医及び衛生管理者等で構成される衛生委員会等において、スト
レスチェック制度の実施方法及び実施状況並びにそれを踏まえた実施方
法の改善等について調査審議を行わせることが必要である。
（2）	 衛生委員会等において調査審議すべき事項
規則第22条において、衛生委員会等の付議事項として「労働者の精神
的健康の保持増進を図るための対策の樹立に関すること」が規定されてお
り、当該事項の調査審議に当たっては、ストレスチェック制度に関し、次に掲
げる事項を含めるものとする。
また、事業者は、当該調査審議の結果を踏まえ、法令に則った上で、当該
事業場におけるストレスチェック制度の実施に関する規程を定め、これをあ
らかじめ労働者に対して周知するものとする。

○	ストレスチェック制度の実施に先
立って、労働者への通知ならびにス
トレスチェック制度の実施体制の確
立が重要な課題です。事業者は、ス
トレスチェックを円滑に実施する体
制の整備並びに個人情報保護等を
も含めた対応について労働者へ十
分な説明をする必要があります。そ
の際、事業者がストレスチェック導入
についての方針等について事業場
内で表明することが必要です。事
業者の表明に続いて、衛生委員会
の審議や体制の整備、個人情報保
護などの対応が検討され、円滑な
実施に向けてスタートすることになり
ます。安全衛生（健康）計画や新
年度に向けての経営陣の経営方針
と同時に発表することが効果的とい
えます。事業場においては年度毎
に安全衛生（健康）方針を定めて
周知しているところもあることから、
その安全衛生（健康）方針の中にス
トレスチェック制度の内容等を含め
て周知することも一つの方法です。
ストレスチェック制度の流れは次の
図のとおりです。［省略］

5		 衛生委員会等における調査審議

レ	事業者は、ストレスチェックの実施前

に、事業場の衛生委員会等で実施

体制、実施方法等を審議 ・ 決定し、

社内規程を定めます。

レ	事業者は、ストレスチェックの実施の趣

旨・社内規程を労働者に周知します。

レ	ストレスチェック実施後には、実施状

況やそれを踏まえた実施方法の改

善等について調査審議し、次回の実

施に活かします。

衛生委員会等における調査審議の意
義
○新たにストレスチェックを導入する場
合、ならびに従来からストレスチェック
を独自に実施している場合において
も、今般法制化されたストレスチェッ

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル
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①	 ストレスチェック制度の目的に係る周知方法
・	ストレスチェック制度は、労働者自身のストレスへの気付き及びその対処
の支援並びに職場環境の改善を通じて、メンタルヘルス不調となることを
未然に防止する一次予防を目的としており、メンタルヘルス不調者の発
見を一義的な目的とはしないという趣旨を事業場内で周知する方法。
②	 ストレスチェック制度の実施体制
・	ストレスチェックの実施者及びその他の実施事務従事者の選任等ストレ
スチェック制度の実施体制。
	 実施者が複数いる場合は、共同実施者及び実施代表者を明示すること。
この場合において、当該事業場の産業医等が実施者に含まれるときは、当
該産業医等を実施代表者とすることが望ましい。
	 なお、外部機関にストレスチェックの実施の全部を委託する場合は、当該
委託契約の中で委託先の実施者、共同実施者及び実施代表者並びに
その他の実施事務従事者を明示させること（結果の集計業務等の補助
的な業務のみを外部機関に委託する場合にあっては、当該委託契約の
中で委託先の実施事務従事者を明示させること）。
③	 ストレスチェック制度の実施方法
・	ストレスチェックに使用する調査票及びその媒体。
・	調査票に基づくストレスの程度の評価方法及び面接指導の対象とする
高ストレス者を選定する基準。
・	ストレスチェックの実施頻度、実施時期及び対象者。
・	面接指導の申出の方法。
・	面接指導の実施場所等の実施方法。
④	 ストレスチェック結果に基づく集団ごとの集計・分析の方法
・	集団ごとの集計・分析の手法。
・	集団ごとの集計・分析の対象とする集団の規模。
⑤	 ストレスチェックの受検の有無の情報の取扱い
・	事業者による労働者のストレスチェックの受検の有無の把握方法。
・	ストレスチェックの受検の勧奨の方法。
⑥	 ストレスチェック結果の記録の保存方法
・	ストレスチェック結果の記録を保存する実施事務従事者の選任。
・	ストレスチェック結果の記録の保存場所及び保存期間。
・	実施者及びその他の実施事務従事者以外の者によりストレスチェック結
果が閲覧されないためのセキュリティの確保等の情報管理の方法。
⑦	 ストレスチェック、面接指導及び集団ごとの集計・分析の結果の利用目
的及び利用方法
・	ストレスチェック結果の本人への通知方法。
・	ストレスチェックの実施者による面接指導の申出の勧奨方法。
・	ストレスチェック結果、集団ごとの集計・分析結果及び面接指導結果の共
有方法及び共有範囲。
・	ストレスチェック結果を事業者へ提供するに当たっての本人の同意の取
得方法。
・	本人の同意を取得した上で実施者から事業者に提供するストレスチェッ
ク結果に関する情報の範囲。
・	集団ごとの集計・分析結果の活用方法。

ク制度の実施に備えて、法令で定
めた一定の要件を満たしているかど
うか確認することが必要です。本人
の同意など個人情報の取扱いや不
利益取扱いの有無等について検討
し、円滑にストレスチェック制度が実
施できるよう準備を進めなければなり
ません。問題があれば事前に検討
し改善しておく必要があります。
○	心の健康に関する情報は機微な
情報であることに留意し、実施方法
から記録の保存に至るまでストレス
チェック制度における労働者の個
人情報が適切に保護されるような
体制の構築が必要です。ストレス
チェックに関与する産業保健スタッ
フならびに事務職についても個人
情報保護等についての教育啓発を
怠ってはいけません。どのような方
法で教育啓発するのかも検討して
おく必要があります。

	 ストレスチェックの受検の有無、なら
びに対象者が同意した場合に事業
者に提供される結果内容、高ストレ
スと判定された場合の面接指導の
申し出等に対して不利益な取扱い
が発生しないよう審議しておくこと
が重要です。

衛生委員会等において調査審議すべ
き事項
○	ストレスチェック制度導入について
の労働者への周知が求められま
す。ストレスチェックがどのような形
で実施されるのか、またどのような
結果が通知されるのか等について
も事前に十分に教育啓発し、一人
でも多くの労働者が安心して受検
できるよう周知を図らなければなりま
せん。なお、ストレスチェックは、事業
者に課せられた義務ですが、労働
者において受検は強制ではないこ
と、ただしなるべく全ての労働者に
受けていただくことが望ましいことを
周知することが重要です。派遣労
働者においては、派遣元ならびに派

事業者が講ずべき措置に関する指針 実施マニュアル
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⑧	 ストレスチェック、面接指導及び集団ごと
の集計・分析に関する情報の開示、訂正、
追加及び削除の方法
・	情報の開示等の手続き。
・	情報の開示等の業務に従事する者による
秘密の保持の方法。
⑨	 ストレスチェック、面接指導及び集団ごと
の集計・分析に関する情報の取扱いに関
する苦情の処理方法
・	苦情の処理窓口を外部機関に設ける場合
の取扱い。
	 なお、苦情の処理窓口を外部機関に設け
る場合は、当該外部機関において労働者
からの苦情又は相談に対し適切に対応す
ることができるよう、当該窓口のスタッフが、
企業内の産業保健スタッフと連携を図るこ
とができる体制を整備しておくことが望まし
い。
⑩	 労働者がストレスチェックを受けないこと
を選択できること
・	労働者にストレスチェックを受検する義務は
ないが、ストレスチェック制度を効果的なも
のとするためにも、全ての労働者がストレス
チェックを受検することが望ましいという制
度の趣旨を事業場内で周知する方法。
⑪	 労働者に対する不利益な取扱いの防止
・	ストレスチェック制度に係る労働者に対す
る不利益な取扱いとして禁止される行為を
事業場内で周知する方法。

6		 ストレスチェック制度の実施体制の整備

ストレスチェック制度は事業者の責任にお
いて実施するものであり、事業者は、実施に当
たって、実施計画の策定、当該事業場の産業
医等の実施者又は委託先の外部機関との連
絡調整及び実施計画に基づく実施の管理等
の実務を担当する者を指名する等、実施体制
を整備することが望ましい。当該実務担当者
には、衛生管理者又はメンタルヘルス指針に
規定する事業場内メンタルヘルス推進担当者
を指名することが望ましいが、ストレスチェック
の実施そのものを担当する実施者及びその
他の実施事務従事者と異なり、ストレスチェッ
ク結果等の個人情報を取り扱わないため、労

遣先においてストレスチェックの位置付けについて明確にしておく
ことが望ましいといえます。
○	ストレスチェックの実施方法については、質問紙による調査票、も
しくはICTを活用するのかを選択（併用も可）し、その実施方法に
ついての具体的な注意点を整理しておく必要があります。また、
集団ごとの分析を実施して職場環境の改善に活用するための
方法等についても予め定めておくことが望ましいといえます。

○	ストレスチェック結果をどのような方法で本人に通知するのかにつ
いて、個人情報の保護の視点を考慮して定めておくことが必要
です。面接指導の対象となったことが対象者の不利益にならな
いよう、その結果通知の方法には工夫が必要です（P46［26頁］
参照）。

○	個人のストレスチェック結果の事業者への提供に当たっての、同
意の取得方法としては、対象となる労働者全員に対して個別に
同意を取得する必要があり、衛生委員会等での合議による包括
的な同意は認められません。

	 また、個人のストレスチェック結果は事業者に提供しない取扱いと
することも可能です。

○	ストレスチェックに関して個人情報の漏えいや不利益取扱いが
発生した場合には、再発を防止するためにその対策等を調査審
議しなければなりません。

その他
○労使の定期的な調査審議の場である衛生委員会を活用して、各
事業場においてストレスチェック制度が適切に実施されていること
を確認、点検し、より適切で有効な仕組みとなるようPDCAサイクル
により評価、改善を行うことが重要です。
○なお、衛生委員会の議事については、規則第23条に基づき、開催
の都度議事の概要を労働者に周知し、重要なものに係る記録を
3年間保存することとされているので、留意しましょう。

＜具体例＞事業場における心の健康づくり計画及びストレスチェッ
ク実施計画（例）［省略］

6		 ストレスチェックの実施方法等

（1）ストレスチェック制度の実施体制
レ	事業者は事業場の労働衛生管理体制等を整備の上、実施者等を

選定します。

レ	事業場の状況を日頃から把握している者 （産業医等） が実施者と

なることが望まれます。

レ	実施者は、ストレスチェックの企画と結果の評価に関与します。

○	事業者は実務担当者（ストレスチェック制度担当者）を指名しま
す。実務担当者は、ストレスチェック結果等の個人情報を取り扱
わないため、実施事務従事者と異なり、人事課長など人事権を
持つ者を指名することもできます。

○	事業場又は委託先の外部機関の、医師、保健師、一定の研修

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル
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働者の解雇等に関して直接の権限を持つ監督的地位
にある者を指名することもできる。

を受けた※看護師、精神保健福祉士の中からストレス
チェックの実施者を選定します。
※ストレスチェック制度が施行される日の前日である平

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル

成27年11月30日現在において、労働者の健康管理業務に3年以上従事した経験のある看護師、精神保健福祉士
については、研修の受講が免除されます。

○	事業場で選任されている産業医が実施者となることが最も望ましいでしょう。また、産業医として選任されていなくても、
当該事業場の産業保健活動に携わっている精神科医、心療内科医等の医師、保健師、看護師など、日頃から事業場
の状況を把握している産業保健スタッフも実施者として推奨されます。

○	ストレスチェック制度の実施体制のイメージは次のとおりです。［省略］
○	ストレスチェックの実施を外部機関に業務委託する場合にも、産業医等の事業場の産業保健スタッフが共同実施者と
して関与し、個人のストレスチェックの結果を把握するなど、外部機関と事業場内産業保健スタッフが密接に連携する
ことが望まれます。
※産業医が共同実施者でない場合には、個人のストレスチェックの結果は労働者の個別の同意がなければ産業医が
把握することができず、十分な対応を行うことが難しくなる可能性があります。

○	ストレスチェック結果が労働者の意に反して人事上の不利益な取扱いに利用されることがないようにするため、当該労
働者について解雇、昇進又は異動（以下「人事」という。）に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者は、ストレス
チェックの実施の事務（ストレスチェックの実施を含む）に従事してはいけません。

○	なお、「解雇、昇進又は異動に関して直接の権限を持つ」とは、当該労働者の人事を決定する権限を持つこと又は人
事について一定の判断を行う権限を持つことをいい、人事を担当する部署に所属する者であっても、こうした権限を持
たない場合は、該当しません。

○	人事に関する直接の権限（人事権）の有無により、ストレスチェックの「実施の事務」に従事可能かどうかを整理すると
次のとおりです。［省略］

○	人事に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者が従事することができない事務は、ストレスチェックの実施に直
接従事することと、労働者の健康情報を取扱う事務であり、従事することができない事務と、従事することが出来る事
務を整理すると以下のようになります。

ストレスチェックの「実施の事務」
（人事に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者が従事できない事務）

労働者の健康情報を取扱う事務をいい、例えば、以下の事務が含まれます。
①	 労働者が記入した調査票の回収※、内容の確認、データ入力、評価点数の算出等のストレスチェック結果を出力す
るまでの労働者の健康情報を取扱う事務。
②	 ストレスチェック結果の封入等のストレスチェック結果を出力した後の労働者に結果を通知するまでの労働者の健
康情報を取扱う事務。
③	 ストレスチェック結果の労働者への通知※の事務。
④	 面接指導を受ける必要があると実施者が認めた者に対する面接指導の申出勧奨。
⑤	 ストレスチェック結果の集団ごとの集計に係る労働者の健康情報を取扱う事務。
※封筒に封入されている等、内容を把握できない状態になっているものを回収又は通知する事務を除く。

その他の事務
（人事に関して直接の権限を持つ監督的地位にある者が従事できる事務）

労働者の健康情報を取扱わない事務をいい、例えば、以下の事務が含まれます。
①	 事業場におけるストレスチェックの実施計画の策定。
②	 ストレスチェックの実施日時や実施場所等に関する実施者との連絡調整。
③	 ストレスチェックの実施を外部機関に委託する場合の外部機関との契約等に関する連絡調整。
④	 ストレスチェックの実施計画や実施日時等に関する労働者への通知。
⑤	 調査票の配布。
⑥	 ストレスチェックを受けていない労働者に対する受検の勧奨。
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7		 ストレスチェックの実施方法等

（1）	 実施方法
ア	 ストレスチェックの定義

法第66条の10第1項の規定によるストレスチェックは、
調査票を用いて、規則第52条の9第1項第1号から第3号
までに規定する次の3つの領域に関する項目により検査
を行い、労働者のストレスの程度を点数化して評価する
とともに、その評価結果を踏まえて高ストレス者を選定し、
医師による面接指導の要否を確認するものをいう。
①	 職場における当該労働者の心理的な負担の原因
に関する項目
②	 心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目
③	 職場における他の労働者による当該労働者への
支援に関する項目

イ	 ストレスチェックの調査票

事業者がストレスチェックに用いる調査票は、規則第
52条の9第1項第1号から第3号までに規定する3つの領
域に関する項目が含まれているものであれば、実施者の
意見及び衛生委員会等での調査審議を踏まえて、事業
者の判断により選択することができるものとする。
なお、事業者がストレスチェックに用いる調査票として
は、別添［省略－4月号11頁等参照］の「職業性ストレス
簡易調査票」を用いることが望ましい。

（2）	 ストレスチェックの実施方法
レ	事業者は、1年以内ごとに1回、ストレスチェックを実施し

ます。

レ	ストレスチェック調査票を選定し、質問紙またはICTを用

いて調査票を労働者に配布・記入させます。

ア	 ストレスチェックの実施頻度と対象者
実施頻度
○	1年以内に複数回実施することや、一般にストレスが高
まると考えられる繁忙期に実施することに関しては、衛
生委員会等での調査審議により、労使で合意すれば
可能です。

対象となる労働者
○	ストレスチェックの対象者となる「常時使用する労働
者」とは、次のいずれの要件をも満たす者をいいます
（一般定期健康診断の対象者と同様です）。
①	 期間の定めのない労働契約により使用される者
（期間の定めのある労働契約により使用される者で
あって、当該契約の契約期間が1年以上である者並
びに契約更新により1年以上使用されることが予定さ
れている者及び1年以上引き続き使用されている者を
含む。）であること。
②	 その者の1週間の労働時間数が当該事業場にお
いて同種の業務に従事する通常の労働者の1週間の
所定労働時間数の4分の3以上であること。

	 なお、1週間の労働時間数が当該事業場において同
種の業務に従事する通常の労働者の1週間の所定

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル

労働時間数の4分の3未満である労働者であっても、上記の①の要件を満たし、1週間の労働時間数が当該事業場
において同種の業務に従事する通常の労働者の1週間の所定労働時間数のおおむね2分の1以上である者に対して
も、ストレスチェックを実施することが望まれます。
※派遣先事業場における派遣労働者の扱いは、後述「12（2）　派遣労働者に関する留意事項」（P114［38頁］）を参
照してください。

※ストレスチェックの実施時期に休職している労働者については実施しなくても差し支えありません。
＜具体例・様式例＞【ストレスチェック実施時の文例；Web実施版】［省略］
イ	 ストレスチェックの定義と調査票
実施方法
○	ストレスチェックは、調査票に労働者自ら記入又は入力してもらう方法で行うことを基本とします。ただし、調査票への記
入又は入力に加えて、補足的に面談も行うことで、より具体的に個々の労働者のストレスの状況を把握するという方法も
ありますので、それぞれの事業場の実情に応じて、適切な方法を選択してください。

具体的なストレスチェックの項目
○	ストレスチェックの調査票は、実施者の提案や助言、衛生委員会の調査審議を経て、事業者が決定します。
○	法に基づくストレスチェックは次の3領域を含むことが必要です。
①	 仕事のストレス要因：職場における当該労働者の心理的な負担の原因に関する項目をいいます。
②	 心身のストレス反応：心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目をいいます。
③	 周囲のサポート：職場における他の労働者による当該労働者への支援に関する項目をいいます。
○		 ストレスチェックの項目（調査票）としては、以下に示す「職業性ストレス簡易調査票」［省略］を利用することが推奨さ

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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れます。また、これを簡略化したストレスチェック項目（調査票）の例（簡略版（23項目））も以下に示します［省略］。ただし、
これらは、法令で規定されたものではありませんので、各事業場において、これらの項目を参考としつつ、衛生委員会で
審議の上で、各々の判断で項目を選定することができます。
※ただし、各事業場において、独自の項目を選定する場合にも、規則に規定する3領域に関する項目をすべて含まなけ
ればなりません。また、選定する項目に一定の科学的な根拠が求められます。

※上記「職業性ストレス簡易調査票」は3領域を含んでおり、Aが「仕事のストレス要因」、Bが「心身のストレス反応」、C
が「周囲のサポート」に当たります。

注）「職業性ストレス簡易調査票」の標準版（57項目）と簡略版（23項目）は、巻末資料に掲載［省略］するとともに、厚
生労働省ホームページで無償で提供していますので、ご利用ください。

	 	 http://kokoro.mhlw.go.jp/（工事中）
調査票の利用方法
○	ストレスチェック調査票を対象労働者に記入してもらいます。調査票の用紙を配布し記入してもらう方法と、社内のイント
ラネットなどICTを利用して回答を入力してもらう方法がありますが、それぞれの留意点は以下のとおりです。（紙を配布
して記入してもらう場合の留意点）
・	調査票の用紙を配布する場合、配布は誰が行っても差し支えありませんが、回収の際は、記入の終わった調査票が周
囲の者の目に触れないよう、封筒に入れてもらうなどの配慮が必要です。

（ICTを利用して実施する場合の留意点）
・	インターネットまたは社内のイントラネットなどICT［Information Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Technology］を利用してストレス
チェックを実施する場合は、以下の3つの要件が全て満たされている必要があります。
①	 事業者及び実施者において、個人情報の保護や改ざんの防止（セキュリティの確保）のための仕組みが整っており、
その仕組みに基づいて実施者又はその他の実施事務従事者による個人の検査結果の保存が適切になされているこ
と。
②	 本人以外に個人のストレスチェック結果を閲覧することのできる者の制限がなされている（実施者以外は閲覧できな
いようにされている）こと。
③	 6（1）の実施者の役割（調査票の選定、評価基準の設定、個人の結果の評価等）が果たされること。
・	ICTを活用した場合の情報管理については、事業者が留意すべき事項として、健康診断結果と同様に、記録の保存に
関して「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を参照するようにしてください。

ストレスチェックに含めることが不適当な項目
レ	ストレスチェックとして行う調査票に、「性格検査」「希死念慮」「うつ病検査」等を含めることは不適当です。

○	ストレスチェックは「性格検査」や「適性検査」を目的とするものではないことから、労働安全衛生法に基づくストレス
チェックと銘打って、「性格検査」や「適性検査」そのものを実施することは不適当です。

○	「希死念慮」や「自傷行為」に関する項目は、背景事情なども含めて評価する必要性がより高く、かつこうした項目から
自殺のリスクを把握した際には早急な対応が必要となることから、企業における対応の体制が不十分な場合には検査
項目として含めるべきではありません。

○	事業者独自の項目を設定する場合には、上記のほか、ストレスチェックの目的はうつ病等の精神疾患のスクリーニングで
はないことに留意して項目を選定する必要があります。

ストレスチェックと一般健康診断の自他覚症状の有無の検査との関係
レ	一般健康診断で心身両面の問診を行うことは、原則、これまでどおり可能です。

（基本的な考え方）

○	一般定期健康診断の自他覚症状の有無の検査（いわゆる医師による「問診」）は、労働者の身体症状のみならず、精
神面の症状も同時に診ることにより、総合的に心身の健康の状況を判断するものであり、問診に含める検査項目につい
て、事業場における労働者の健康管理を目的とするものであれば、原則として制限されません。

	 しかし、このような問診を行ったことをもって、ストレスチェックに替えることはできません。
○	一方で、法第66条第1項において、ストレスチェックは健康診断から除くこととされたため、健康診断の問診の中で法に
基づくストレスチェックをそのまま実施することはできません。

ストレスチェック制度実施マニュアル
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（具体的な例）

○	健康診断の問診において「仕事のストレス要因」「心身のストレス反応」及び「周囲のサポート」の3領域にまたがる項目
について点数化し、数値評価する方法でストレスの程度を把握することは、仮に「職業性ストレス簡易調査票」とは異な
る項目を使用したとしても、法に基づくストレスチェックに該当するものを健康診断として実施することとなるため、不適当
です。

○	一方、例えば「イライラ感」、「不安感」、「疲労感」、「抑うつ感」、「睡眠不足」、「食欲不振」などについて数値評価せ
ずに問診票を用いて「はい・いいえ」といった回答方法で該当の有無を把握し、必要に応じて聞き取りをするような方法
は、法に基づくストレスチェックには該当せず、問診として実施できる例として整理することが可能です。

○	特殊健康診断の検査項目の一部には、精神面の自覚症状が含まれているものがありますが※、これはストレスの程度
を把握するためのものではなく、有害物質による症状を把握するためのものですので、ストレスチェックとは全く異なるも
のであり、その検査結果は従来どおり事業者に通知し、必要に応じて事後措置等を行う必要があります。
※例えば、鉛健康診断における「鉛による自覚症状又は他覚症状と通常認められる症状の有無の検査（易疲労感、

ウ	 ストレスの程度の評価方法及び高スト

レス者の選定方法・基準

（ア）	個人のストレスの程度の評価方法

事業者は、ストレスチェックに基づくストレス
の程度の評価を実施者に行わせるに当たっ
ては、点数化した評価結果を数値で示すだ
けでなく、ストレスの状況をレーダーチャート等
の図表で分かりやすく示す方法により行わせ
ることが望ましい。
（イ）	高ストレス者の選定方法

次の①又は②のいずれかの要件を満たす
者を高ストレス者として選定するものとする。
この場合において、具体的な選定基準は、実
施者の意見及び衛生委員会等での調査審
議を踏まえて、事業者が決定するものとする。
①	 調査票のうち、「心理的な負担による心
身の自覚症状に関する項目」の評価点数
の合計が高い者
②	 調査票のうち、「心理的な負担による
心身の自覚症状に関する項目」の評価点
数の合計が一定以上の者であって、かつ、
「職場における当該労働者の心理的な
負担の原因に関する項目」及び「職場に
おける他の労働者による当該労働者への
支援に関する項目」の評価点数の合計が
著しく高い者
実施者による具体的な高ストレス者の選定

は、上記の選定基準のみで選定する方法の
ほか、選定基準に加えて補足的に実施者又
は実施者の指名及び指示のもとにその他の
医師、保健師、看護師若しくは精神保健福祉

倦怠感、睡眠障害、焦燥感）」
ウ	 ストレスの程度の評価方法及び高ストレス者の選定方法・基準
ストレスチェック結果の評価方法、基準は、実施者の提案・助言、衛
生委員会における調査審議を経て、事業者が決定しますが、一方、
個々人の結果の評価は実施者が行うことになります。
本人の気づきを促すための方法
○	本人のストレスへの気づきを促すため、ストレスチェックの結果を本
人に通知する際に用いる評価方法としては、個人のストレスプロ
フィールをレーダーチャートで出力して示すなど、分かりやすい方
法を用いるのがよいでしょう。

○	「職業性ストレス簡易調査票」を用いる場合には、「職業性ストレ
ス簡易調査票を用いたストレスの現状把握のためのマニュアル」
に示されている標準化得点を用いた方法によることが適当です。
高ストレス者を選定するための方法
○	高ストレス者を選定する場合には、まず、心身の自覚症状があり対
応の必要な労働者が含まれている可能性の高い、「心身のストレ
ス反応」の評価点数が高い者を選ぶことが必要ですが、「心身の
ストレス反応」の評価点数の合計が高い者だけを選ぶと、自覚症
状としてはまだそれほど顕著な症状は現れていないけれども、仕
事の量が非常に多い労働者や、周囲のサポートが全くないと感じ
ている労働者など、メンタルヘルス不調のリスクがある者を見逃し
てしまう可能性があります。このため、上記のとおり、「心身のストレ
ス反応」の評価点数の合計が一定以上の者であって、かつ、「仕
事のストレス要因」及び「周囲のサポート」の評価点数の合計が著
しく高い者についても、高ストレス者として選定するようにしましょう。
○	「職業性ストレス簡易調査票」を使用する場合の考え方や具体
的な基準は以下に示しますが、独自の項目を用いる場合において
もこれを参考としつつ、各企業において適切な基準を定めて下さ
い。

＜具体例・様式例＞職業性ストレス簡易調査票を用いる場合の個
人結果の計算・出力方法/高ストレス者を選定するための方法/
調査票に面談を併用する場合［省略］
一般定期健診との同時実施［編注：6（2）アから移動］

ストレスチェック制度実施マニュアル
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○	ストレスチェックを一般定期健康診断と同時に実施する場合は、スト
レスチェックには労働者に検査を受ける義務がないこと、検査結果
は本人に通知し、本人の同意なく事業者に通知できないことに留意
し、
①	 ストレスチェックの調査票と一般定期健康診断の問診票を別葉
にする
②	 記入後、ストレスチェックに係る部分と一般定期健康診断に係る
部分を切り離す
③	 ICTを用いる場合は、一連の設問であっても、ストレスチェックに
係る部分と一般定期健康診断に係る部分の区別を明らかにする

	 など、受検者がストレスチェックの調査票と一般定期健康診断の問
診票のそれぞれの目的や取扱いの違いを認識できるようにする必
要があります。

○	ストレスチェックは集団的な分析を行うことから、少なくとも集計・分析
の単位となる集団について同時期に行うことが望まれます。このた
め、定期健康診断を一斉実施としていない（例えば誕生月に実施
する場合や複数の健診機関に委託して実施している場合）事業場
では、検討が必要でしょう。

［実施者］［編注：6（1）から移動］
○	実施者は、ストレスチェックに関して具体的には次に掲げる事項を
直接行う必要があります。
①	 事業者がストレスチェックの調査票を決めるに当たって、事業者
に対して専門的な見地から意見を述べること。
②	 事業者が高ストレス者を選定する基準や評価方法を決めるに当
たって、事業者に対して専門的な見地から意見を述べること。
③	 個人のストレスの程度の評価結果に基づき、医師による面接指
導を受けさせる必要があるかどうか判断すること。

○また、実施者は、必要に応じて他の実施事務従事者に指示して、次
に掲げる事項も行うようにします。
①	 規則の規定に基づき、個人のストレスチェック結果について記録
を作成すること。（規則第52条の11）
②	 規則の規定に基づき、個人のストレスチェック結果を当該労働者
に通知すること。（規則第52条の12）
③	 個人のストレスチェック結果を集団的に分析し、その結果を事業
者に提供すること。
④	 高ストレスであって面接指導が必要と評価された労働者に対し
て、医師による面接指導の申出を行うように勧奨すること。

士又は産業カウンセラー若しくは臨床心理
士等の心理職が労働者に面談を行いその
結果を参考として選定する方法も考えられ
る。この場合、当該面談は、法第66条の10
第1項の規定によるストレスチェックの実施
の一環として位置付けられる。
エ	 健康診断と同時に実施する場合の留

意事項

事業者は、ストレスチェック及び法第66条
第1項の規定による健康診断の自覚症状及
び他覚症状の有無の検査（以下「問診」と
いう。）を同時に実施することができるものと
する。ただし、この場合において、事業者は、
ストレスチェックの調査票及び健康診断の
問診票を区別する等、労働者が受検・受診
義務の有無及び結果の取扱いがそれぞれ
異なることを認識できるよう必要な措置を講
じなければならないものとする。
（2）	 実施者の役割
実施者は、ストレスチェックの実施に当

たって、当該事業場におけるストレスチェッ
クの調査票の選定並びに当該調査票に基
づくストレスの程度の評価方法及び高ストレ
ス者の選定基準の決定について事業者に
対して専門的な見地から意見を述べるとと
もに、ストレスチェックの結果に基づき、当該
労働者が医師による面接指導を受ける必
要があるか否かを確認しなければならない
ものとする。
なお、調査票の回収、集計若しくは入力
又は受検者との連絡調整等の実施の事務
については、必ずしも実施者が直接行う必
要はなく、実施事務従事者に行わせること
ができる。事業者は、実施の事務が円滑に
行われるよう、実施事務従事者の選任等必
要な措置を講じるものとする。

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル

○	これらの事項のほか、実施者は次に掲げる事項も行うことが望ましいでしょう。
①	 高ストレスであって面接指導が必要と評価された労働者であって、医師による面接指導の申出を行わない者に対し
て、相談、専門機関の紹介等の支援を必要に応じて行うこと。

○		 事業者は、ストレスチェックの実施に当たっては、実施者のほか、実施者の事務を補助するために、実施事務従事者
を選び、ストレスチェックの実施の実務に従事させることができます。ストレスチェックを受ける労働者に対して直接的な
人事権を有する者は実施事務従事者になれませんが、事業場の人員体制等の状況によっては、人事担当の部署の
従業員（人事権のない者に限る。）が実施事務従事者になることは可能です。ただし、この場合は特に情報の取扱い
に気を付ける必要があり、後述の「11　ストレスチェック制度に関する労働者の健康情報の保護」（P104［35頁］）の
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留意事項を参照し、適切に対応してください。

（3）	 受検の勧奨
自らのストレスの状況について気付きを促すとともに、
必要に応じ面接指導等の対応につなげることで、労働者
がメンタルヘルス不調となることを未然に防止するために
は、全ての労働者がストレスチェックを受けることが望まし
いことから、事業者は、実施者からストレスチェックを受け
た労働者のリストを入手する等の方法により、労働者の受
検の有無を把握し、ストレスチェックを受けていない労働
者に対して、ストレスチェックの受検を勧奨することができ
るものとする。なお、この場合において、実施者は、ストレス
チェックを受けた労働者のリスト等労働者の受検の有無
の情報を事業者に提供するに当たって、労働者の同意を
得る必要はないものとする。
（4）	 ストレスチェック結果の通知及び通知後の対応

ア	 労働者本人に対するストレスチェック結果の通知方

法

事業者は、規則第52条の12の規定に基づき、ストレス
チェック結果が実施者から、遅滞なく労働者に直接通知
されるようにしなければならない。この場合において、事
業者は、ストレスチェック結果のほか、次に掲げる事項を
通知させることが望ましい。
①	 労働者によるセルフケアに関する助言・指導
②	 面接指導の対象者にあっては、事業者への面接指
導の申出窓口及び申出方法
③	 面接指導の申出窓口以外のストレスチェック結果に
ついて相談できる窓口に関する情報提供

（3）	 ストレスチェックの受検の勧奨
レ	事業者は、労働者個々人がストレスチェックを受けたか

否かを把握し、労働者に対し受検を勧奨することが可

能です。

○	事業者による個々の労働者の受検の有無の把握と受
検勧奨については、受検しない労働者に対する不利
益取扱いが行われないことを確保した上で、実施する
ことが可能です。ただし、ストレスチェックを受検すべき
ことを就業規則に規定し、受検しなかったことをもって
懲戒処分の対象とすることは、受検の強要や受検し
ない労働者に対する不利益取扱いに当たる行為であ
り、行ってはいけません。
○	業務命令のような形で強要するようなことのないよう、
受検勧奨のやり方については衛生委員会等でよく話
し合い、労働者に周知しておく必要があります。
○	実施者又はその他の実施事務従事者が自ら受検の
勧奨をすることも可能です。

＜具体例・様式例＞【ストレスチェックの受検を実施者か
ら催促する場合の文例；Web実施版】［省略］

（4）	 面接指導対象者の確認
（2）ウ（P35［24頁］）で選定された高ストレス者を含む
すべての受検者について医師による面接指導を受ける
必要があるかどうか、実施者が確認します。
（5）	 ストレスチェック結果の通知と通知後の対応
レ	実施者は、個人のストレスチェック結果を、労働者に直

接通知します。

レ	実施者は面接指導対象者に対して、医師による面接

指導を受けるように勧奨します。

ストレスチェック制度実施マニュアル

レ	法に基づく面接指導以外にもストレスチェック結果に関する労働者からの相談対応を充実することが望ましいでしょう。

ア	 労働者本人に対するストレスチェック結果の通知方法
ストレスチェック結果の通知に当たっての留意点
○	ストレスチェックの結果は、ストレスチェック実施後、実施者又はその他の実施事務従事者から遅滞なく受検者本人に
通知します。

○	ICTを利用して実施した場合であって、入力の終了と同時に個人のストレスプロフィールや高ストレス者の該当の有無
などのストレスチェック結果が表示される場合には、受検した労働者がこの結果を自ら出力、保存できるようになってい
るか、又はいつでも閲覧できるようになっていれば、改めて実施者から労働者に結果を通知する必要はありません。た
だし、実施者は必ず高ストレスと評価された労働者を含む全ての受検者の結果を確認し、高ストレスと評価された労働
者について医師による面接指導を受けさせる必要があるかどうかを確認し、面接指導が必要と認めた労働者について
は、改めてその旨当該労働者に通知する必要があります。

○	実施者から受検した労働者にストレスチェック結果を通知する際には、他の者に見られないよう、封書又は電子メール
等で労働者に個別に直接通知しなければなりません。

○	面接指導の要否が他の者に類推されないよう配慮してください。例えば、面接指導の対象者にのみ職場で封書を配
布するなどの方法では類推される可能性があります。電子メールで通知する、自宅に封書で郵送する、全員にストレス
チェック結果を封書で通知する際に併せて面接指導の対象者である旨の通知文も同封して通知するなどの配慮が必

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル



安全センター情報2015年8月号   27

イ	 ストレスチェック結果の通知後の対応

（ア）	面接指導の申出の勧奨

ストレスチェックの結果、高ストレス者として選定され、
面接指導を受ける必要があると実施者が認めた労働者
のうち、面接指導の申出を行わない労働者に対しては、
規則第52条の16第3項の規定に基づき、実施者が、申出
の勧奨を行うことが望ましい。

要です。
○	労働者の個別の同意がなければ、事業者に通知することは禁止されています。また、第三者に結果を漏らすことも法
律で禁じられています。労働者の同意取得の方法などの留意事項は後述のP93［省略］を参照してください。

通知する内容
○	実施者から労働者に対し、以下の事項を通知します。このうち、ア①～③については、必ず通知しなければならないも
のであり、イ及びウは通知することが望ましいものです。
ア	 個人のストレスチェック結果
①	 個人のストレスプロフィール（個人ごとのストレスの特徴や傾向を数値、図表等で示したもの。次の3つの項目ごとの
点数を含むことが必要。）
・	職場における当該労働者の心理的な負担の原因に関する項目
・	当該労働者の心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目
・	職場における他の労働者による当該労働者への支援に関する項目
②	 ストレスの程度（高ストレスに該当するかどうかを示した評価結果）
③	 面接指導の対象者か否かの判定結果
注1）	ストレスチェックの目的や結果の見方についても改めて説明するとよいでしょう。
注2）	検査結果は概ね検査前の1か月間の状況を示したものであり、本人の自覚に基づく評価であること、ストレス反応
自体は多かれ少なかれすべての労働者が示すものであり、高ストレスであること自体が必ずしも心身の健康障害を
意味しているわけではないことも説明するとよいでしょう。

注3）	面接指導の対象者については、面接指導を受ける意義などについて説明するとよいでしょう。
イ	 セルフケアのためのアドバイス。
ウ	 事業者への面接指導の申出方法（申出窓口）。
※	アで面接指導の対象とされた者に限る。
注1）	以下のことについて説明するとよいでしょう。
・	面接指導を申し出た場合には、ストレスチェック結果を事業者に提供することに同意したものとみなされること、面接
指導の結果、必要がある場合は就業上の措置（時間外労働の制限、配置転換など）につながる可能性があること。

・	面接指導を申し出たことに対して不利益な取扱いをすることは法律上禁止されていること。
・	面接指導に要する費用は事業者が負担しなければならず、労働者が負担する必要はないこと。
注2）	面接指導の申出がしやすくなるように、事業者に申出る際の窓口を産業医などの産業保健スタッフとすることや外
部機関とすることも可能です。その場合、申出のあった旨を事業者に伝えることをあらかじめ労働者に伝えておきま
す。

○上記のほか、必要に応じて以下の事項についても通知するとよいでしょう。
・	面接指導の申出窓口以外の相談可能な窓口に関する情報提供（社内の産業保健スタッフ、社外の契約機関の相談
窓口、公的な相談窓口等の紹介）。

・	結果通知時に、結果の事業者への提供についての同意の有無を確認することにしている場合は、そのための文書。
＜具体例・様式例①＞○ストレスチェック結果通知シートの例［省略］
＜具体例・様式例②＞○結果の説明文書例［省略］　
＜具体例・様式例③＞○セルフケアのアドバイスの記載例（受検者全員に配布する場合の例）［省略］

イ	 ストレスチェック結果の通知後の対応
面接指導の申出の勧奨
○	ストレスチェックの結果、面接指導が必要とされた労
働者に対しては、結果通知に合わせて面接指導の申
出窓口等を知らせること（P46［26頁］）となっています
が、なるべく面接指導を申し出るよう、面接指導の対象
者を把握している医師等の実施者が、以下に掲げる
方法により申出の勧奨を行いましょう。

ストレスチェック制度実施マニュアル
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①	 実施者が個人のストレスチェック結果を本人に通知する際に、面接指導の対象者であることを伝え、面接指導を受
けるよう勧奨する方法。
②	 個人のストレスチェック結果の通知から一定期間後に、実施者が封書又は電子メールで本人にその後の状況につ
いて確認し、面接指導の申出を行っていない者に対して面接指導を受けるよう勧奨する方法。
③	 面接指導の申出の有無の情報を、事業者から提供してもらい、すでに事業者に対して申出を行った労働者を除い
て勧奨する方法。

○	面接指導の申出を行わない労働者に対して、実施者以外の者が勧奨を行うことについては、ストレスチェックの実施事
務従事者に限って可能です。

○	本人の同意により面接指導が必要であるという評価結果を事業者が把握している労働者に対しては、必要に応じて、
申出の強要や申出を行わない労働者への不利益取扱いにつながらないように留意しつつ、事業者が申出を勧奨する
ことも可能です。
○	面接指導を受けるかどうかは、あくまで勧奨を受けた本人の選択によりますが、制度の実効性を増すためには、事業場
において面接指導が必要と判断された労働者ができるだけ面接指導を申し出るような環境づくりが重要です。
○	事業場では、特に以下の点に留意する必要があります。
①	 情報の流れの明確化
	 	 労働者が安心感をもてるよう、図表などのわかりやすい方法により、個人情報保護に関連する事項、即ちストレス
チェックの結果（個人のストレスプロフィールやストレスの程度の評価結果）、面接指導の必要性の有無、面接指導の
内容などが、どのような経路でどの範囲に伝えられるのかを明らかにしましょう。
②	 手続きの簡素化と秘匿化
	 	 面接指導を勧奨された労働者が面接を申し出る際には、できるだけ簡単な手続きで申し込めるようにしましょう。申し
込み手続きは周囲の者に知られることなく完了できるように配慮しましょう。窓口を明確化し混乱のないようにしましょう。
	 	 また、面接指導のため労働者が職場を離れることが想定されるため、面接指導の実施日時等の情報は労働者の
上司と共有しておく必要があります。
③	 メンタルヘルス教育
	 	 メンタルヘルス指針にあるように、日頃よりメンタルヘルスケアについて正しい知識を付与することが、労働者からの
面接指導の申出の割合を高め、周囲の者の理解を得るのに役立ちます。例えば、産業医等面接指導を実施する医
師が、メンタルヘルス教育の一部を担当すれば、労働者により親しみやすくなるでしょう。

○実施者は、面接指導を申し出なかった人も相談できるよう、相談対応、専門機関の紹介などの支援を必要に応じて行
いましょう。

＜具体例・様式例＞
○面接指導の勧奨文書例①～ストレスチェック受験者の皆様へ～［省略］　
○面接指導の勧奨文書例②産業医からのお知らせ［省略］

相談対応
○医師による面接指導を希望する旨事業者に申し出た場合、ストレス
チェック結果が事業者に提供されることなどから、高ストレスであり面接
指導が必要であると評価されても申出を行わない労働者もいると考え
られます。このため、面接指導の申出という正式な手続き以外でも、日
常的な活動の中での産業医による相談対応のほか、気軽に保健師、
看護師、精神保健福祉士や産業カウンセラー、臨床心理士等の心理
職等に相談できる窓口を用意し、高ストレス者が放置されないよう取り
組むことが大切です。

○相談対応の中で保健師等が情報を把握した場合については、産業医
と連携しつつ対応することになりますが、原則として労働者本人の意向
に沿って情報の管理・提供がなされる必要があります（事業者に提供
する場合には本人の同意が必要です）。

（イ）	相談対応

事業者は、ストレスチェック結果の通知
を受けた労働者に対して、相談の窓口を
広げ、相談しやすい環境を作ることで、高
ストレスの状態で放置されないようにす
る等適切な対応を行う観点から、日常的
な活動の中で当該事業場の産業医等
が相談対応を行うほか、産業医等と連携
しつつ、保健師、看護師若しくは精神保
健福祉士又は産業カウンセラー若しくは
臨床心理士等の心理職が相談対応を
行う体制を整備することが望ましい。

ストレスチェック制度実施マニュアル
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（6）	 ストレスチェック結果の記録と保存
レ	個人のストレスチェックの結果の記録は、事業者が実施事務従事者

に保存させるよう必要な措置を講じます。

レ	労働者の同意により、実施者から事業者に提供された結果の記録

は、事業者が5年間保存しなければなりません。

○	労働者の同意がなく、事業者に提供されない個人のストレスチェック
結果の記録の保存は、実施者又は事業者が指名した実施事務従
事者が行うことになりますが、これは実施者等が個人で保管場所を
確保して管理することを意味するものではありません。保存方法、保
存場所などは、事業場の衛生委員会等で調査審議した上で事業
者が決定し、それに基づいて事業者が管理する事業場内の保管
場所（結果が紙の場合）、企業内ネットワークのサーバー内（結果が
システム上のデータの場合）、委託先である外部機関の保管場所
等で保管することも可能です。ただし、この場合、当該実施事務従
事者が責任をもってセキュリティの管理（システムへのログインパス
ワードの管理、キャビネット等の鍵の管理など）を行い、個人のストレス
チェック結果が事業者を含めた第三者に見られないように厳密な管
理を行うことが必要です。

○	嘱託の産業医が実施者である場合や外部機関にストレスチェックの
実施を委託する場合は、契約書の中に保存に関する事務について
も含めておきましょう。
○	保存が必要な個人のストレスチェック結果の記録の内容は
①	 個人のストレスチェックのデータ
	 	 個人ごとの検査結果を数値、図表等で示したもの。調査票の各
項目の点数の一覧又は、個人のストレスプロフィールそのものでも差
支えない。
②	 ストレスの程度（高ストレスに該当するかどうかを示した評価結
果）
③	 面接指導の対象者か否かの判定結果
	 であって、受検者が記入・入力した調査票原票は必ずしも保存して
おく必要はありません。

○	結果の記録の保存は、紙媒体と電磁的媒体のいずれの方法も可能
です（電磁的媒体の場合は「厚生労働省の所管する法令の規定
に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の
技術の利用に関する省令について」（平成17年3月31日付基発第
0331014号）を参照してください）。

○	ストレスチェック結果だけでなく、事業者への提供の同意に係る書面
又は電磁的記録についても、事業者が5年間保存するようにしてくだ
さい。
実施者又はその他の実施事務従事者による結果保存の例［省略］

7		 面接指導の実施方法等

レ	事業者は、面接指導の申出をした労働者が、面接指導対象者に該当

するかを確認します。

（5）	 ストレスチェック結果の記録及び保
存
ストレスチェック結果の事業者への提供
について、労働者から同意を得て、実施者
からその結果の提供を受けた場合は、規
則第52条の13第2項の規定に基づき、事
業者は、当該ストレスチェック結果の記録を
作成して、これを5年間保存しなければなら
ない。
労働者の同意が得られていない場合に

は、規則第52条の11の規定に基づき、事
業者は、実施者によるストレスチェック結果
の記録の作成及び当該実施者を含む実
施事務従事者による当該記録の保存が
適切に行われるよう、記録の保存場所の
指定、保存期間の設定及びセキュリティの
確保等必要な措置を講じなければならな
い。この場合において、ストレスチェック結
果の記録の保存については、実施者がこ
れを行うことが望ましく、実施者が行うこと
が困難な場合には、事業者は、実施者以
外の実施事務従事者の中から記録の保
存事務の担当者を指名するものとする。
実施者又は実施者以外の実施事務従
事者が記録の保存を行うに当たっては、5
年間保存することが望ましい。
なお、ストレスチェック結果の記録の保存
方法には、書面による保存及び電磁的記
録による保存があり、電磁的記録による保
存を行う場合は、厚生労働省の所管する
法令の規定に基づく民間事業者等が行う
書面の保存等における情報通信の技術
の利用に関する省令（平成17年厚生労働
省令第44号）に基づき適切な保存を行う
必要がある。
また、ストレスチェック結果の記録は「医
療情報システムの安全管理に関するガイド
ライン」の直接の対象ではないが、事業者
は安全管理措置等について本ガイドライン
を参照することが望ましい。

8		 面接指導の実施方法等

（1）	 面接指導の対象労働者の要件
規則第52条の15の規定に基づき、事業
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者は、上記7（1）ウ（イ）に掲げる方法により高ストレ
ス者として選定された者であって、面接指導を受け
る必要があると実施者が認めた者に対して、労働
者からの申出に応じて医師による面接指導を実施
しなければならない。
（2）	 対象労働者の要件の確認方法
事業者は、労働者から面接指導の申出があっ

たときは、当該労働者が面接指導の対象となる者
かどうかを確認するため、当該労働者からストレス
チェック結果を提出させる方法のほか、実施者に当
該労働者の要件への該当の有無を確認する方法
によることができるものとする。
（3）	 実施方法
面接指導を実施する医師は、規則第52条の17

の規定に基づき、面接指導において次に掲げる事
項について確認するものとする。
①	 当該労働者の勤務の状況（職場における当
該労働者の心理的な負担の原因及び職場にお
ける他の労働者による当該労働者への支援の
状況を含む。）
②	 当該労働者の心理的な負担の状況
③	 ②のほか、当該労働者の心身の状況
なお、事業者は、当該労働者の勤務の状況及び
職場環境等を勘案した適切な面接指導が行われ
るよう、あらかじめ、面接指導を実施する医師に対
して当該労働者に関する労働時間、労働密度、深
夜業の回数及び時間数、作業態様並びに作業負
荷の状況等の勤務の状況並びに職場環境等に関
する情報を提供するものとする。
（4）	 面接指導の結果についての医師からの意見
の聴取
法第66条の10第5項の規定に基づき、事業者

が医師から必要な措置についての意見を聴くに当
たっては、面接指導実施後遅滞なく、就業上の措
置の必要性の有無及び講ずべき措置の内容その
他の必要な措置に関する意見を聴くものとする。
具体的には、次に掲げる事項を含むものとする。
ア	 下表［次頁掲載］に基づく就業区分及びその
内容に関する医師の判断
イ	 必要に応じ、職場環境の改善に関する意見
（5）	 就業上の措置の決定及び実施
法第66条の10第6項の規定に基づき、事業者が
労働者に対して面接指導の結果に基づく就業上
の措置を決定する場合には、あらかじめ当該労働
者の意見を聴き、十分な話し合いを通じてその労働

レ	面接指導を行う医師を決定し、面接指導の日時・場所を調整

します。

レ	医師による面接指導を行います。

レ	面接指導結果の報告を受け、必要に応じ就業上の措置を講

じます。

（1）	 面接指導の対象労働者の要件
（2）	 対象労働者の要件の確認方法
○	面接指導の申出をした者が面接指導の対象者かどうかを
事業者が確認する方法についても、衛生委員会等で調査
審議を行い、あらかじめ社内規程として定め、労働者に周知
しておきましょう。
○	基本的には、申し出をした労働者から、ストレスチェック結果
を提出させることとするのがよいでしょう。
○	事業者への申出の手続きを行わず、通常の産業保健活動
を通じて、実質的にストレスチェックを踏まえた医師による面
接指導を行った場合、その結果について事業者に情報提
供し、記録し、意見を述べるなどの必要があれば、この制度
に基づく面接指導に切り替えることが可能ですが、その場
合は切り替えの前にその旨労働者の了解を得る必要があり
ます。

（3）	 面接指導を実施する医師と実施時期
面接指導の申出方法
○	面接指導を受けることを希望する旨の申出は、書面や電子
メール等で行い、事業者は、その記録を5年間残すようにし
てください。

面接指導の考え方
○	ストレスチェックは、自記式調査票によって実施されるため、
その時点での労働者の自覚の範囲での評価となるという限
界があります。ストレスチェック後の面接指導は、こうした自
覚のある労働者が事業者に申し出た場合に、ストレス反応
に対しての対処行動（ストレスコーピング）の手助けとなり、ス
トレスによる健康影響を少なくする（あるいは未然に防止す
る）効果が期待されます。一方で、面接指導対象者に対し
て、直ちに専門医の受診を勧奨するものではないことに留意
しなければいけません。
○	ストレスチェックにより面接指導の対象者とされた者に対す
る面接指導では、医師は、ストレスチェックの結果を精査し、
ストレスの要因について聴取して、対応を検討することが求
められます。

○	面接指導においては、業務外の出来事がストレスの原因と
なっていることもあることを考慮しつつ、高ストレス状況では、
一般的には、職場や職務への不適応などが問題となりうるこ
とから、面接実施者は、基本的には、ストレスの要因が職場
内に存在することを想定して、まずは高ストレスの原因につ
いて詳細に把握して職場内で実施可能な対応を優先して
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就業区分
就業上の措置の内容

区分 内容
通常勤務 通常の勤務でよいもの ―
就業制限 勤務に制限を加える必要

のあるもの
メンタルヘルス不調を未然に防止するため、労働時間の短縮、出張の制限、
時間外労働の制限、労働負荷の制限、作業の転換、就業場所の変更、深夜
業の回数の減少又は昼間勤務への転換等の措置を講じる。

要休業 勤務を休む必要のあるもの 療養等のため、休暇又は休職等により一定期間勤務させない措置を講じる。

者の了解が得られるよう努めるとともに、労働者に対
する不利益な取扱いにつながらないように留意しな
ければならないものとする。なお、労働者の意見を聴
くに当たっては、必要に応じて、当該事業場の産業
医等の同席の下に行うことが適当である。
事業者は、就業上の措置を実施し、又は当該措
置の変更若しくは解除をしようとするに当たっては、
当該事業場の産業医等と他の産業保健スタッフと
の連携はもちろんのこと、当該事業場の健康管理部
門及び人事労務管理部門の連携にも十分留意す
る必要がある。また、就業上の措置の実施に当たっ
ては、特に労働者の勤務する職場の管理監督者の
理解を得ることが不可欠であることから、事業者は、
プライバシーに配慮しつつ、当該管理監督者に対
し、就業上の措置の目的及び内容等について理解
が得られるよう必要な説明を行うことが適当である。
また、就業上の措置を講じた後、ストレス状態の
改善が見られた場合には、当該事業場の産業医
等の意見を聴いた上で、通常の勤務に戻す等適
切な措置を講ずる必要がある。
（6）	 結果の記録及び保存
規則第52条の18第2項の規定に基づき、事業者

は、面接指導の結果に基づき、次に掲げる事項を
記載した記録を作成し、これを5年間保存しなけれ
ばならない。なお、面接指導結果の記録の保存に
ついて、電磁的記録による保存を行う場合は、7（5）
の電磁的記録による保存を行う場合の取扱いと同
様とする。
①	 面接指導の実施年月日
②	 当該労働者の氏名
③	 面接指導を行った医師の氏名
④	 当該労働者の勤務の状況
⑤	 当該労働者の心理的な負担の状況
⑥	 その他の当該労働者の心身の状況
⑦	 当該労働者の健康を保持するために必要な
措置についての医師の意見

促す観点で面接指導に当たることが望ましいでしょう。
○	労働者が既に専門医を受診している場合でも、高ストレスの
原因となるストレス要因が職場に内在しているものである場
合には、医療のみで解決することが極めて難しいと言わざる
を得ません。職場内で解決可能な問題があるかどうかにつ
いて職場の環境を熟知している産業医が対応することが
解決の糸口になる可能性が高いと言えます。

○	医師による面接指導の費用は、事業者が負担すべきもので
あり、保険診療で行うものではないことに留意しましょう。

面接指導を実施する医師
○	面接指導を実施する医師としては、当該事業場の産業医
又は事業場において産業保健活動に従事している医師が
推奨されます。また、面接指導の実施を外部の医師に委託
する場合にも、産業医資格を有する医師に委託することが
望ましいでしょう。

○	産業医の選任義務のない労働者数50人未満の事業場で
面接指導を実施する場合は、産業医資格を有する医師の
いる産業保健総合支援センターの地域窓口（地域産業保
健センター）を利用することが可能です。

○	面接指導は精神疾患の診断や治療を行うものではありませ
んので、必ずしも精神科医や心療内科医が実施する必要
はありませんが、労働者の状況によっては、専門医療機関
への受診勧奨の要否も判断する必要がある場合があるた
め、メンタルヘルスに関する知識や技術を持っておくことが
望ましいでしょう。厚生労働省では、産業保健総合支援セン
ターにおいて、医師に対するメンタルヘルスに関する研修を
無料で実施していますので、そうした機会も積極的に活用し
ましょう。
実施時期
○	面接指導は申出があってから概ね1月以内に実施する必要
がありますので、面接指導を実施する医師とも調整のうえ、
実施日時の設定を行います。

○	面接指導は原則的には就業時間内に設定しましょう。日時
の設定に関しては、曜日や時間帯を柔軟にして、対象者が
面接指導を受けやすい環境を整える配慮が必要です。ま
た、就業時間内に面接指導を受ける際には、必ずしもその
理由を伝える必要はありませんが、労働者の上司等の理解
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を得ておくことも重要です。さらに、面談での聴取、評価とセルフケアをはじめとする指導が1回では実施できない場合
もあり、複数回の面接指導となる場合の労務管理上の取扱いもあらかじめ取り決めておくことが必要です。

（4）	 実施方法
○	面接指導においては、ストレスチェックの3項目（※）に加えて、以下に掲げる事項について医師が確認しましょう。
①	 当該労働者の勤務の状況
・	当該労働者の労働時間、業務の内容等について予め事業者から情報を入手します。
・	ストレス要因となりうる職場の人間関係や前回検査以降の業務・役割の変化の有無等について把握します。
・	他の労働者による当該労働者への支援の状況について確認します。
②	 心理的な負担の状況
・	ストレスチェック結果をもとに、抑うつ症状等について把握します。必要に応じて、CES-Dなどのうつ病のスクリーニン
グ検査や構造化面接法を行うことも考えられます。

③	 その他心身の状況の確認
・	過去の健診結果や現在の生活状況の確認を行います。
・	必要に応じてうつ病等や一般的なストレス関連疾患を念頭においた確認を行います。

（※）ストレスチェックの3項目は次のとおりです。
・	職場における当該労働者の心理的な負担の原因に関する項目
・	当該労働者の心理的な負担による心身の自覚症状に関する項目
・	職場における他の労働者による当該労働者への支援に関する項目

	 	 なお、この3項目の確認については、当該労働者のストレスチェック結果を確認することで足ります。
○	面接指導においては、以下の事項について医師が労働者に対して医学上の指導を行います。
①	 保健指導
・	ストレス対処技術の指導
・	気づきとセルフケア
②	 受診指導（※面接指導の結果、必要に応じて実施）
・	専門機関の受診の勧奨と紹介
＜具体例・様式例＞面接指導の具体的な進め方と留意点［省略］
（5）	 面接指導の結果についての医師からの意見の聴取
意見を聴く医師
○	面接指導を実施した医師（当該事業場の産業医が望ましい）から意見を聴取することが適当です。なお、当該医師
が、事業場外の精神科医や心療内科医である場合など事業場で選任されている産業医以外の者であるときは、必ず
しも労働者の勤務状況や職場環境など、当該事業場の状況を把握していないことも考えられるので、事業場で選任さ
れている産業医からも、面接指導を実施した医師の意見を踏まえた意見を聴くことが適当です。

意見を聴く時期
○	面接指導を実施した後、遅滞なく意見を聴く必要があり、遅くとも1月以内には聴くようにしましょう。ただし、労働者のスト
レスの程度等の健康状態から緊急に就業上の措置を講ずべき必要がある場合には、可能な限り速やかに意見聴取
が行われる必要があります。

意見の内容
○	医師は、意見を述べるに当たっては、就業上の措置だけにとどまらず、必要に応じて、作業環境管理、作業管理、健康
管理の徹底、セルフケアやラインケアに関する労働衛生教育の充実、過重労働対策やメンタルヘルスケア体制の確立
等、労働安全衛生管理体制の見直しなどについても含めることが望ましいでしょう。

○	職場環境の改善に関する意見は、人事労務管理に関わるものが多いため、人事労務担当者や管理監督者とも連携し
て対応することが重要です。また、上司のパワーハラスメントなど、職場の人間関係に問題があることも考えられますの
で、情報管理も含め人事労務担当者と連携した慎重な対応が必要になります。

（6）	 就業上の措置の決定と実施
ストレスチェックから事後措置までの流れ［省略］
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9		 ストレスチェック結果に基づく集団ごとの集計・分析及び職
場環境の改善

（1）	 集団ごとの集計・分析の実施
事業者は、規則第52条の14の規定に基づき、実施者に、ストレ

スチェック結果を一定規模の集団ごとに集計・分析させ、その結
果を勘案し、必要に応じて、当該集団の労働者の実情を考慮し
て、当該集団の労働者の心理的な負担を軽減するための適切
な措置を講じるよう努めなければならない。このほか、集団ごとの
集計・分析の結果は、当該集団の管理者等に不利益が生じない
ようその取扱いに留意しつつ、管理監督者向け研修の実施又
は衛生委員会等における職場環境の改善方法の検討等に活
用することが望ましい。
また、集団ごとの集計・分析を行った場合には、その結果に基
づき、記録を作成し、これを5年間保存することが望ましい。
（2）	 集団ごとの集計・分析結果に基づく職場環境の改善
事業者は、ストレスチェック結果の集団ごとの集計・分析結果

に基づき適切な措置を講ずるに当たって、実施者又は実施者と
連携したその他の医師、保健師、看護師若しくは精神保健福祉
士又は産業カウンセラー若しくは臨床心理士等の心理職から、
措置に関する意見を聴き、又は助言を受けることが望ましい。
また、事業者が措置の内容を検討するに当たっては、ストレス
チェック結果を集団ごとに集計・分析した結果だけではなく、管理
監督者による日常の職場管理で得られた情報、労働者からの意
見聴取で得られた情報及び産業保健スタッフによる職場巡視で
得られた情報等も勘案して職場環境を評価するとともに、勤務形
態又は職場組織の見直し等の様 な々観点から職場環境を改善
するための必要な措置を講ずることが望ましい。このため、事業
者は、次に掲げる事項に留意することが望ましい。
①	 産業保健スタッフから管理監督者に対し職場環境を改善
するための助言を行わせ、産業保健スタッフ及び管理監督者
が協力しながら改善を図らせること。
②	 管理監督者に、労働者の勤務状況を日常的に把握させ、
個々の労働者に過度な長時間労働、疲労、ストレス又は責任
等が生じないようにする等、労働者の能力、適性及び職務内
容に合わせた配慮を行わせること。

（7）	 結果の記録と保存
○	面接指導結果の記録の作成に当たっては、面接指導を実施した医師は、当該労働者の健康を確保するための就業
上の措置を実施するため必要最小限の情報に限定して事業者に情報を提供する必要があり、診断名、検査値、具体
的な愁訴の内容等の生データや詳細な医学的な情報は事業者に提供してはいけません。

○	面接指導結果の記録は、規則第52条の17各号及び第52条の18第2項各号の事項（上記①～⑦の事項）が記載され
たものであれば、面接指導を実施した医師からの報告をそのまま保存することで足ります。

○	面接指導の結果に基づく記録の作成についての様式は任意です。
＜具体例・様式例＞面接指導結果報告書及び事後措置に係る意見書（例）［省略］

ストレスチェック制度実施マニュアル

8		 ストレスチェック結果に基づく集団ごとの集
計・分析と職場環境の改善

集団ごとの集計・分析の実施
○	一次予防を主な目的とする制度の趣旨を踏ま
え、労働者本人のセルフケアを進めるとともに、
職場環境の改善に取り組むことが重要です。
ストレスチェックの結果を職場や部署単位で集
計・分析することにより、高ストレスの労働者が
多い部署が明らかになります。この結果、当該
部署の業務内容や労働時間など他の情報と
合わせて評価し、事業場や部署として仕事の
量的・質的負担が高かったり、周囲からの社会
的支援が低かったり、職場の健康リスクが高
い場合には、職場環境等の改善が必要と考え
られます。集団ごとの集計・分析及びその結
果に基づく対応は、規則に基づく事業者の努
力義務とされていますので、職場のストレスを
低減させるため、できるだけ実施するようにしま
しょう。
集団ごとの集計・分析の方法
○	集団ごとの集計・分析の具体的な方法は、使
用する調査票（ストレスチェック項目）により異
なりますが、国が標準的な項目として示す「職
業性ストレス簡易調査票」（57項目）又は簡略
版（23項目）を使用する場合は、「職業性ストレ
ス簡易調査票」に関して公開されている「仕
事のストレス判定図」によることが適当です。

○	独自の項目を用いる場合には、「仕事のストレス
判定図」を参考としつつ、これまでの研究や実
践事例を参考としながら各企業において適切
な集計・分析方法を定めるようにしてください。
○	集団ごとの集計・分析結果は、個人ごとの結果
を特定できないため、労働者の同意を取らなく
ても、実施者から事業者に提供して差し支えあ
りません。ただし、集計・分析の単位が10人を
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下回る場合には個人が特定されるおそれがあることから、集計・分析の対象となる労働者全員の同意がない限り、集
計・分析結果を事業者に提供してはいけません。

○	「一定規模の集団」とは、職場環境を共有し、かつ業務内容について一定のまとまりをもった部、課などの集団であり、
具体的に集計・分析を行う集団の単位は、事業者が当該事業場の業務の実態に応じて判断します。

	 ※集団ごとの集計・分析を行う際の下限人数の10人は、在籍労働者数ではなく、実際の受検者数（有効なデータ数）
でカウントするものとし、例えば、対象とする集団に所属する労働者の数が10人以上であっても、その集団のうち実
際にストレスチェックを受検した労働者の数が10人を下回っていた場合は、集団的な分析結果を事業者に提供して
はいけません。こうした場合は、より上位の大きな集団単位で集計・分析を行うなど工夫しましょう。

	 	 ただし、集団ごとの集計・分析の方法として、例えば職業性ストレス簡易調査票の57項目の全ての合計点について、
集団の平均値だけを求めるなど、個人特定につながり得ない方法で実施する場合に限っては、10人未満の単位で
の集計・分析を行うことは可能ですが、あらかじめ衛生委員会での調査審議が必要です。

集団ごとの集計・分析結果の保存
○	集団ごとの集計・分析結果は、経年変化をみて職場のストレスの状況を把握・分析することも重要であることから、事業
者が5年間保存することが望ましいでしょう。

集団ごとの集計・分析結果に基づく職場環境の改善
○	集団ごとの集計・分析の手法として、国が標準的な項目として示す「職業性ストレス簡易調査票」に関して公開されて
いる「仕事のストレス判定図」を用いた場合、部・課・グループなどの分析対象集団が、これまでの研究成果から得られ
ている標準集団に比べて、どの程度健康リスクがあるのかを判定することができます。こうしたことを踏まえ、事業者は
産業医と連携しつつ、集団ごとの集計・分析結果を、各職場における業務の改善、管理監督者向け研修の実施、衛生
委員会における具体的な活用方法の検討などに活用しましょう。

○	措置を講ずるに当たっては、医師、保健師等の実施者やその他の有資格者、産業カウンセラーや臨床心理士等の心
理職から意見を聴くとよいでしょう。

○	一方で、集団ごとの集計・分析の結果は、集計・分析の対象となった集団の責任者にとってはその当該事業場内にお
ける評価等につながり得る情報であり、無制限にこれを共有した場合、当該責任者等に不利益が生じるおそれもある
ことから、事業場内で制限なく共有することは不適当です。集団ごとの集計・分析の方法、分析結果の利用方法（集
団ごとの集計・分析結果の共有範囲を含む。）等については、衛生委員会で審議した上で、あらかじめ各事業場での
取扱いを社内規程として策定することが必要です。

＜具体例・様式例＞［省略］	

10	 労働者に対する不利益な取扱いの防止

事業者が、ストレスチェック及び面接指導において把握
した労働者の健康情報等に基づき、当該労働者の健康
の確保に必要な範囲を超えて、当該労働者に対して不
利益な取扱いを行うことはあってはならない。このため、
事業者は、次に定めるところにより、労働者の不利益な取
扱いを防止しなければならないものとする。
（1）	 法の規定により禁止されている不利益な取扱い
法第66条の10第3項の規定に基づき、事業者は、労働
者が面接指導の申出をしたことを理由とした不利益な取
扱いをしてはならず、また、労働者が面接指導を受けてい
ない時点においてストレスチェック結果のみで就業上の
措置の要否及び内容を判断することはできないことから、
事業者は、当然に、ストレスチェック結果のみを理由とした
不利益な取扱いについても、これを行ってはならない。

ストレスチェック制度実施マニュアル

9		 実施状況報告［省略］

10	 労働者に対する不利益な取扱いの防止

○	個人のストレスチェック結果に基づく面接指導の結果
を踏まえて事業者が講じる措置の中には、労働者に
とって不利益となりうるものの、それ以上に労働者の
健康確保の必要性が高いなど、措置の内容によって
は合理的な取扱いである場合も考えられます。

	 この場合、事業者が、面接指導の結果を踏まえて何ら
かの就業上の措置を講じるに当たっては、その面接
指導の結果に基づき、必要な措置について医師の意
見を聴取するという法定の手続きを適正に取った上
で、措置を講じる必要があり、こうしたプロセスを経ず
に就業上の措置を講じてはなりません。
	 このため、以下の行為は不適当です。
・	本人の同意により事業者に提供された個人のストレス
チェック結果をもとに、医師の面接指導を経ずに、事業

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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者が配置転換等の就業上の措置を講じること。
・	個人のストレスチェック結果をもとに、保健師、看護師若
しくは精神保健福祉士又は産業カウンセラー若しくは
臨床心理士等の心理職による相談対応等を行った場
合に、その結果をもとに、医師の面接指導を経ずに、事
業者が配置転換等の就業上の措置を講じること。

（2）	 禁止されるべき不利益な取扱い
次に掲げる事業者による不利益な取扱いについては、
一般的に合理的なものとはいえないため、事業者はこれ
らを行ってはならないものとする。なお、不利益な取扱い
の理由がそれぞれに掲げる理由以外のものであったとし
ても、実質的にこれらに該当するとみなされる場合には、
当該不利益な取扱いについても、行ってはならないものと
する。
ア	 労働者が受検しないこと等を理由とした不利益な取扱い

①	 ストレスチェックを受けない労働者に対して、これを理由とした不利益な取扱いを行うこと。例えば、就業規則におい
てストレスチェックの受検を義務付け、受検しない労働者に対して懲戒処分を行うことは、労働者に受検を義務付けて
いない法の趣旨に照らして行ってはならないこと。
②	 ストレスチェック結果を事業者に提供することに同意しない労働者に対して、これを理由とした不利益な取扱いを行う
こと。
③	 面接指導の要件を満たしているにもかかわらず、面接指導の申出を行わない労働者に対して、これを理由とした不
利益な取扱いを行うこと。

イ	 面接指導結果を理由とした不利益な取扱い

①	 措置の実施に当たり、医師による面接指導を行うこと又は面接指導結果に基づく必要な措置について医師の意見
を聴取すること等の法令上求められる手順に従わず、不利益な取扱いを行うこと。
②	 面接指導結果に基づく措置の実施に当たり、医師の意見とはその内容・程度が著しく異なる等医師の意見を勘案し
必要と認められる範囲内となっていないもの又は労働者の実情が考慮されていないもの等の法令上求められる要件を
満たさない内容の不利益な取扱いを行うこと。
③	 面接指導の結果を理由として、次に掲げる措置を行うこと。
（a）	 解雇すること。
（b）	期間を定めて雇用される者について契約の更新をしないこと。
（c）	 退職勧奨を行うこと。
（d）	不当な動機・目的をもってなされたと判断されるような配置転換又は職位（役職）の変更を命じること。
（e）	 その他の労働契約法等の労働関係法令に違反する措置を講じること。

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル

11	 ストレスチェック制度に関する労働者の健康情報の
保護

ストレスチェック制度において、実施者が労働者のスト
レスの状況を正確に把握し、メンタルヘルス不調の防止
及び職場環境の改善につなげるためには、事業場にお
いて、ストレスチェック制度に関する労働者の健康情報の
保護が適切に行われることが極めて重要であり、事業者
がストレスチェック制度に関する労働者の秘密を不正に
入手するようなことがあってはならない。このため、法第
66条の10第2項ただし書の規定において、労働者の同意
なくストレスチェック結果が事業者には提供されない仕組
みとされている。このほか、事業者は、次に定めるところに
より、労働者の健康情報の保護を適切に行わなければな
らないものとする。
（1）	 実施事務従事者の範囲と留意事項

11	 ストレスチェック制度に関する労働者の健康情報
の保護

（1）	 労働者の健康情報の保護の重要性
○	ストレスチェック制度を効果的に運用できるかどうか
は、事業者と労働者の信頼関係が基本にあることはい
うまでもありませんが、ストレスチェック結果等の労働者
の健康情報が適切に保護されるかどうかも極めて重
要な要素になります。

○	ストレスチェック制度に関わる産業保健スタッフを中心
とする関係者は、自ら適切な健康情報の保護に努め
るとともに、事業者による不適切な取扱いがなされるこ
とのないよう、十分に留意することが必要です。

（2）	 実施事務従事者の範囲と留意事項
○	中小規模事業場など、産業保健スタッフの体制が十
分でない事業場においては、人事労務管理部門の職
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規則第52条の10第2項の規定に基づき、ストレスチェッ
クを受ける労働者について解雇、昇進又は異動に関して
直接の権限を持つ監督的地位にある者は、ストレスチェッ
クの実施の事務に従事してはならない。
なお、事業者が、労働者の解雇、昇進又は異動の人事

を担当する職員（当該労働者の解雇、昇進又は異動に
直接の権限を持つ監督的地位にある者を除く。）をストレ
スチェックの実施の事務に従事させる場合には、次に掲
げる事項を当該職員に周知させなければならないものと
する。
①	 ストレスチェックの実施事務従事者には法第104条
の規定に基づき秘密の保持義務が課されること。
②	 ストレスチェックの実施の事務は実施者の指示によ
り行うものであり、実施の事務に関与していない所属
部署の上司等の指示を受けてストレスチェックの実施
の事務に従事することによって知り得た労働者の秘密
を漏らしたりしてはならないこと。
③	 ストレスチェックの実施の事務に従事したことによっ
て知り得た労働者の秘密を、自らの所属部署の業務
等のうちストレスチェックの実施の事務とは関係しない
業務に利用してはならないこと。

（2）	 ストレスチェック結果の労働者への通知に当たって
の留意事項
規則第52条の12の規定に基づき、事業者は、実施者

にストレスチェック結果を労働者に通知させるに当たって
は、封書又は電子メール等で当該労働者に直接通知さ
せる等、結果を当該労働者以外が把握できない方法で
通知させなければならないものとする。
（3）	 ストレスチェック結果の事業者への提供に当たって
の留意事項

ア	 労働者の同意の取得方法

ストレスチェック結果が当該労働者に知らされていない
時点でストレスチェック結果の事業者への提供について
の労働者の同意を取得することは不適当であるため、事
業者は、ストレスチェックの実施前又は実施時に労働者
の同意を取得してはならないこととし、同意を取得する場
合は次に掲げるいずれかの方法によらなければならない
ものとする。ただし、事業者は、労働者に対して同意を強
要する行為又は強要しているとみなされるような行為を
行ってはならないことに留意すること。
①	 ストレスチェックを受けた労働者に対して当該ストレ
スチェックの結果を通知した後に、事業者、実施者又
はその他の実施事務従事者が、ストレスチェックを受
けた労働者に対して、個別に同意の有無を確認する
方法。

員がストレスチェックの実施の事務（調査票の配布・回
収、データの入力、面接指導対象者への勧奨など）に
携わることも考えられますが、こうした場合にも、法第
104条の規定に基づき秘密の保持義務が課されるこ
とから、その職員に情報管理の重要性を認識させ、情
報が上司や事業者を含めた第三者に漏れることのな
いよう、細心の注意を払う必要があります。

（3）	 ストレスチェック結果の労働者への通知に当たって
の留意事項

（4）	 ストレスチェック結果の事業者への提供に当たって
の留意事項

○	衛生委員会の調査審議の結果、事業者による個々人
のストレスチェックの結果の把握は行わない（集団ごと
の分析結果の活用は行う）こととした場合は、労働者
からの同意取得の手続きは不要となります。

○	この場合でも、労働者から医師による面接指導の申
出がなされた場合については、事業者へのストレス
チェック結果の提供の同意がなされたものとみなすこ
とができます。
事業者への提供に当たっての労働者の同意取得方法
○	事業者への結果の通知に関する同意の取得は、スト
レスチェック結果を把握している実施者が、労働者へ
の結果通知時又は通知後に別途、個々人ごとに同意
の有無を確認することが望ましいでしょう。

○	事業者への結果の通知に関する同意の取得は、労
働者が個 に々同意したことの証拠を残し、後で客観的
に確認できる必要があるため、書面又は電磁的記録
によって行う必要があります。
○	また、同意の取得に係る書面又は電磁的記録は、事
業者が5年間保存するようにしてください。

○	包括同意（例えば衛生委員会等で労働側代表の同
意を得ることで、労働者全員の同意を得たとみなす方
法）やオプトアウト方式による同意取得（全員に対して、
期日までに不同意の意思表示をしない限り、同意した
ものとみなす旨通知し、意思表示のない者は同意した
ものとみなす方法）は認められません。
○	同意の取得は、実際に事業者に提供される情報の中
身（自分のストレスプロフィール及び評価結果）を労働
者本人が知った上で行う必要がありますので、その情
報が労働者に提供されていないストレスチェック実施
前又は実施時の同意取得や、あらかじめ同意した労
働者だけを対象にストレスチェックを実施することは不
適当です。

○	同意しないと意思表示した労働者に対して、事業者
が同意を働きかけることは強要や不利益取扱いにつ
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ながるおそれがあることから、してはいけません。
○	面接指導の申出をもって、同意とみなす取扱いをする
場合には、結果の通知の際に当該取扱いについて労
働者に知らせておくとトラブルにならないでしょう。

外部機関との情報共有
○	ストレスチェックの実施を外部機関に委託する場合に
おいてやむを得ず事業場の産業医が共同実施という
形をとらない場合にも、あらかじめ外部機関とのやりと
りに係る窓口の役割を産業医等の産業保健スタッフ
に担わせ、本人の同意を得て、外部機関から事業者
に個人のストレスチェック結果を提供する際には、当該
産業保健スタッフを通じて事業者に提供することが望
まれます。なお、この場合において、外部機関から、事
業者ではなく当該産業保健スタッフだけに個人のスト
レスチェックの結果を提供する際にも、特別の事情が
ない限り、本人の同意を必須とします。

ストレスチェック結果の共有範囲
○	本人の同意により事業者に提供されたストレスチェック
結果の共有範囲や利用方法については、あらかじめ
衛生委員会等で調査審議を行い、事業場のルールを
決めて、周知しておきましょう。

＜具体例・様式例＞
※面接指導の勧奨と同時に、面接指導の申出をもってスト
レスチェックの結果（高ストレス判定）を事業者に通知
することについて同意とする旨を通知する例。［省略］

（5）	 集団ごとの集計・分析の結果の事業者への提供
に当たっての留意事項

○	集団ごとの集計・分析を行う際の下限人数の10人は、
在籍労働者数ではなく、実際の受検者数（データ数）
でカウントするものとし、例えば、対象とする集団に所属
する労働者の数が10人以上であっても、その集団のう
ち実際にストレスチェックを受検した労働者の数が10
人を下回っていた場合は、集団的な分析結果を事業
者に提供してはいけません。こうした場合は、より上位
の大きな集団単位で集計・分析を行うなど工夫しましょ
う。（再掲）
	 ただし、集団ごとの集計・分析の方法として、例えば職
業性ストレス簡易調査票の57項目の全ての合計点に
ついて、集団の平均値だけを求めるなど、個人特定に
つながり得ない方法で実施する場合に限っては、10
人未満の単位での集計・分析結果を事業者に提供す
ることは可能ですが、あらかじめ衛生委員会での調査
審議が必要です。

○	集団ごとの集計・分析結果の共有範囲や利用方法に
ついては、あらかじめ衛生委員会等で調査審議を行

②	 ストレスチェックを受けた労働者に対して当該ストレ
スチェックの結果を通知した後に、実施者又はその他
の実施事務従事者が、高ストレス者として選定され、
面接指導を受ける必要があると実施者が認めた労働
者に対して、当該労働者が面接指導の対象であること
を他の労働者に把握されないような方法で、個別に同
意の有無を確認する方法。
なお、ストレスチェックを受けた労働者が、事業者に対し
て面接指導の申出を行った場合には、その申出をもってス
トレスチェック結果の事業者への提供に同意がなされた
ものとみなして差し支えないものとする。
イ	 事業者に提供する情報の範囲

事業者へのストレスチェック結果の提供について労働
者の同意が得られた場合には、実施者は、事業者に対
して当該労働者に通知する情報と同じ範囲内の情報に
ついてストレスチェック結果を提供することができるものと
する。
なお、衛生委員会等で調査審議した上で、当該事業
場における事業者へのストレスチェック結果の提供方法
として、ストレスチェック結果そのものではなく、当該労働
者が高ストレス者として選定され、面接指導を受ける必
要があると実施者が認めた旨の情報のみを事業者に提
供する方法も考えられる。ただし、この方法による場合も、
実施者が事業者に当該情報を提供するに当たっては、
上記アの①又は②のいずれかの方法により、労働者の同
意を取得しなければならないことに留意する。
ウ	 外部機関との情報共有

事業者が外部機関にストレスチェックの実施の全部を
委託する場合（当該事業場の産業医等が共同実施者と
ならない場合に限る。）には、当該外部機関の実施者及
びその他の実施事務従事者以外の者は、当該労働者
の同意なく、ストレスチェック結果を把握してはならない。
なお、当該外部機関の実施者が、ストレスチェック結果を
委託元の事業者の事業場の産業医等に限定して提供
することも考えられるが、この場合にも、緊急に対応を要
する場合等特別の事情がない限り、当該労働者の同意
を取得しなければならないものとする。
エ	 事業場におけるストレスチェック結果の共有範囲

の制限

事業者は、本人の同意により事業者に提供されたスト
レスチェック結果を、当該労働者の健康確保のための就
業上の措置に必要な範囲を超えて、当該労働者の上司
又は同僚等に共有してはならないものとする。
（4）	 集団ごとの集計・分析の結果の事業者への提供に
当たっての留意事項
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ア	 集団ごとの集計・分析の最小単位

集団ごとの集計・分析を実施した実施者は、集団ごと
の集計・分析の結果を事業者に提供するに当たっては、
当該結果はストレスチェック結果を把握できるものではな
いことから、当該集団の労働者個人の同意を取得する
必要はない。ただし、集計・分析の単位が少人数である
場合には、当該集団の個々の労働者が特定され、当該
労働者個人のストレスチェック結果を把握することが可能
となるおそれがあることから、集計・分析の単位が10人を
下回る場合には、集団ごとの集計・分析を実施した実施
者は、集計・分析の対象となる全ての労働者の同意を取
得しない限り、事業者に集計・分析の結果を提供してはな
らないものとする。ただし、個々の労働者が特定されるお
それのない方法で集計・分析を実施した場合はこの限り
でないが、集計・分析の手法及び対象とする集団の規模
について、あらかじめ衛生委員会等で調査審議を行わ
せる必要があることに留意すること。
イ	 集団ごとの集計・分析の結果の共有範囲の制限

集団ごとの集計・分析の結果は、集計・分析の対象と
なった集団の管理者等にとっては、その当該事業場内に
おける評価等につながり得る情報であり、無制限にこれ
を共有した場合、当該管理者等に不利益が生じるおそ
れもあることから、事業者は、当該結果を事業場内で制
限なく共有してはならないものとする。
（5）	 面接指導結果の事業者への提供に当たっての留
意事項
面接指導を実施した医師は、規則第52条の18第2項

に規定する面接指導結果に関する情報を事業者に提
供するに当たっては、必要に応じて情報を適切に加工す
ることにより、当該労働者の健康を確保するための就業
上の措置を実施するため必要な情報に限定して提供し
なければならないこととし、診断名、検査値若しくは具体
的な愁訴の内容等の生データ又は詳細な医学的情報
は事業者に提供してはならないものとする。
なお、事業場の産業医等ではなく、外部の医師が面接
指導を実施した場合、当該医師は、当該労働者の健康
を確保するために必要な範囲で、当該労働者の同意を
取得した上で、当該事業場の産業医等に対して生デー
タ又は詳細な医学的情報を提供することができるものと
する。

12	 その他の留意事項等

（1）	 産業医等の役割
ア	 ストレスチェック制度における産業医等の位置付

い、事業場のルールを決めて、周知しておきましょう。
（6）	 面接指導結果の事業者への提供に当たっての留
意事項

○	面接指導の実施を外部の医師に委託する場合は、外
部の医師とのやりとりの窓口の役割を産業医に担わ
せ、外部機関から事業者に面接指導の結果を提供す
る際には、当該産業医を通じて事業者に提供すること
が望まれます。

○	面接指導結果の取扱い（利用目的、共有の方法・範
囲、労働者に対する不利益取扱いの防止等）につい
ては、あらかじめ衛生委員会等で調査審議を行い、事
業場のルールを決めて、周知しておきましょう。

12	 その他の留意事項

（1）	 産業医等の役割
（2）	 派遣労働者に関する留意事項
○	派遣先事業者が、ストレスチェック結果について派遣
労働者も含めた集団ごとの集計・分析を行うために
は、派遣先事業者においても、派遣労働者に対するス
トレスチェックを実施する必要があります。このため、
派遣労働者は、法に基づく義務として派遣元が実施
するストレスチェックと、集団ごとの集計・分析のために
派遣先が実施するストレスチェックの両方を受けるこ
とになります。派遣労働者は、通常の労働者よりも受
検の回数が増えることになりますが、職場環境の改善
のためには派遣先のストレスチェックを受けていただく
ことも重要なので、労働者に対して趣旨を十分に説明
し、理解を得るようにしましょう。
○	派遣労働者を対象とした派遣先事業場でのストレス
チェックの実施においては、派遣元事業者と協議し目
的や手順について合意すること、安全衛生委員会な
どで個人情報の取扱い方針を定めることが必要です
○	派遣先で実施する派遣労働者に対するストレスチェッ
クは、個人対応ではなく、集団ごとの集計・分析のため
に行うものであるため、
①	 無記名で行う
②	 「仕事のストレス判定図」を用いる場合は集団分
析に必要な「仕事のストレス要因」及び「周囲のサポー
ト」についてのみ検査を行う
	 などの方法で実施することも考えられます。
○	個人のストレスチェック結果に基づき、医師による面接
指導を実施した場合は、医師の意見を聴取し、その意
見を勘案して、必要に応じ、就業場所の変更、作業の
転換、労働時間の短縮等の就業上の措置を講じるこ
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ととされています。
	 派遣労働者については、法令上、派遣元事業者に就
業上の措置の義務が課されていますが、以下の留
意点があることも踏まえて、就業上の措置の実施に当
たっては、必要に応じて派遣先と連携しつつ、適切に
対応することが求められます。ただし、派遣先との連
携に当たっては、契約更新の拒否など不利益取扱い
につながることのないよう、十分に配慮する必要があり
ます。
①	 労働者派遣契約では、あらかじめ業務内容、就業
場所等が特定されており、派遣元が一方的にそれら
を変更するような措置を講じることは困難であること。
②	 就業場所の変更、作業の転換等の就業上の措置
を実施するためには、労働者派遣契約の変更が必要
となるが、派遣先の同意が得られない場合には、就業
上の措置の実施が困難となるため、派遣先の変更も
含めた措置が必要となる場合もあること。

○	なお、定期健診の取扱いと同様に、派遣元から派遣
先への依頼（契約による委託）により、派遣元事業者
の負担で派遣先事業者が実施するストレスチェックを
派遣労働者に受けさせることを制限するものではあり
ませんが、この場合、労働者にとって受検の機会が一
度で済むというメリットがある一方、誰が事業者への結
果提供の同意を取るのか、結果を派遣先の実施者か
ら派遣元にどうやって提供するのか、誰がどこで結果
を保存するのかなど、派遣元と派遣先との間で複雑
な情報のやりとりや取り決めが必要となるため、特に情
報管理の観点から留意が必要です。

派遣労働者に対するストレスチェック等［省略］
（3）	 外部機関にストレスチェック等を委託する場合の
体制の確認に関する留意事項

○	事業者は、ストレスチェックや面接指導を外部機関に
委託する場合には、予め、当該機関が適切にストレス
チェックや面接指導を実施できる体制にあるかどうか、
情報管理が適切になされるかどうかなどにつき、以下
のチェックリストを参考にして、事前に十分な確認を行
いましょう。

外部機関にストレスチェック及び面接指導の実施を委託
する場合のチェックリスト例（委託する内容に応じて関
連する部分を利用すること）［省略］

（4）	 労働者数50人未満の事業場における留意事項
○	国においては、独立行政法人労働者健康福祉機構
及び医師会と協力し、各都道府県ごとに産業保健総
合支援センターを設置するとともに、地域ごとに地域窓
口（地域産業保健センター）を設置し、小規模事業場

け

産業医は、法第13条並びに規則第13条、第14条及び
第15条の規定に基づき、事業場における労働者の健康
管理等の職務を行う者であり、そのための専門的知識を
有する者である。また、規則第15条の規定に基づき、事
業者は、産業医に対し、労働者の健康障害を防止するた
めの必要な措置を講じる権限を与えなければならないこ
ととされている。このように、産業医は、事業場における労
働者の健康管理等の取組の中心的役割を果たすことが
法令上想定されている。
このため、産業医がストレスチェック及び面接指導を実
施する等、産業医が中心的役割を担うことが適当であり、
ストレスチェック制度の実施責任を負う事業者は、産業医
の役割についてイのとおり取り扱うことが望ましい。
なお、事業場によっては、複数の医師が当該事業場に
おける労働者の健康管理等の業務に従事しており、その
中で、産業医以外の精神科医又は心療内科医等が労
働者のメンタルヘルスケアに関する業務を担当している
場合等も考えられるが、こうした場合においては、ストレス
チェック制度に関して、当該精神科医又は心療内科医
等が中心的役割を担うことも考えられる。
イ	 産業医等の具体的な役割

①	 ストレスチェックの実施
ストレスチェックは当該事業場の産業医等が実施する

ことが望ましい。なお、ストレスチェックの実施の全部を外
部に委託する場合にも、当該事業場の産業医等が共同
実施者となり、中心的役割を果たすことが望ましい。
②	 面接指導の実施
面接指導は当該事業場の産業医等が実施すること

が望ましい。
③	 事業者による医師の意見聴取
事業者は、法第66条の10第5項の規定に基づき、医師

から必要な措置についての意見を聴くに当たって、面接指
導を実施した医師が、事業場外の精神科医又は心療内
科医等である場合等当該事業場の産業医等以外の者で
あるときは、当該事業者の事業場の産業医等からも面接
指導を実施した医師の意見を踏まえた意見を聴くことが望
ましい。
（2）	 派遣労働者に関する留意事項

ア	 派遣元事業者と派遣先事業者の役割

派遣労働者に対するストレスチェック及び面接指導に
ついては、法第66条の10第1項から第6項までの規定に
基づき、派遣元事業者がこれらを実施することとされてい
る。
一方、努力義務となっている集団ごとの集計・分析につ
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に対して産業保健のサービスを無料で提供しています。
ストレスチェック制度に関しては、労働者数が50人未満
の小規模事業場が制度を導入する場合に、産業保健
総合支援センターが個別に事業場を訪問して支援する
ほか、小規模事業場がストレスチェック結果を踏まえた
面接指導を行う場合に、地域産業保健センターにその
実施を依頼することができますので、ご利用下さい。

おわりに

○	これまで見てきたように、今回の法改正により創設され
たストレスチェック制度は、個人情報の管理と産業保健
活動の間の均衡を図りながら、従来にも増して様 な々こ
とに配慮しつつ進めていくことが求められています。
○	ストレスチェック制度の導入を、法令順守にとどめるだけ
でなく、メンタルヘルス指針に示されている総合的なメン
タルヘルス対策の中に位置づけ、実効ある活動を通じ
て、1人ひとりの労働者が生き生きと働ける職場の実現
を目指しましょう。
○	メンタルヘルス指針に示されている教育研修・情報提供
を様 な々機会を通じて提供し、労働者及び事業者に日
頃からメンタルヘルスケアについて正しい認識を持たせ
ることは、メンタルヘルス対策として有効であるのみなら
ず、ストレスチェックを受けた労働者からの面接指導の
申出の割合を高めて、早期の対応につなぐことにも役立
ちます。例えば、産業医等の面接指導を実施する医師
が、メンタルヘルス教育の一部を担当すれば、面接指導
が労働者にとって敷居の低いものとなり、面接指導の効
果が高まることが期待されます。

○	職場のメンタルヘルスケアはどのように進めればよいで
しょうか。ラインによるケアのためにはまず、日ごろの気配
りが重要です。何気ない挨拶や世間話の中で、普段と
違ったところに気付くものです。次に声掛けです。悩ん
でいる人に相談のきっかけを作るようにしましょう。そし
て、傾聴です。その後、ストレスや不安の問題点が整理
されたら、職場の上司と産業保健スタッフが連携を密に
しながら対応していきます。ストレスチェックはこのような
ラインによるケアを進めるきっかけともなり、また、メンタル
ヘルス教育はラインによるケア体制の構築につながるも
のです。

○	メンタルヘルス教育に限らず、職場環境改善や職場復
帰支援など、他のメンタルヘルス活動、さらに産業保健
活動全般を日ごろから活発に進めることによって、労働
者がより自然にストレスチェックや面接指導を受けること
ができる職場づくりをめざしましょう。

いては、職場単位で実施することが重要であることから、
派遣先事業者においては、派遣先事業場における派遣
労働者も含めた一定規模の集団ごとにストレスチェック
結果を集計・分析するとともに、その結果に基づく措置を
実施することが望ましい。
イ	 派遣労働者に対する就業上の措置に関する留

意点

派遣元事業者が、派遣労働者に対する面接指導の
結果に基づき、医師の意見を勘案して、就業上の措置
を講じるに当たっては、労働者派遣契約の変更が必要
となること等も考えられることから、必要に応じて派遣先
事業者と連携し、適切に対応することが望ましい。
（3）	 外部機関にストレスチェック等を委託する場合の
体制の確認に関する留意事項
ストレスチェック又は面接指導は、事業場の状況を日
頃から把握している当該事業場の産業医等が実施す
ることが望ましいが、事業者は、必要に応じてストレス
チェック又は面接指導の全部又は一部を外部機関に
委託することも可能である。この場合には、当該委託先
において、ストレスチェック又は面接指導を適切に実施
できる体制及び情報管理が適切に行われる体制が整
備されているか等について、事前に確認することが望ま
しい。
（4）	 労働者数50人未満の事業場における留意事項
常時使用する労働者数が50人未満の小規模事業
場においては、当分の間、ストレスチェックの実施は努
力義務とされている。これらの小規模事業場では、産
業医及び衛生管理者の選任並びに衛生委員会等の
設置が義務付けられていないため、ストレスチェック及
び面接指導を実施する場合は、産業保健スタッフが事
業場内で確保できないことも考えられることから、産業
保健総合支援センターの地域窓口（地域産業保健セン
ター）等を活用して取り組むことができる。

※原資料の入手先
省令・告示・指針
	 http://www.mhlw.go.jp/stf/
houdou/0000082587.html
実施マニュアル・Q&A等
	 http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/
anzeneisei12/
2014年労働安全衛生法改正
	 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/roudoukijun/anzen/an-
eihou/index.html

事業者が講ずべき措置に関する指針 ストレスチェック制度実施マニュアル

特集/ストレスチェック指針・実施マニュアル
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精神障害は過去最多を更新
脳・心臓疾患は連続して減少
過労死等防止対策推進法を受けたデータ充実に期待

厚生労働省は2015年6月25日に、2014年度分の
「過労死等の労災補償状況」を公表した（http://
www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000089447.html）。
昨年度までは、「脳・心臓疾患と精神障害の労災
補償状況」とされていたが、過労死等防止対策推
進法の施行を踏まえて変更した模様。「過労死等」
とは、同法第2条において、「業務における過重な
負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因と
する死亡若しくは業務における強い心理的負荷に
よる精神障害を原因とする自殺による死亡又はこ
れらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神
障害をいう」と定義されている、と注記している。
同省自身が指摘する2014年度の特徴は、以下

のとおりである。
■	 脳・心臓疾患に関する事案の労災補償状況
①	 請求件数は763件で、前年度比21件の減とな
り、3年連続で減少した。
②	 支給決定件数は277件（うち死亡121件）で、
前年度比29件の減となり、2年連続で減少した。
③	 業種別（大分類）では、請求件数は「運輸業，
郵便業」168件、「卸売業，小売業」126件、「建設
業」97件の順で多く、支給決定件数は「運輸業，
郵便業」92件、「卸売業，小売業」35件、「製造
業」31件の順に多い。

	 中分類では、請求件数、支給決定件数ともに「運
輸業，郵便業」の「道路貨物運送業」120件、77
件が最多。
④	 職種別（大分類）では、請求件数は「輸送・機
械運転従事者」149件、「サービス職業従事者」
125件、「専門的・技術的職業従事者」102件の
順で多く、支給決定件数は「輸送・機械運転従
事者」88件、「専門的・技術的職業従事者」44件、
「管理的職業従事者」37件の順に多い。
	 中分類では、請求件数、支給決定件数ともに「輸
送・機械運転従事者」の「自動車運転従事者」
143件、85件が最多。
⑤	 年齢別では、請求件数は「50～59歳」251件、
「40～49歳」222件、「60歳以上」198件の順で
多く、支給決定件数は「50～59歳」111件、「40～
49歳」93件、「30～39歳」39件の順に多い。
■	 精神障害に関する事案の労災補償状況
①	 請求件数は1,456件で、前年度比47件の増と
なり、過去最多。
②	 支給決定件数は497件（うち未遂を含む自殺
99件）で、前年度比61件の増となり、過去最多。
③	 業種別（大分類）では、請求件数は「製造業」
245件、「医療，福祉」236件、「卸売業，小売業」
213件の順に多く、支給決定件数は「製造業」81
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図1  脳・心臓疾患及び精神障害の労災補償状況

件、「卸売業，小売業」71件、「運輸業，郵便業」
63件の順に多い。
	 中分類では、請求件数は「医療，福祉」の「社会
保険・社会福祉・介護事業」140件、支給決定件
数は「運輸業，郵便業」の「道路貨物運送業」41
件が最多。
④	 職種別（大分類）では、請求件数、支給決定
件数ともに「専門的・技術的職業従事者」347
件、110件、「事務従事者」336件、99件、「サービ
ス職業従事者」193件、63件の順に多い。
	 中分類では、請求件数、支給決定件数ともに「事
務従事者」の「一般事務従事者」210件、56件
が最多。
⑤	 年齢別では、請求件数、支給決定件数ともに
「40～49歳」454件、140件、「30～39歳」419件、
138件、「20～29歳」297件、104件の順に多い。
⑥	 出来事別の支給決定件数は、「悲惨な事故
や災害の体験、目撃をした」72件、「（ひどい）嫌
がらせ、いじめ、又は暴行を受けた」69件の順に
多い。
本誌では、今回発表されたデータだけでなく、過
去に公表された関連データを統合して紹介する。
脳・心臓疾患及び精神障害等については、2001年
の脳・心臓疾患に係る認定基準の改正を受けて、

2002年以降毎年5～
6月に、前年度の労
災補償状況が公表
されるようになってい
るが、公表内容は必
ずしも同じものでは
なく、表1及び表2の
空欄は、公表されな
かった部分である。
2010年5月7日から

わが国の「職業病リ
スト」（労働基準法
施行規則別表第1の
2（第35条関係））が改
正されている。それ
まで、包括的救済規
定と呼ばれる「第9号

＝その他業務に起因することの明らかな疾病」とし
て扱われてきた脳・心臓疾患及び精神障害が、「業
務との因果関係が医学経験則上確立したもの」とし
て、各々新第8号、新第9号として、以下のように例示
列挙されたものである。これに伴い、旧第9号は第
11号へと変更された。

新第8号　長期間にわたる長時間の業務その他
血管病変等を著しく増悪させる業務による脳出
血、くも膜下出血、脳梗塞、高血圧性脳症、心筋
梗塞、狭心症、心停止（心臓性突然死を含む。）
若しくは解離性大動脈瘤又はこれらの疾病に付
随する疾病
新第9号　人の生命に関わる事故への遭遇その
他心理的に過度の負担を与える事象を伴う業
務による精神及び行動の障害又はこれに付随
する疾病

脳・心臓疾患については、「第1号＝業務上の負
傷に起因する疾病」として扱われるものもあること
から、過去に公表された2001年度以前分について
は、第1号と旧第9号を合わせた件数、及びそのう
ちの旧第9号の内数が示されていたのであるが、
2002年度分以降の公表は、旧第9号（2010年度以
降は新第8号）に関するものだけになっている。表

脳・心臓疾患、精神障害の労災補償
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年度
脳血管疾患及び虚血性心疾患等

請求件数 決定件数 支給決定件数 不支給決定件数
認定率① 認定率② 認定率①

死亡
認定率②
死亡内死亡 内死亡 内死亡 内死亡

2000 617 85 （45） 13.8%
2001 690 143 （58） 20.7%
2002 819 （355） 785 （379） 317 （160） 468 （219） 38.7% 40.4% 45.1% 42.2%
2003 742 （319） 708 （344） 314 （158） 394 （186） 42.3% 44.4% 49.5% 45.9%
2004 816 （335） 669 （316） 294 （150） 375 （166） 36.0% 43.9% 44.8% 47.5%
2005 869 （336） 749 （328） 330 （157） 419 （171） 38.0% 44.1% 46.7% 47.9%
2006 938 （315） 818 （303） 355 （147） 463 （156） 37.8% 43.4% 46.7% 48.5%
2007 931 （318） 856 （316） 392 （142） 464 （174） 42.1% 45.8% 44.7% 44.9%
2008 889 （304） 797 （313） 377 （158） 420 （155） 42.4% 47.3% 52.0% 50.5%
2009 767 （237） 709 （253） 293 （106） 416 （147） 38.2% 41.3% 44.7% 41.9%
2010 802 （270） 696 （272） 285 （113） 411 （159） 35.5% 40.9% 41.9% 41.5%
2011 898 （302） 718 （248） 310 （121） 408 （127） 34.5% 43.2% 40.1% 48.8%
2012 842 （285） 741 （272） 338 （123） 403 （149） 40.1% 45.6% 43.2% 45.2%
2013 784 （283） 683 （290） 306 （133） 377 （157） 39.0％ 44.8％ 47.0％ 45.9％
2014 763 （242） 637 （245） 277 （121） 360 （124） 36.3％ 43.5％ 50.0％ 49.4％

年度
脳血管疾疾患

請求件数 決定件数 支給決定件数 不支給決定件数
認定率① 認定率② 認定率①

死亡
認定率②
死亡内死亡 内死亡 内死亡 内死亡

2000 448 48 10.7％
2001 452 96 21.2％
2002 541 202 37.3％
2003 193 
2004 174 
2005 210 
2006 634 （123） 225 （51） 35.5% 41.5%
2007 642 （141） 263 （54） 41.0% 38.3%
2008 585 （112） 249 （65） 42.6% 58.0%
2009 501 （91） 442 （82） 180 （26） 262 （56） 35.9% 40.7% 28.6% 31.7%
2010 528 （112） 437 （110） 176 （48） 261 （62） 33.3% 40.3% 42.9% 43.6%
2011 574 （110） 470 （97） 200 （48） 270 （49） 34.8% 42.6% 43.6% 49.5%
2012 526 （96） 466 （89） 211 （39） 255 （50） 40.1% 45.3% 40.6% 43.8%
2013 468 （88） 396 （97） 182 （43） 214 （54） 38.9％ 46.0％ 48.9％ 44.3％
2014 475 （84） 387 （79） 166 （38） 221 （41） 34.9％ 42.9％ 45.2％ 48.1％

年度
虚血性心疾患等

請求件数 決定件数 支給決定件数 不支給決定件数
認定率① 認定率② 認定率①

死亡
認定率②
死亡内死亡 内死亡 内死亡 内死亡

2000 169 37 21.9％
2001 238 47 19.7％
2002 278 115 41.4％
2003 119 
2004 122 
2005 120 
2006 304 （192） 130 （96） 42.8% 50.0%
2007 289 （177） 129 （88） 44.6% 49.7%
2008 304 （192） 128 （93） 42.1% 48.4%
2009 266 （146） 267 （171） 113 （80） 154 （91） 42.5% 42.3% 54.8% 46.8%
2010 274 （158） 259 （162） 109 （65） 150 （97） 39.8% 42.1% 41.1% 40.1%
2011 324 （192） 248 （151） 110 （73） 138 （78） 34.0% 44.4% 38.0% 48.3%
2012 316 （189） 275 （183） 127 （84） 148 （99） 40.2% 46.2% 44.4% 45.9%
2013 316 （195） 287 （193） 124 （90） 163 （103） 39.2％ 43.2％ 46.2％ 46.6％
2014 288 （158） 250 （166） 111 （83） 139 （83） 38.5％ 44.4％ 52.5％ 50.0％

表1  脳・心臓疾患の労災補償状況
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年度
精神障害

請求件数 決定件数 支給決定件数 不支給決定件数
認定率① 認定率② 認定率①

自殺
認定率②
自殺内自殺 内自殺 内自殺 内自殺

2000 212 （100） 36 （19） 17.0％ 19.0％
2001 265 （92） 70 （31） 26.4％ 33.7％
2002 341 （112） 296 （124） 100 （43） 196 （81） 29.3％ 33.8％ 38.4％ 34.7％
2003 447 （122） 340 （113） 108 （40） 232 （73） 24.2％ 31.8％ 32.8％ 35.4％
2004 524 （121） 425 （135） 130 （45） 295 （90） 24.8％ 30.6％ 37.2％ 33.3％
2005 656 （147） 449 （106） 127 （42） 322 （64） 19.4％ 28.3％ 28.6％ 39.6％
2006 819 （176） 607 （156） 205 （66） 402 （90） 25.0％ 33.8％ 37.5％ 42.3％
2007 952 （164） 812 （178） 268 （81） 544 （97） 28.2％ 33.0％ 49.4％ 45.5％
2008 927 （148） 862 （161） 269 （66） 593 （95） 29.0％ 31.2％ 44.6％ 41.0％
2009 1,136 （157） 852 （140） 234 （63） 618 （77） 20.6％ 27.5％ 40.1％ 45.0％
2010 1,181 （171） 1,061 （170） 308 （65） 753 （105） 26.1％ 29.0％ 38.0％ 38.2％
2011 1,272 （202） 1,074 （176） 325 （66） 749 （110） 25.6％ 30.3％ 32.7％ 37.5％
2012 1,257 （169） 1,217 （203） 475 （93） 742 （110） 37.8% 39.0% 55.0% 45.8%
2013 1,409 （177） 1,193 （157） 436 （63） 757 （94） 30.9％ 36.5％ 35.6％ 40.1％
2014 1,456 （213） 1,307 （210） 497 （99） 810 （111） 34.1％ 38.0％ 46.5％ 47.1％

表2  精神障害の労災補償状況

区分 年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2013

脳・心臓疾患
支給決定件数 4 4 4 8 16 10 11 13 3 12 7
うち死亡 4 3 3 5 8 6 6 9 1 8 0

表3  脳・心臓疾患の審査請求事案の取消決定等による支給決定状況

表4  精神障害の審査請求事案の取消決定等による支給決定状況

区分 年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 201２ 2013 2013

精神障害等
支給決定件数 1 5 10 15 22 13 15 20 34 12 21
うち自殺 1 4 8 10 11 11 7 10 15 5 10

脳・心臓疾患、精神障害の労災補償

1の「脳血管疾患」「虚血性心疾患」も、旧第9号＝
新第8号に係るもののみの数字である。
なお、2011年12月26日に「心理的的負荷による
精神障害の認定基準」が策定され、1991年9月14
日付けの「心理的的負荷による精神障害等の業
務上外に係る判断指針」は廃止された。ここで、
「判断指針の標題は『精神障害等』となっており、
『等』は自殺を指すものとされていたが、従来より、
自殺の業務起因性の判断の前提として、精神障害
の業務起因性の判断を行っていたことから、この趣
旨を明確にするため『等』を削除した」が、「実質的
な変更はない」とされた（2011年12月26日付け基労
補発1226第1号）。以降の厚生労働省の公表文
書等においても、「精神障害等」から「精神障害」
に変更されている。本誌もこれにしたがった。
2014年度の特徴は、精神障害が請求・認定件数

双方とも過去最多を更新した一方で、脳・心臓疾患
は請求・認定件数とも連続減少していることである。
とくに請求件数では3年連続の減少である（図1）。
本誌では、「認定率」について、以下のふたつの
数字を計算している。

認定率①＝認定（支給決定）件数/請求件数

認定率②＝認定 （支給決定） 件数/決定件数 （支

給決定件数＋不支給決定件数）

もちろん認定率②の方が本来の「認定率」にふ
さわしいわけだが、これを計算できるデータは、2002
年度以降分しか公表されていない（表1及び表2）。
次頁図2に、脳・心臓疾患及び精神障害に係る

ふたつの認定率を示した。
ここでも、精神障害の認定率がともに増加した

（過去最高ではないが）一方で、脳・心臓疾患の認
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図2  脳・心臓疾患及び精神障害の認定率の推移

0%

10%

20%

30%

40%

50%

1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014

認定率②（脳・心臓疾患）

認定率①（精神障害）

認定率①（脳・心臓疾患）
認定率②（精神障害）

1999 精神障害等
判断指針策定

2001 脳・心臓疾患
認定基準改正

2011 精神障害
認定基準策定

定率はともに減少している。2009年度分以降につ
いては、脳血管疾患及び虚血性心疾患各 に々つい
ての認定率②も計算できるようになったが、2014年
度は、虚血性心疾患でははわずかに増加している
ものの、脳血管疾患の減少が上回った（表1）。
2004年度分以降、「審査請求事案の取消決定
等による支給決定状況」も公表されており、表3及
び表4に示したが、審査請求によるものは、表1及び
表2の支給決定件数には含められていない。
表5及び表6には、業種別、職種別、年齢別、生
死/自殺別のデータを示した。請求件数・決定件
数についても示されるようになってきているが、本誌
では、支給決定件数についてのデータのみを示し
た。年度の「合計」欄には、脳・心臓疾患について
は1996年度から、精神障害については1999年度か
ら、2014年度までの合計値を示してある。
業種・職種の区分名称は公表時期によって多少
異なっている。業種区分は2003年度分から、「林
業」、「漁業」、「鉱業」がひとくくり（現在は「農業・林
業・漁業・鉱業・採掘業・砂利採取業」）になり、「電
気・ガス・水道・熱供給業」の区分がなくなり、「その
他の事業」が「情報通信業」、「飲食店、宿泊業」、
「上記以外の事業」に細分されるようになっている。
「上記以外の事業」に分類されているのは、「不
動産業、他に分類されないサービス業などである」

とされている。また、2009年度
分から、「運輸業」は「運輸業・
郵便業」とされている。
職種別では、区分名称の
若干の変更に加えて、2010年
度分から、「技能職」→「生産
工程・労務作業者」とされて
いた区分が、「生産工程従事
者」、「運搬・清掃・包装等従
事者」、「建設・採掘従事者」
の3つに区分されるようになっ
たが、表5及び表6では、「技能
職」の表示で、上記3区分の
合計値を掲載している。
また、2009年度分からは、
請求件数・支給決定件数の

多い業種・職種（中分類・上位15）が示されるように
なったが、本誌では、表7及び表8に支給決定件数
についてのデータのみを示した。空欄は、当該年度
に上位15に該当しなかったためにデータがないこと
を意味しており、一部の表では紙幅の都合から、過
去上位15に該当したもので掲載できていない業種・
職種もあることに注意していただきたい。
上位を占める業種・職種が特定してきているよう

にもみえるが、より詳細な分析を可能にするデータ
の公表も求めていきたい。
2007年度分からは、「1か月平均の時間外労働
時間数別支給決定件数」が公表されており、表9
及び表10に示した。「合計」欄には、2007年度から
2014年度までの合計値を示してある。このデータ
は決して、業務上の脳・心臓疾患及び精神障害発
症の実態を示しているものではなく、認定基準の運
用の実態を示すものとしてとらえるべきである。
また、「就業形態別決定及び支給決定件数」も
2009年度分から公表されており、表11及び表12に
示した。「合計」欄には、2009年度から2014年度ま
での合計値を示してある。
さらに、前出の精神障害の労災認定の基準に関
する専門検討会に2009年度分データが提供された
「精神障害の出来事別決定及び支給決定件数」
の公表が継続されている（表13）。
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図3  日本・韓国・台湾における脳・心臓疾患労災認定件数の推移

図4  日本・韓国・台湾における精神障害労災認定件数の推移

都道府県別のデータについては、表14～16を参
照されたい。支給決定件数の「合計」欄には、2000
年度から2014年度までの合計値を示してある。都
道府県別の決定件数が2009年度分から公表され
るようになっているため、2009年度以降について認
定率②を計算して示した。認定率②の「平均」は、
2009～2014年度の平均認定率である。
この間、全国安全センターでは、都道府県別の
認定率のばらつき＝認定率の低い都道府県におけ
る改善の必要性を提起しているところである。
一方で、脳・心臓疾患は1996年度から、精神障
害は1999年度から、2002年度までの分について
は、性別及び疾患別のデータも公表されていたの
だが、公表されなくなってしまっていた。今回、脳・心
臓疾患、精神障害ともにすべてのデータに「女性の
内数」が示された［本誌では未掲載］。過労死等

防止対策推進法の趣旨を踏
まえた公表情報の一層の改
善が期待されるところである。
行政手続法で定めること

を義務付けられている標準
処理期間については、新第9
号＝精神障害に係る療養補
償給付、休業補償給付、遺
族補償給付及び葬祭料に関
しては8か月とし、これ以外は
他の疾病（包括的救済規定
に係るものを除く）に係る標
準処理期間と同様に6か月と
することとされている（包括的
救済規定に係るものに関して
は「定めない」と定められて
いる）（2010年5月7日付け基
発0507第3号）。
2011年11月8日に公表され

た「精神障害の労災認定の
基準に関する専門検討会報
告書」は、「今回の報告に基
づく運用の改正により、認定
の公正を確保した上で、審
査が迅速化され、現在の約

8.6か月という審査期間が、他の疾病と同様に6か
月以内に短縮されることを期待するものである。あ
わせて、どのような場合に労災認定がなされるかが
分かりやすくなることを通じて、業務により精神障害
を発病した労働者から労災請求が行われ、認定
の促進が図られることを期待する」とした。フォロー
アップできるように、平均処理期間等の情報の公表
も望みたい。
図3・4では、日本・韓国・台湾における脳・心臓疾
患、精神障害労災認定件数を比較した。2012年8
月号ではじめて紹介したデータに、出典論文の著
者たちから入手した最新データを加えたもの。台
湾の精神障害は、2010－3件、2012－3件、2013－3
件、2014－1件のみである。なお、労災保険適用労
働者数は大雑把に、韓国が日本の3分の1、
台湾は5分の1くらいである。
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1	 業種別

年度 林業 漁業 鉱業 製造業 建設業 運輸・郵
便業

電気・ガス・水
道・熱供給業

卸売・小
売業

金融・保
険業

教育・学習
支援業

医療、
福祉

情報通
信業

飲食店、
宿泊業

上記以
外の事業 合 計

2002 0 1 1 57 33 72 0 60 4 4 4 81 317 
2003 5 50 32 82 0 62 6 5 8 8 11 45 314 
2004 3 64 29 71 48 3 5 3 10 13 45 294 
2005 4 60 35 85 57 3 5 4 5 22 50 330 
2006 0 39 37 97 74 4 8 9 8 19 60 355 
2007 3 74 50 101 65 1 9 15 6 21 47 392 
2008 2 48 42 99 62 2 5 15 11 39 52 377
2009 1 32 30 85 46 2 2 9 9 21 56 293
2010 4 35 22 78 53 3 6 10 15 19 40 285 
2011 3 41 37 93 48 3 1 10 5 26 43 310 
2012 7 42 38 91 49 1 5 11 15 24 55 338 
2013 2 36 27 107 38 1 5 8 7 20 55 306 
2014 5 31 28 92 35 2 6 6 9 24 39 277
合計 47 725 496 1,246 1 763 45 77 130 1,208 4,738

表5  脳・心臓疾患の認定事例の分析（年度「合計」は1996～2014年度分の合計）

2	 職種別

年度 専門技術職 管  理  職 事  務  職 販  売  職 サ ー ビ ス 運輸・通信職 技   能   職 そ  の  他 合     計
2002 41 12.9％ 71 22.4％ 57 18.0％ 20 6.3％ 17 5.4％ 62 19.6％ 34 10.7％ 15 4.7％ 317 100.0％
2003 40 12.7％ 63 20.1％ 32 10.2％ 29 9.2％ 29 9.2％ 80 25.5％ 34 10.8％ 7 2.2％ 314 100.0％
2004 53 18.0％ 53 18.0％ 20 6.8％ 26 8.8％ 17 5.8％ 74 25.2％ 42 14.3％ 9 3.1％ 294 100.0％
2005 44 13.3％ 62 18.8％ 33 10.0％ 38 11.5％ 23 7.0％ 82 24.8％ 34 10.3％ 14 4.2％ 330 100.0％
2006 44 12.4％ 53 14.9％ 49 13.8％ 37 10.4％ 25 7.0％ 90 25.4％ 44 12.4％ 13 3.7％ 355 100.0％
2007 71 18.1％ 51 13.0％ 33 8.4％ 43 11.0％ 29 7.4％ 93 23.7％ 57 14.5％ 15 3.8％ 392 100.0％
2008 59 15.6％ 51 13.5％ 42 11.1％ 41 10.9％ 40 10.6％ 98 26.0％ 39 10.3％ 7 1.9％ 377 100.0％
2009 36 12.3％ 30 10.2％ 37 12.6％ 37 12.6％ 26 8.9％ 85 29.0％ 35 11.9％ 7 2.4％ 293 100.0％
2010 40 14.0％ 30 10.5％ 44 15.4％ 30 10.5％ 28 9.8％ 69 24.2％ 31 10.9％ 13 4.6％ 285 100.0％
2011 37 11.9％ 32 10.3％ 27 8.7％ 30 9.7％ 32 10.3％ 89 28.7％ 49 15.8％ 14 4.5％ 310 100.0％
2012 62 18.3% 26 7.7% 30 8.9% 39 11.5% 36 10.7% 86 25.4% 43 12.7% 16 4.7% 338 100.0%
2013 37 12.1％ 27 8.8％ 26 8.5％ 38 12.4％ 27 8.8％ 95 31.0％ 47 15.4％ 9 2.9％ 306 100.0％
2014 44 15.9％ 37 13.4％ 15 5.4％ 26 9.4％ 30 10.8％ 88 31.8％ 28 10.1％ 9 3.2％ 277 100.0％
合計 683 14.4％ 722 15.2％ 548 11.6％ 453 9.6％ 374 7.9％ 1,174 24.8％ 591 12.5％ 193 4.1％ 4,738 100.0％
注） 職種については、「日本標準職業分類」により分類。

年度 29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合     計 生    存 死    亡 合     計
2002 19 6.0％ 49 15.5％ 90 28.4％ 128 40.4％ 31 9.8％ 317 100.0％ 157 49.5％ 160 50.5％ 317 100.0％
2003 13 4.1％ 52 16.6％ 83 26.4％ 132 42.0％ 34 10.8％ 314 100.0％ 156 49.7％ 158 50.3％ 314 100.0％
2004 16 5.4％ 48 16.3％ 78 26.5％ 121 41.2％ 31 10.5％ 294 100.0％ 144 49.0％ 150 51.0％ 294 100.0％
2005 15 4.5％ 49 14.8％ 95 28.8％ 143 43.3％ 28 8.5％ 330 100.0％ 173 52.4％ 157 47.6％ 330 100.0％
2006 11 3.1％ 64 18.0％ 104 29.3％ 141 39.7％ 35 9.9％ 355 100.0％ 208 58.6％ 147 41.4％ 355 100.0％
2007 16 4.1％ 54 13.8％ 115 29.3％ 163 41.6％ 44 11.2％ 392 100.0％ 250 70.4％ 142 40.0％ 355 100.0％
2008 8 2.1％ 62 16.4％ 116 30.8％ 142 37.7％ 49 13.0％ 377 100.0％ 219 58.1％ 158 41.9％ 377 100.0％
2009 11 3.8％ 57 19.5％ 90 30.7％ 87 29.7％ 48 16.4％ 293 100.0％ 187 63.8％ 106 36.2％ 293 100.0％
2010 5 1.8％ 38 13.3％ 96 33.7％ 104 36.5％ 42 14.7％ 285 100.0％ 172 60.4％ 113 39.6％ 285 100.0％
2011 7 2.3％ 29 9.4％ 95 30.6％ 119 38.4％ 60 19.4％ 310 100.0％ 189 61.0％ 121 39.0％ 310 100.0％
2012 9 2.7% 56 16.6% 113 33.4% 118 34.9% 42 12.4% 338 100.0% 215 63.6% 123 36.4% 338 100.0%
2013 13 4.2％ 43 14.1％ 92 30.1％ 108 35.3％ 50 16.3％ 306 100.0％ 173 56.5％ 133 43.5％ 306 100.0％
2014 7 2.5％ 39 14.1％ 93 33.6％ 111 40.1％ 27 9.7％ 277 100.0％ 156 56.3％ 121 43.7％ 277 100.0％
合計 180 3.8％ 740 15.6％ 1,425 30.1％ 1,824 38.5％ 569 12.0％ 4,738 100.0％ 2,666 56.3％ 2,072 43.7％ 4,738 100.0％

3	 年齢別	 4  生死別

注） 業種については、「日本産業分類」により分類。
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表6  精神障害の認定事例の分析（年度「合計」は1999～2014年度分の合計）
1	 業種別

2	 職種別

3	 年齢別	 4  自殺事例

年度 林業 漁業 鉱業 製造業 建設業 運輸・郵
便業

電気・ガス・水
道・熱供給業

卸売・小
売業

金融・保
険業

教育・学習
支援業

医療、
福祉

情報通
信業

飲食店、
宿泊業

上記以
外の事業 合 計

2002 0 1 0 15 13 18 2 8 7 4 3 29 100 
2003 1 27 10 9 0 11 3 3 11 9 7 17 108 
2004 0 33 20 11 20 4 1 20 1 6 14 130 
2005 0 26 12 15 16 9 2 13 10 6 18 127 
2006 2 38 19 20 20 5 7 27 13 10 44 205 
2007 0 59 33 24 41 13 8 26 11 6 47 268 
2008 3 50 22 23 48 11 12 26 17 14 43 269
2009 2 43 26 23 36 10 4 21 12 15 42 234
2010 1 50 20 33 46 8 11 41 22 22 54 308 
2011 5 59 35 27 41 8 11 39 13 25 62 325 
2012 7 93 22 52 66 12 13 52 35 30 93 475 
2013 7 78 34 45 65 15 13 54 22 24 79 436 
2014 6 81 37 63 71 7 10 60 32 38 92 497
合計 37 675 327 372 3 504 116 100 409 1,059 3,602

年度 専門技術職 管  理  職 事  務  職 販  売  職 サ ー ビ ス 運輸・通信職 技   能   職 そ  の  他 合     計
2002 21 21.0％ 18 18.0％ 19 19.0％ 4 4.0％ 13 13.0％ 9 9.0％ 11 11.0％ 5 5.0％ 100 100.0％
2003 29 26.9％ 14 13.0％ 9 8.3％ 10 9.3％ 12 11.1％ 8 7.4％ 24 22.2％ 2 1.9％ 108 100.0％
2004 43 33.1％ 9 6.9％ 14 10.8％ 16 12.3％ 11 8.5％ 12 9.2％ 24 18.5％ 1 0.8％ 130 100.0％
2005 40 31.5％ 14 11.0％ 17 13.4％ 10 7.9％ 13 10.2％ 12 9.4％ 20 15.7％ 1 0.8％ 127 100.0％
2006 60 29.3％ 24 11.7％ 34 16.6％ 14 6.8％ 17 8.3％ 16 7.8％ 33 16.1％ 7 3.4％ 205 100.0％
2007 75 28.0％ 18 6.7％ 53 19.8％ 29 10.8％ 10 3.7％ 22 8.2％ 60 22.4％ 1 0.4％ 268 100.0％
2008 69 25.7％ 22 8.2％ 45 16.7％ 33 12.3％ 27 10.0％ 20 7.4％ 51 19.0％ 2 0.7％ 269 100.0％
2009 65 27.8％ 22 9.4％ 40 17.1％ 32 13.7％ 14 6.0％ 16 6.8％ 44 18.8％ 1 0.4％ 234 100.0％
2010 73 23.7％ 29 9.4％ 61 19.8％ 44 14.3％ 35 11.4％ 24 7.8％ 39 12.7％ 3 1.0％ 308 100.0％
2011 78 24.0％ 21 6.5％ 59 18.2％ 40 12.3％ 38 11.7％ 18 5.5％ 64 19.7％ 7 2.2％ 325 100.0％
2012 117 24.6% 26 5.5% 101 21.3% 54 11.4% 57 12.0% 33 6.9% 82 17.3% 5 1.1% 475 100.0%
2013 104 23.9％ 18 4.1％ 86 19.7％ 42 9.6％ 51 11.7％ 30 6.9％ 90 20.6％ 15 3.4％ 436 100.0％
2014 110 22.1％ 49 9.9％ 99 19.9％ 53 10.7％ 63 12.7％ 31 6.2％ 86 17.3％ 6 1.2％ 497 100.0％
合計 916 25.4％ 312 8.7％ 650 18.0％ 394 10.9％ 367 10.2％ 257 7.1％ 643 17.9％ 63 1.7％ 3,602 100.0％
注） 職種については、「日本標準職業分類」により分類。

注） 業種については、「日本産業分類」により分類。

年度 29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 合     計 自    殺 自殺以外 合     計
2001 24 34.3％ 20 28.6％ 11 15.7％ 11 15.7％ 4 5.7％ 70 100.0％ 31 44.3％ 39 55.7％ 70 100.0％
2002 25 25.0％ 25 25.0％ 23 23.0％ 20 20.0％ 7 7.0％ 100 100.0％ 43 43.0％ 57 57.0％ 100 100.0％
2003 25 23.1％ 40 37.0％ 21 19.4％ 19 17.6％ 3 2.8％ 108 100.0％ 40 37.0％ 68 63.0％ 108 100.0％
2004 26 20.0％ 53 40.8％ 31 23.8％ 16 12.3％ 4 3.1％ 130 100.0％ 45 34.6％ 85 65.4％ 130 100.0％
2005 37 29.1％ 39 30.7％ 25 19.7％ 20 15.7％ 6 4.7％ 127 100.0％ 42 33.1％ 85 66.9％ 127 100.0％
2006 39 19.0％ 83 40.5％ 36 17.6％ 33 16.1％ 14 6.8％ 205 100.0％ 66 32.2％ 139 67.8％ 205 100.0％
2007 67 25.0％ 100 37.3％ 61 22.8％ 31 11.6％ 9 3.4％ 268 100.0％ 81 30.2％ 187 69.8％ 268 100.0％
2008 71 26.4％ 74 27.5％ 69 25.7％ 43 16.0％ 12 4.5％ 269 100.0％ 66 24.5％ 203 75.5％ 269 100.0％
2009 56 23.9％ 75 32.1％ 57 24.4％ 38 16.2％ 8 3.4％ 234 100.0％ 63 26.9％ 171 73.1％ 234 100.0％
2010 78 25.3％ 88 28.6％ 76 24.7％ 54 17.5％ 12 3.9％ 308 100.0％ 65 21.1％ 243 78.9％ 308 100.0％
2011 74 22.8％ 112 34.5％ 71 21.8％ 56 17.2％ 12 3.7％ 325 100.0％ 66 20.3％ 259 79.7％ 325 100.0％
2012 107 22.5% 149 31.4% 146 30.7% 50 10.5% 23 4.8% 475 100.0% 93 19.6% 382 80.4% 475 100.0%
2014 113 22.7％ 138 27.8％ 140 28.2％ 86 17.3％ 20 4.0％ 497 100.0％ 99 19.9％ 398 80.1％ 497 100.0％
合計 834 23.2％ 1,168 32.4％ 887 24.6％ 555 15.4％ 158 4.4％ 3,602 100.0％ 987 27.4％ 2,615 72.6％ 3,602 100.0％

脳・心臓疾患、精神障害の労災補償
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表7-1  脳・心臓疾患の支給決定件数の多い業種（中分類、上位15業種、2011年度以前は一部省略）

業種（大分類） 業種（中分類）
2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度
順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数

運輸業、郵便業 道路貨物運送業 1 94 1 94 1 71 1 75 1 57
建設業 総合工事業 2 13 2 13 2 22 2 24 3 14

サービス業（他に分類されないもの） その他の事業サービス業 2 13 2 13 3 18 4 18 3 14
宿泊業、飲食サービス業 飲食店 4 12 4 12 4 16 3 19 3 14
運輸業、郵便業 道路旅客運送業 5 9 5 9 5 15 5 14 2 17
建設業 設備工事業 6 8 6 8 6 13 6 11

卸売・小売業 各種商品小売業 6 8 6 8 7 11
卸売・小売業 その他の小売業 6 8 6 8 12 6 6 11 7 11

宿泊業、飲食サービス業 宿泊業 6 8 6 8 12 6 11 6
卸売・小売業 飲食料品卸売業 10 7 10 7 11 6

学術研究、専門・技術サービス業 専門サービス業（他に分類されないもの） 10 7 10 7
建設業 職別工事業（設備工事業を除く） 12 6 12 6 13 6
医療、福祉 医療業 12 6 12 6 9 8 11 6

サービス業（他に分類されないもの） その他のサービス業 12 6 12 6
学術研究、専門・技術サービス業 技術サービス業（他に分類されないもの） 12 6 12 6 12 6

製造業 食料品製造業 8 10 11 6 13 6
製造業 電気機械器具製造業 9 8 8 8
卸売・小売業 飲食料品小売業 9 8 10 7 6 12
情報通信業 情報サービス業 9 8
情報通信業 映像･音声･文字情報制作業 12 6
卸売・小売業 機械器具卸売業 12 6

サービス業（他に分類されないもの） 職業派遣･労働者派遣業 12 6

表7-2  脳・心臓疾患の支給決定件数の多い職種（中分類、上位15職種）

職種（大分類） 職種（中分類）
2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度
順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数

輸送・機械運転従事者 自動車運転従事者 1 85 1 93 1 83 1 85 1 65
管理的職業従事者 法人・団体管理職員 2 24 9 8 14 7 6 11 5 17
販売従事者 営業職業従事者 3 14 2 21 2 21

サービス職業従事者 飲食物調理従事者 4 13 6 11 6 14 4 15 6 12
販売従事者 商品販売従事者 5 12 3 16 3 18 2 19 2 23

管理的職業従事者 その他の管理的職業従事者 6 11 3 16 4 17 2 19 7 11
事務従事者 一般事務従事者 7 8 6 11 4 17 8 10 3 21

専門的・技術的職業従事者 建築・土木・測量技術者 7 8 10 10 11 8 11 8
サービス職業従事者 接客・給仕職業従事者 7 8 11 8 8 10
建設・採掘従事者 建設従事者（建設躯体工事従事者を除く） 10 7 5 13 7 11 11 8 12 7

専門的・技術的職業従事者 製造技術者（開発を除く） 10 7 8 9 14 7 15 6
専門的・技術的職業従事者 その他の技術者 12 6
サービス職業従事者 その他のサービス職業従事者 13 6 11 7 7 11 15 6
生産工程従事者 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 14 5 11 7 10 10 8 10 15 4
事務従事者 営業・販売事務従事者 14 5 9 8 7 11 5 12 4 20

運搬・清掃・包装等従事者 運搬従事者 11 7 12 7
保安職業従事者 その他の保安職業従事者 14 6 10 10 6 11 10 9

専門的・技術的職業従事者 その他の専門的職業従事者 14 6
専門的・技術的職業従事者 情報処理・通信技術者 10 10 11 8 8 10

販売従事者 営業職業従事者 10 9 15 4
建設・採掘従事者 土木作業従事者 15 6

専門的・技術的職業従事者 製造技術者（開発） 14 5
専門的・技術的職業従事者 教員 15 4
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表8-1  精神障害の支給決定件数の多い業種（中分類、上位15業種、2012年度以前は一部省略）

業種（大分類） 業種（中分類）
2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度
順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数

運輸業、郵便業 道路貨物運送業 1 41 2 24 2 32 6 11 4 15
医療、福祉 社会保険・社会福祉・介護事業 2 32 1 32 1 33 2 19 1 20
医療、福祉 医療業 3 27 3 22 6 18 2 19 1 20

宿泊業、飲食サービス業 飲食店 4 25 7 17 6 18 4 15 6 12
建設業 総合工事業 5 18 5 19 9 12 1 22 8 10

情報通信業 情報サービス業 6 16 6 18 3 25 9 9 3 16
卸売・小売業 飲食良品小売業 7 14 9 13
卸売・小売業 各種商品小売業 8 13 11 11 13 7 10 9
製造業 食料品製造業 8 13 13 7 5 13

サービス業（他に分類されないもの） その他のサービス業 10 12
卸売・小売業 その他の小売業 10 12 8 14 4 20 8 10 8 10

学術研究、専門・技術サービス業 技術サービス業（他に分類されないもの） 10 12
製造業 金属製品製造業 10 12 9 12 9 9

学術研究、専門・技術サービス業 専門サービス業（他に分類されないもの） 10 12 10 12 12 7
専門サービス業（他に分類されないもの） その他の事業サービス業 15 11 4 20 4 20 13 7

建設業 職別工事業（設備工事業を除く） 15 11
製造業 電気機械器具製造業 15 11 6 11
製造業 輸送用機械器具製造業 15 11 11 11 8 14 9 9

卸売・小売業 機械器具小売業 15 11 12 7
宿泊業、飲食サービス業 宿泊業 15 11 9 12 12 7
運輸業、郵便業 道路旅客運送業 14 10 13 11 13 7 6 12
建設業 設備工事業 11 11 5 12 10 9
製造業 化学工業 14 10

金融・保険業 保険業（保健媒介代理業、保健サービス業を含む） 14 10

表8-2  精神障害の支給決定件数の多い職種（中分類、上位15職種）

職種（大分類） 職種（中分類）
2014年度 2013年度 2012年度 2011年度 2010年度
順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数 順位 件数

事務作業者 一般事務従事者 1 56 1 50 1 65 1 39 1 36
管理的職業従事者 法人・団体管理職員 2 39 4 13 4 16
販売従事者 商品販売従事者 3 34 2 26 3 29 2 22 2 33
生産工程従事者 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 4 31 6 18 7 18 15 8 9 11

輸送・機械運転従事者 自動車運転従事者 5 29 3 26 4 28 4 13 3 20
事務従事者 営業・販売事務従事者 6 25 4 21 6 21 9 11 5 15

サービス職業従事者 接客・給仕職業従事者 7 19 11 15 8 12 12 9
専門的・技術的職業従事者 情報処理・通信技術者 8 18 7 17 2 30 4 13 7 13
専門的・技術的職業従事者 保健師、授産師、看護師 9 17 9 16 12 13 4 13 5 15

販売従事者 営業職業従事者 9 17 10 15 5 24 3 17 9 11
サービス職業従事者 介護サービス職業従事者 11 15 11 13 15 9 9 11
サービス職業従事者 その他のサービス職業従事者 11 15 11 13 7 18 15 6

専門的・技術的職業従事者 建築・土木・測量技術者 13 13 11 10 11 10
専門的・技術的職業従事者 その他の専門的職業従事者 14 11 7 17
サービス職業従事者 飲食物調理従事者 14 11 14 11 15 9 14 9 13 8
建設・採掘従事者 建設従事者（建設躯体工事従事者を除く） 14 11 14 11 11 10
生産工程従事者 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 4 21 10 16 11 10
管理的職業従事者 その他の管理的職業従事者 11 13 7 18 15 8 8 12

専門的・技術的職業従事者 製造技術者（開発） 13 11 15 8
専門的・技術的職業従事者 製造技術者（開発を除く） 14 10
専門的・技術的職業従事者 社会福祉専門職業従事者 14 7
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区分
年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

合計 割合 死亡
合計 割合

うち死亡 うち死亡 うち死亡 うち死亡 うち死亡
45時間未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.0％ 0 0.0％

45時間以上～60時間未満 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 4 0.2％ 3 0.3％
60時間以上～80時間未満 18 6 20 8 20 4 31 16 20 10 175 6.8％ 81 8.0％
80時間以上～100時間未満 92 36 105 43 116 50 106 50 105 50 909 35.3％ 389 38.2％
100時間以上～120時間未満 84 36 58 24 69 28 71 28 66 27 618 24.0％ 229 22.5％
120時間以上～140時間未満 31 12 46 17 50 14 21 8 32 14 298 11.6％ 114 11.2％
140時間以上～160時間未満 13 4 16 5 16 9 22 8 23 7 174 6.7％ 65 6.4％

160時間以上 20 10 21 4 31 9 34 13 20 8 203 7.9％ 63 6.2％
その他 26 8 43 19 36 9 21 10 11 5 196 7.6％ 73 7.2％
合計 285 113 310 121 338 123 306 133 277 121 2,578 100.0％ 1,017 100.0％

表9  脳・心臓疾患の時間外労働時間数（1か月平均）別支給決定件数（年度「合計」は2007～2014年度の合計）

区分
年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

合計 割合 自殺
合計 割合

うち自殺 うち自殺 うち自殺 うち自殺 うち自殺
20時間未満 56 5 63 4 97 3 89 5 118 7 580 20.6％ 39 6.5％

20時間以上～40時間未満 13 1 19 2 25 3 43 9 37 12 172 6.1％ 38 6.4％
40時間以上～60時間未満 18 6 15 4 29 8 31 4 34 6 153 5.4％ 42 7.0％
60時間以上～80時間未満 11 6 15 4 26 13 27 7 18 8 137 4.9％ 56 9.4％
80時間以上～100時間未満 27 8 29 9 32 7 21 4 27 11 197 7.0％ 61 10.2％
100時間以上～120時間未満 43 14 38 15 66 17 46 9 50 14 337 12.0％ 117 19.6％
120時間以上～140時間未満 25 9 28 9 46 15 22 4 36 5 218 7.8％ 63 10.6％
140時間以上～160時間未満 12 2 8 5 24 6 24 6 21 5 122 4.3％ 34 5.7％

160時間以上 20 6 21 7 46 14 31 7 67 26 230 8.2％ 78 13.1％
その他 83 8 89 7 84 7 102 8 89 5 666 23.7％ 68 11.4％
合計 308 65 325 66 475 93 436 63 497 99 2,812 100.0％ 596 100.0％

表10  精神障害の時間外労働時間数（1か月平均）別支給決定件数（年度「合計」は2007～2014年度の合計）

区分

年度 2012年度 2013年度 2014年度 支給決
定件数
合計

割合
うち
死亡
合計

割合決定件数 支給決定件数 決定件数 支給決定件数 決定件数 支給決定件数
うち死亡 うち死亡 うち死亡 うち死亡 うち死亡 うち死亡

正規職員・従業員 655 248 322 120 591 257 286 124 549 216 264 114 1,696 94.0％ 680 94.8％
契約社員 8 2 2 0 18 8 5 1 12 3 1 0 14 0.8％ 4 0.6％
派遣労働者 6 3 3 1 7 2 1 1 11 3 1 1 10 0.6％ 4 0.6％
パート・アルバイト 32 8 3 0 32 10 7 3 25 4 0 0 28 1.6％ 9 1.3％

その他（特別加入者等） 40 11 8 2 35 13 7 4 40 19 6 6 56 3.1％ 20 2.8％
合計 741 272 338 123 683 290 306 133 637 245 272 121 1,804 100.0％ 717 100.0％

表11  脳・心臓疾患の就業形態別決定及び支給決定件数（「支給決定件数合計」は2009～2014年度の合計）

区分

年度 2012年度 2013年度 2014年度 支給決
定件数
合計

割合
うち
自殺
合計

割合決定件数 支給決定件数 決定件数 支給決定件数 決定件数 支給決定件数
うち自殺 うち自殺 うち自殺 うち自殺 うち自殺 うち自殺

正規職員・従業員 1,067 196 433 92 999 146 375 57 1,099 195 435 93 2,033 89.6％ 429 95.5％
契約社員 36 1 11 0 66 1 20 1 70 6 16 3 65 2.9％ 5 1.1％
派遣労働者 31 2 10 0 32 4 11 2 30 0 4 0 35 1.5％ 4 0.9％
パート・アルバイト 68 2 17 0 85 3 26 2 90 4 36 0 115 5.1％ 3 0.7％

その他（特別加入者等） 15 2 4 1 11 3 4 1 18 5 6 3 21 0.9％ 8 1.8％
合計 1,217 203 475 93 1,193 157 436 63 1,307 210 497 99 2,269 100.0％ 449 100.0％

表12  精神障害の就業形態別決定及び支給決定件数（「支給決定件数合計」は2009～2014年度の合計）
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表13  精神障害の出来事別決定及び支給決定件数一覧（年度「合計」は2009～2014年度の合計）

出来事の
雛形 具体的な出来事　注1

2012年度 2013年度 2014年度 合計
決定件数 決定件数 決定件数

決定
件数

うち
支給
決定

認定
率うち支給 うち支給 うち支給

自殺 自殺 自殺 自殺 自殺 自殺
1 事故や災
害の体験

（重度の）病気やケガをした 97 4 45 3 92 4 46 3 79 7 43 5 480 184 38.3％
悲惨な事故や災害の体験、目撃をした 93 2 51 2 82 0 49 0 101 0 72 0 508 289 56.9％

2 仕事の失
敗、過重な
責任の発
生等

業務に関し、重大な人身事故、重大事故を起こした 4 0 2 0 5 2 3 1 4 0 2 0 37 16 43.2％
会社の経営に影響するなどの重大な仕事上の
ミスをした 21 11 7 4 19 6 9 4 40 19 17 9 120 44 36.7％

会社で起きた事故、事件について、責任を問われた 11 2 5 1 7 3 2 1 7 3 7 3 67 25 37.3％
自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた 4 3 0 0 2 1 0 0 2 1 1 1 25 10 40.0％
業務に関し、違法行為を強要された 7 0 2 0 5 0 1 0 15 0 1 0 45 8 17.8％
達成困難なノルマが課された 9 4 3 2 17 8 6 2 18 7 5 4 64 29 45.3％
ノルマが達成できなかった 7 2 2 0 5 0 1 0 5 2 0 0 47 11 23.4％
新規事業の担当になった、会社の建て直しの担
当になった 4 1 2 1 11 5 3 1 4 2 1 0 48 22 45.8％

顧客や取引先から無理な注文を受けた 5 1 2 1 7 2 2 1 6 2 3 2 32 14 43.8％
顧客や取引先からクレームを受けた 35 6 13 4 22 3 8 1 35 8 17 6 160 60 37.5％
大きな説明会や公式の場での発表を強いられた 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 8 1 12.5％
上司が不在になることにより、その代行を任された 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 0 8 1 12.5％

3 仕事の量・
質

仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる
出来事があった 125 34 59 19 127 27 55 14 129 39 50 20 830 362 43.6％

1か月に80時間以上の時間外労働を行った 59 17 32 8 64 10 34 5 89 24 55 13 218 124 56.9％
2週間以上にわたって連続勤務を行った 28 8 17 7 21 2 15 2 27 4 15 1 78 48 61.5％
勤務形態に変化があった 1 1 0 0 3 1 0 0 4 0 0 0 18 1 5.6％
仕事のペース、活動の変化あった 3 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 21 0 0.0％

4 役割・地位
の変化等

退職を強要された 31 3 8 0 29 1 8 0 30 1 11 1 159 45 28.3％
配置転換があった 63 10 12 4 62 17 11 6 52 12 10 4 297 51 17.2％
転勤をした 18 11 4 2 10 2 3 1 10 5 4 2 131 29 22.1％
複数名で担当していた業務を1人で担当するよ
うになった 7 0 3 0 6 3 1 0 3 1 1 0 43 15 34.9％

非正規社員であるとの理由等により、仕事上の
差別、不利益取扱いを受けた 3 0 0 0 7 0 1 0 5 2 1 0 33 5 15.2％

自分の昇格・昇進があった 9 2 1 0 5 4 1 1 7 2 1 1 57 8 14.0％
部下が減った 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 8 0 0.0％
早期退職制度の対象となった 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0.0％
非正規社員である自分の契約満了が迫った 0 0 0 0 2 0 0 0 2 0 0 0 5 0 0.0％

5 対人関係 （ひどい）嫌がらせ、いじめ又は暴行を受けた 99 15 55 10 115 7 55 5 169 14 69 4 552 274 49.6％
上司とのトラブルがあった 213 22 35 6 231 27 17 5 221 13 21 4 1,188 115 9.7％
同僚とのトラブルがあった 42 9 2 1 32 2 3 1 40 3 2 0 202 9 4.5％
部下とのトラブルがあった 8 3 4 2 9 1 3 0 4 1 0 0 33 10 30.3％
理解してくれていた人の異動があった 3 1 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 8 0 0.0％
上司が替わった 2 1 1 0 3 1 0 0 1 0 0 0 25 2 8.0％
同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された 3 1 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 11 0 0.0％

6 セクシュアル
ハラスメント セクシュアルハラスメントを受けた 45 0 24 0 52 0 28 1 47 2 27 0 204 97 47.5％

7 特別な出来事　注2 84 16 84 16 73 8 71 8 61 19 61 19 338 336 99.4％
8 その他　注3 71 13 0 0 63 10 0 0 84 16 0 0 592 30 5.1％

合　計 1,217 203 475 93 1,193 157 436 63 1,307 210 497 99 6,704 2,275 33.9％

注1	 「具体的な出来事」は、平成23年12月26日付け基発1226第1号「心理的負荷による精神障害の認定基準について」別表第1による。
2		 「特別な出来事」とは、心理的負荷が極度のもの等の件数である。
3		 「その他」は、評価の対象となる出来事が認められなかったもの等の件数である。
4		 自殺は、未遂を含む件数である。
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表14  脳血管疾患の労災補償状況（都道府県別）（年度「合計」は2000～2014年度の合計）

認定率②
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計 2009 2010 2011 2012 2013 2014 平均

北海道 8 13 8 11 4 7 10 9 9 111 68.8% 40.0% 41.2% 58.8% 64.3％ 47.4％ 53.8％
青   森 3 1 3 3 1 1 16 100.0% 100.0% 50.0% 0.0％ 100.0％ 80.0％
岩   手 3 2 1 2 4 1 1 15 0.0% 50.0% 100.0% 50.0% 25.0％ 100.0％ 50.0％
宮   城 1 2 6 2 7 12 6 9 3 67 16.7% 38.9% 60.0% 75.0% 52.9％ 42.9％ 47.6％
秋   田 2 1 1 1 1 1 10 50.0% 100.0% 50.0% 100.0％ 50.0％ 62.5％
山   形 1 1 1 4 3 1 18 0.0% 66.7% 0.0% 60.0％ 100.0％ 42.1％
福   島 4 1 1 4 1 3 3 3 1 30 57.1% 33.3% 50.0% 27.3% 75.0％ 25.0％ 42.9％
茨   城 2 6 8 1 5 1 6 3 51 14.3% 71.4% 16.7% 50.0% 0.0％ 37.5％ 34.8％
栃   木 4 6 1 5 1 1 2 30 100.0% 83.3% 100.0% 20.0％ 100.0％ 66.7％
群   馬 7 3 1 5 2 4 5 2 38 83.3% 40.0% 44.4% 50.0% 0.0％ 33.3％ 46.2％
埼   玉 12 12 5 7 4 4 6 12 7 121 46.7% 23.5% 30.8% 28.6% 48.0％ 41.2％ 37.0％
千   葉 8 13 7 10 2 7 9 9 3 87 55.6% 16.7% 43.8% 52.9% 81.8％ 17.6％ 44.0％
東   京 36 41 50 32 33 23 39 20 26 457 41.0% 45.2% 36.5% 51.3% 35.7％ 48.1％ 43.3％
神奈川 19 22 18 16 11 20 15 12 16 205 42.1% 35.5% 50.0% 42.9% 35.3％ 45.7％ 42.3％
新   潟 2 6 3 1 3 1 29 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0％ 33.3％ 27.8％
富   山 5 2 5 1 1 1 24 100.0% 100.0% 33.3％ 100.0％ 80.0％
石   川 1 2 2 1 2 1 1 3 15 50.0% 33.3% 50.0% 0.0% 100.0％ 75.0％ 47.1％
福   井 2 1 3 1 3 13 0.0% . 60.0% 100.0% 75.0％ 58.3％
山   梨 1 1 1 1 12 0.0% 100.0% 25.0% 0.0% 0.0％ 100.0％ 25.0％
長   野 4 1 5 1 1 2 3 21 20.0% 25.0% 33.3% 0.0% 0.0％ 100.0％ 31.8％
岐   阜 2 1 1 3 1 2 2 25 50.0% 33.3% 0.0% 40.0% 40.0％ 0.0％ 30.0％
静   岡 4 10 4 4 2 5 4 4 3 55 80.0% 33.3% 62.5% 44.4% 66.7％ 75.0％ 57.9％
愛   知 9 8 10 6 10 9 11 7 10 116 30.0% 45.5% 37.5% 44.0% 43.8％ 62.5％ 43.1％
三   重 2 2 2 2 1 1 2 32 25.0% 33.3% 25.0% 14.3% 0.0％ 40.0％ 23.5％
滋   賀 3 7 3 1 3 5 2 3 2 46 20.0% 75.0% 100.0% 50.0% 42.9％ 100.0％ 59.3％
京   都 9 10 4 4 8 5 7 3 8 85 15.4% 36.4% 21.7% 36.8% 37.5％ 57.1％ 31.3％
大   阪 23 32 28 17 19 18 20 16 15 280 33.3% 35.2% 40.9% 38.5% 38.1％ 29.4％ 35.7％
兵   庫 11 8 7 7 9 4 6 9 7 117 35.0% 47.4% 16.7% 33.3% 69.2％ 36.8％ 37.2％
奈   良 2 2 2 2 2 3 3 2 1 28 66.7% 28.6% 100.0% 60.0% 66.7％ 20.0％ 50.0％
和歌山 4 1 1 2 1 3 2 4 30 50.0% 100.0% 60.0% 50.0％ 80.0％ 63.2％
鳥   取 1 2 2 2 1 1 14 100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0％ 100.0％ 75.0％
島   根 1 1 1 1 1 8 100.0% 100.0% 100.0% 100.0％ 100.0％
岡   山 3 3 4 2 1 2 1 1 31 50.0% 25.0% 0.0% 33.3% 33.3％ 50.0％ 33.3％
広   島 3 11 14 6 6 1 5 7 10 87 50.0% 46.2% 8.3% 50.0% 63.6％ 62.5％ 47.3％
山   口 1 3 2 2 2 2 1 17 40.0% 40.0% 50.0% 25.0% 0.0％ 0.0％ 31.8％
徳   島 1 2 1 1 4 2 2 2 27 33.3% 57.1% 0.0% 66.7% 50.0％ 28.6％ 40.7％
香   川 3 4 2 2 1 1 1 3 23 100.0% 50.0% 33.3% 33.3% 75.0％ 0.0％ 47.1％
愛   媛 2 2 1 2 1 6 4 6 32 40.0% 25.0% 100.0% 50.0% 75.0％ 0.0％ 52.8％

高   知 2 1 6 1 1 5 1 2 31 100.0% 16.7% 100.0% 50.0% 50.0％ 0.0％ 52.6％

福   岡 9 10 7 4 6 9 9 10 5 115 44.4% 46.2% 64.3% 60.0% 50.0％ 41.7％ 51.8％
佐   賀 2 1 2 1 2 1 1 5 17 33.3% 40.0% 100.0% 50.0% 100.0％ 0.0％ 58.8％
長   崎 1 6 3 2 2 3 4 1 36 100.0% 33.3% 42.9% 57.1% 0.0％ 20.0％ 41.4％
熊   本 4 4 4 4 6 1 3 1 47 40.0% 46.2% 9.1% 60.0% 0.0％ 33.3％ 33.3％
大   分 2 4 2 2 2 3 5 1 2 30 100.0% 40.0% 37.5% 100.0% 16.7％ 50.0％ 50.0％
宮   崎 2 1 1 4 3 17 20.0% 0.0% 80.0% 0.0% 50.0％ 0.0％ 38.1％
鹿児島 2 3 2 3 1 5 6 3 34 50.0% 75.0% 25.0% 55.6% 75.0％ 50.0％ 57.1％
沖   縄 3 2 3 5 2 1 2 2 25 62.5% 40.0% 33.3% 0.0% 50.0％ 22.2％ 38.7％
合　計 225 263 249 180 176 200 211 182 166 2,775 40.7% 40.3% 42.6% 45.3% 46.0％ 42.9％ 42.9％



54   安全センター情報2015年8月号

表15  虚血性心疾患等の労災補償状況（都道府県別）（年度「合計」は2000～2014年度の合計）

認定率②
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計 2009 2010 2011 2012 2013 2014 平均

北海道 7 4 2 2 4 4 3 4 9 64 40.0% 44.4% 57.1% 27.3% 33.3％ 64.3％ 44.8％
青   森 1 1 2 1 3 10 66.7% 100.0% 60.0% 63.6％
岩   手 1 1 4 7 0.0% 100.0% 66.7％ 71.4％
宮   城 3 3 2 3 1 6 3 4 1 39 42.9% 20.0% 60.0% 37.5% 40.0％ 50.0％ 42.9％
秋   田 1 1 2 1 1 1 9 100.0% 100.0% 0.0% 100.0％ 60.0％
山   形 2 1 1 1 1 1 11 0.0% 100.0% 0.0% 25.0% 50.0％ 40.0％
福   島 1 1 1 1 2 5 1 1 27 33.3% 66.7% 71.4% 33.3% 0.0％ 14.3％ 41.7％
茨   城 2 3 3 2 1 3 5 2 1 31 66.7% 20.0% 60.0% 62.5% 40.0％ 50.0％ 50.0％
栃   木 3 0 1 1 2 1 1 16 33.3% 100.0% 66.7% 20.0％ 50.0％ 42.9％
群   馬 1 4 4 3 3 1 1 1 34 75.0% 50.0% 50.0% 0.0% 33.3％ 100.0％ 45.0％
埼   玉 7 4 8 7 5 5 3 7 8 74 46.7% 41.7% 45.5% 33.3% 43.8％ 50.0％ 44.3％
千   葉 3 3 6 4 4 1 1 4 6 52 40.0% 40.0% 10.0% 25.0% 80.0％ 42.9％ 37.7％
東   京 18 19 23 13 23 14 28 18 14 253 37.1% 47.9% 45.2% 63.6% 48.6％ 41.2％ 48.0％
神奈川 10 9 14 14 7 10 8 4 4 107 50.0% 41.2% 55.6% 42.1% 23.5％ 21.1％ 39.8％
新   潟 2 2 1 2 1 3 2 2 19 50.0% 0.0% 75.0% 0.0% 50.0％ 40.0％ 45.5％
富   山 1 2 1 1 3 1 1 16 50.0% 0.0% 100.0% 75.0% 100.0％ 50.0％ 69.2％
石   川 2 1 1 1 3 2 13 50.0% 50.0% 50.0% 100.0％ 66.7％ 66.7％
福   井 1 1 1 2 2 7 0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 100.0％ 75.0％
山   梨 4 3 2 3 2 17 0.0% 75.0% 0.0% 40.0% 0.0％ 50.0％
長   野 3 1 1 2 10 0.0% 20.0% 0.0% 50.0% 0.0％ 0.0％ 15.8％
岐   阜 2 1 1 2 13 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0％ 0.0％ 17.6％
静   岡 1 3 3 2 1 3 2 26 50.0% 33.3% 0.0% 75.0% 0.0％ 40.0％ 40.0％
愛   知 5 7 10 5 2 6 5 5 9 82 41.7% 25.0% 75.0% 50.0% 50.0％ 69.2％ 52.5％
三   重 3 1 1 1 2 3 17 50.0% 100.0% 0.0% 66.7% 42.9％ 0.0％ 35.0％
滋   賀 2 4 3 2 2 2 4 3 28 28.6% 100.0% 66.7% 0.0% 50.0％ 100.0％ 54.2％
京   都 3 5 2 3 5 3 2 4 6 53 33.3% 55.6% 30.0% 28.6% 80.0％ 75.0％ 47.9％
大   阪 15 14 10 7 8 13 16 15 9 153 25.0% 25.0% 41.9% 37.2% 35.7％ 42.9％ 34.5％
兵   庫 7 7 7 5 6 5 3 8 2 78 41.7% 54.5% 62.5% 27.3% 53.3％ 25.0％ 44.6％
奈   良 2 1 1 2 1 2 14 0.0% 100.0% 40.0% 33.3% 100.0％ 0.0％ 35.3％
和歌山 1 1 1 2 1 1 1 17 28.6% 33.3% 0.0% 33.3% 100.0％ 0.0％ 31.3％
鳥   取 1 1 1 1 1 11 0.0% 0.0% 50.0% 100.0％ 50.0％ 42.9％
島   根 1 1 1 2 5 33.3% 100.0% 100.0％ 66.7％
岡   山 2 1 1 2 3 1 5 2 26 50.0% 60.0% 0.0% 33.3% 71.4％ 66.7％ 48.1％
広   島 4 4 3 2 5 4 2 8 51 40.0% 0.0% 50.0% 100.0% 25.0％ 66.7％ 48.8％
山   口 3 3 1 1 1 2 3 3 2 25 33.3% 50.0% 100.0% 100.0% 75.0％ 100.0％ 75.0％
徳   島 1 1 2 1 1 12 100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 33.3％ 38.5％
香   川 1 1 1 1 1 3 1 17 100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 100.0％ 100.0％ 60.0％
愛   媛 2 2 2 1 1 1 23 0.0% 100.0% 33.3% 0.0% 20.0％ 25.0％ 29.4％

高   知 1 1 1 1 7 100.0% 0.0% 0.0％ 100.0％ 50.0％

福   岡 4 5 4 6 2 2 7 3 3 61 75.0% 25.0% 22.2% 87.5% 25.0％ 30.0％ 41.8％
佐   賀 2 2 2 12 66.7% 100.0% 0.0％ 0.0％ 57.1％
長   崎 2 1 2 2 12 25.0% 0.0% 0.0% 66.7% 66.7％ 0.0％ 31.3％
熊   本 2 2 1 5 1 3 2 1 1 24 83.3% 50.0% 60.0% 33.3% 50.0％ 25.0％ 52.0％
大   分 1 2 1 2 1 1 2 12 100.0% 66.7% 16.7% 50.0% 28.6％ 0.0％ 35.0％
宮   崎 2 2 3 1 1 1 15 40.0% 0.0% 0.0% 25.0% 33.3％ 33.3％ 38.1％
鹿児島 3 2 2 1 1 1 1 19 50.0% 25.0% 100.0% 50.0％ 50.0％ 46.2％
沖   縄 1 1 1 3 1 1 10 33.3% 75.0% 0.0% 25.0％ 33.3％ 40.0％
合　計 130 129 128 113 109 110 127 124 111 1,639 42.3% 42.1% 44.4% 46.2% 43.2％ 44.4％ 43.8％

脳・心臓疾患、精神障害の労災補償
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表16  精神障害の労災補償状況（都道府県別）（年度「合計」は2000～2014年度の合計）

認定率②
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計 2009 2010 2011 2012 2013 2014 平均

北海道 10 10 17 11 28 18 27 18 31 187 34.4% 48.3% 36.7% 55.1% 39.1％ 48.4％ 44.6％
青   森 1 1 1 1 3 2 7 19 0.0% 25.0% 25.0% 60.0% 40.0％ 70.0％ 46.7％
岩   手 1 3 2 2 3 1 5 6 10 38 0.0% 27.3% 25.0% 41.7% 85.7％ 58.8％ 50.9％
宮   城 1 6 7 12 13 22 22 12 12 122 60.0% 50.0% 57.9% 68.8% 41.4％ 31.6％ 50.8％
秋   田 2 2 3 5 3 1 3 2 30 75.0% 38.5% 27.3% 25.0% 60.0％ 33.3％ 39.5％
山   形 4 6 1 5 2 6 2 5 34 0.0% 50.0% 33.3% 66.7% 66.7％ 41.7％ 44.7％
福   島 2 4 4 3 3 6 11 10 5 55 25.0% 37.5% 42.9% 52.4% 58.8％ 41.7％ 45.2％
茨   城 3 2 6 3 13 13 11 6 7 77 30.0% 56.5% 46.4% 61.1% 27.3％ 33.3％ 43.4％
栃   木 2 5 3 1 5 3 4 2 4 32 25.0% 100.0% 50.0% 66.7% 40.0％ 44.4％ 54.3％
群   馬 5 5 4 3 3 2 3 2 5 39 60.0% 42.9% 20.0% 30.0% 22.2％ 31.3％ 31.6％
埼   玉 6 12 0 5 5 4 6 8 22 87 20.0% 20.0% 14.8% 13.3% 23.5％ 44.9％ 24.4％
千   葉 3 10 16 11 15 8 9 13 19 115 50.0% 34.9% 19.0% 22.0% 27.7％ 51.4％ 32.3％
東   京 33 50 40 33 40 42 90 80 91 575 23.2% 21.6% 28.8% 39.6% 37.7％ 38.9％ 32.8％
神奈川 26 26 18 15 19 34 46 30 33 301 20.3% 23.2% 33.7% 47.4% 31.6％ 28.2％ 31.3％
新   潟 4 1 10 4 5 4 4 9 10 60 66.7% 0.0% 44.4% 44.4% 42.9％ 52.6％ 47.4％
富   山 1 3 2 6 4 0.0% 60.0% 0.0% 40.0% 85.7％ 0.0％ 42.3％
石   川 4 3 1 2 1 2 2 5 21 0.0% 66.7% 50.0% 33.3% 33.3％ 50.0％ 40.0％
福   井 4 5 2 2 4 3 7 1 5 40 0.0% 40.0% 60.0% 70.0% 25.0％ 41.7％ 45.8％
山   梨 1 1 1 2 2 4 7 4 26 0.0% 25.0% 25.0% 30.8% 58.3％ 57.1％ 38.5％
長   野 4 2 2 4 4 4 4 9 5 47 57.1% 44.4% 20.0% 30.8% 60.0％ 33.3％ 38.0％
岐   阜 1 4 3 6 4 6 5 7 40 50.0% 0.0% 23.5% 60.0% 41.7％ 36.8％ 37.8％
静   岡 1 4 7 8 6 9 7 6 14 68 44.4% 40.0% 47.4% 41.2% 35.3％ 43.8％ 42.4％
愛   知 7 6 10 14 5 7 19 10 17 116 20.6% 7.1% 12.7% 22.9% 19.6％ 33.3％ 19.0％
三   重 2 3 3 2 2 6 17 16.7% 15.4% 0.0% 0.0% 15.4％ 50.0％ 16.3％
滋   賀 7 8 4 5 6 8 3 5 60 0.0% 55.6% 46.2% 53.3% 42.9％ 71.4％ 45.8％
京   都 6 12 10 12 12 14 18 8 15 121 29.3% 28.6% 31.1% 36.7% 24.2％ 35.7％ 31.3％
大   阪 22 23 22 26 21 21 36 44 40 311 21.7% 15.6% 17.2% 26.1% 30.1％ 28.6％ 23.5％
兵   庫 8 11 13 11 13 19 24 35 31 217 28.2% 37.1% 43.2% 45.3% 54.7％ 45.6％ 43.9％
奈   良 2 5 4 4 5 1 6 1 36 57.1% 40.0% 38.5% 20.0% 37.5％ 11.1％ 35.0％
和歌山 4 1 3 1 4 16 25.0% 25.0% 20.0% 0.0％ 66.7％ 28.1％
鳥   取 3 3 2 3 3 0.0% 0.0% 75.0% 50.0% 75.0％ 0.0％ 47.1％
島   根 1 1 2 1 1 1 7 100.0% 50.0% 50.0% 0.0％ 20.0％ 41.7％
岡   山 2 2 2 6 3 7 4 3 6 41 46.2% 21.4% 35.0% 40.0% 18.8％ 46.2％ 33.7％
広   島 4 2 11 2 5 8 16 16 12 87 12.5% 17.2% 21.6% 44.4% 41.0％ 36.4％ 31.1％
山   口 1 4 1 2 4 5 4 5 5 35 66.7% 80.0% 62.5% 57.1% 38.5％ 45.5％ 53.2％
徳   島 1 3 1 2 1 2 1 8 20.0% 40.0% 0.0% 50.0% 50.0％ 14.3％ 24.1％
香   川 1 4 3 1 1 2 3 4 22 20.0% 25.0% 50.0% 37.5% 0.0％ 66.7％ 36.7％
愛   媛 1 1 3 1 3 2 7 4 2 32 12.5% 42.9% 40.0% 41.2% 28.6％ 14.3％ 29.2％

高   知 1 3 4 6 7 3 7 0.0% 37.5% 40.0% 60.0% 50.0％ 50.0％ 46.9％

福   岡 8 10 4 7 8 10 16 29 13 134 31.8% 34.8% 34.5% 47.1% 42.0％ 43.3％ 40.1％
佐   賀 1 3 2 2 3 6 2 4 1 26 33.3% 37.5% 66.7% 50.0% 50.0％ 20.0％ 45.0％
長   崎 1 2 3 1 2 1 12 2 7 35 20.0% 28.6% 25.0% 66.7% 20.0％ 43.8％ 41.7％
熊   本 8 9 4 2 9 3 3 2 4 60 40.0% 52.9% 20.0% 18.8% 25.0％ 30.8％ 31.1％
大   分 1 2 1 2 2 3 3 2 5 32 25.0% 50.0% 23.1% 30.0% 50.0％ 41.7％ 33.3％
宮   崎 1 4 5 3 4 7 3 3 2 38 27.3% 0.0% 46.7% 21.4% 37.5％ 18.2％ 31.9％
鹿児島 4 1 1 2 2 1 1 4 5 27 28.6% 18.2% 20.0% 33.3% 44.4％ 31.3％ 29.4％
沖   縄 2 3 2 3 6 3 5 3 4 35 27.3% 50.0% 25.0% 83.3% 75.0％ 30.8％ 41.4％
合　計 205 268 269 234 308 325 475 436 497 3,540 27.5% 29.0% 30.3% 39.0% 36.5％ 38.0％ 33.9％



56   安全センター情報2015年6月号

アスベスト禁止をめぐる世界の動き

石綿及び石綿関連疾患のグローバルヘルス的側面
Collegium Ｒａｍａｚｚｉｎｉ, 2015.6.24

進国の中で石綿禁止に移行した国は、多くの教訓、

ノウハウや経験を蓄積しているが、それらを、いまま

さに石綿禁止に移行しようとする途上国で展開する

価値は大きい。すなわち先進国が培った経験や技

術を資産として活用し、ARD根絶のためのグローバ

ルキャンペーンを通じて多くの国と共有を図るべき

である。

背景

採掘されたアスベスト繊維一本一本は容易に破
壊されないという性質をもつため、そのライフサイク
ルの間－すなわち石綿鉱石の採掘と抽出、石綿含
有製品の製造、さらにその使用、修理、解体、廃棄
に至るまで－多くの人が曝露する。1993年以来、
コレギウムラマツィーニは、石綿のあらゆる採掘、製
造、使用の世界的禁止を求めてきた。最も広く使用
されているクリソタイルを含むあらゆる種類の石綿
が中皮腫や肺がんのようながんを引き起こし、さら
に曝露の安全限界はないという証明済みの科学
的根拠に基づき、コレギウムは、この立場をとり続け
ている。また、石綿産業が喧伝しているクリソタイル
のいわゆる「管理使用」の誤謬を非難し、それは実

コレギウムラマツィーニは、産業医学・環境医学
の重要課題を検討し、疾病予防と健康増進に寄
与することを目指す国際的な学術団体である。コレ
ギウムは「産業医学の父」と称せられ、1700年代に
モデナ、パドア大学で医学の教授であったベルナル
ディノ＝ラマツィーニの名を冠している。コレギウム
を構成するのは選出により会員となった35か国の
臨床医・科学者180名である。本会は商業的利害
関係を排除している。

《要約》 コレギウムラマツィーニ （CR） は、クリソタイ

ル＝白石綿＝を含むあらゆる種類の石綿の採掘と

使用を禁止することが責任ある公衆衛生上の行動

であるという従来の立場を再確認する。本声明は、

石綿及び石綿関連疾患（ARD）の「グローバルヘル

ス」 ＝世界的な医療課題＝の側面に焦点を当て、

CRによるこれまでの関連の声明を更新する。ARD

の流行は、ほとんどの先進国では最低十年間、途

上国では数十年間はそのピークを越えることはな

いと見込まれる。石綿とARDは産業医学や公衆衛

生、さらに臨床研究や臨床実務でも課題となり続け

るため、グローバルヘルスの課題になった。既に先
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現不可能であると主張し続けている。残念ながらこ
うした懸念や科学的証拠には事欠かないにも関わ
らず、近年のクリソタイルの世界的使用は年間およ
そ二百万トンで高止まりしている。しかも、現在の使
用量のほとんどは、低及び中所得の国々に集中し
ている。
コレギウムは、より安全で費用効果の高い代替
品の利用可能性が周知の事実である以上、責任
ある公衆衛生上の行動とは、石綿のあらゆる採掘
と使用を禁止することであるとの立場を再確認す
る。その際、石綿の撤去と廃棄には、最先端の技
術を駆使しなくてはならない。本声明は、石綿及び
石綿関連疾患（ARD）のグローバルヘルス＝国際
保健医療＝の側面に焦点を当て、これまでの声明
を更新する。

国連機関

世界保健機関（WHO）は2006年にARDを根絶
すべきことを宣言、その中で、ARD根絶にはあらゆ
る種類の石綿の使用中止が必要であるとの立場
を明言した。同声明は2014年に更新され、クリソタ
イルが広域で使用され続けていることに対抗して
出版された「クリソタイルアスベスト」と題するWHO
文書に添付された。同声明は国際がん研究機関
（IARC）による最近の評価と軌を一にして、クリソ
タイルを含むあらゆる種類の石綿が、肺、喉頭及
び卵巣のがん、及び中皮腫と石綿肺を引き起こす
ことを強調した。また、2014年版の声明では、再び
ARD根絶のための世界規模のキャンペーンが呼
びかけられている。こうした取り組みについては、
国際労働機関ILOや国連環境計画UNEPを含む
他の国連機関も協調行動をとっている。ロッテルダ
ム条約の化学物質検討委員会は、同条約に添付
された有害物質の付表にクリソタイル石綿を掲載
することを繰り返し勧告し、それにより輸出国が輸
入国の事前の情報に基づく同意（PIC）を得ること
を課そうとしている。この勧告にはいくつかの国が
反対してきたため、基本的な安全確保は果たされ
ていない。コレギウムは、ロッテルダム条約のすべて
の締約国に対して、クリソタイル石綿の付表掲載を
支持するよう呼びかける。

ARDのグローバルな疾病負担

石綿の職業曝露により世界で毎年10.7万人が
死亡していることが推定されている。これらの死亡
は石綿関連肺がん、中皮腫及び石綿肺によるもの
である。ARDのタイプ別の検討では、石綿関連肺
がんが4.1万人、中皮腫が4.3万人から5.9万人、石
綿肺が7千から2.4万人となっている。石綿関連の
喉頭がんや卵巣がんの死亡数は推定されていな
い。石綿は中皮腫よりも肺がんを起こしやすいから、
ARD全体の疾病負担は石綿関連肺がんの推定
値によって大きく違ってくる。WHOは最近、クリソタ
イル曝露による肺がん対中皮腫のリスク比を６：１と
した。これらの推定値は異なる手法に基づいて得
られていることから、様 な々適用手法の相互検証を
行うことで、不一致をなくせる可能性がある。いずれ
にせよ、ARDは過少診断と過少報告が起きやすい
ことは周知の事実であるから、ARDの疾病負担は
過大評価ではなく過少評価のほうが問題となる。

国段階の禁止措置

1983年にアイスランドが初めてあらゆる種類の石
綿の禁止措置を導入して以降、50か国以上が同じ
ような禁止措置を実行している。しかしながら、この
十年間で各国の禁止措置の導入のペースは落ち
ている。実際、いくつかの途上国では政府が禁止
措置を撤回したり、禁止まで長い期間をかけたりし
ている。この背景には、外国または国内のクリソタイ
ル・ロビーによる汚職の影響があると考えられる。石
綿産業ロビーは、「製品擁護」を目的とする科学を
動員し疑念を助長することで、途上国にゆさぶりを
かけている。残念ながら、この遅延作戦は何度とな
く成功してきた。世界で人口の最も多い10か国の
うち9か国はいずれも、大量の石綿を過去に使い、
または現在も使い続けており、禁止を実現できてい
ない。このため、禁止の恩恵に浴しているわずか
の人口は、先進国に限られている。

石綿の代替品

石綿を禁止した国では、より安全で価格効率の
よい代替品の導入に成功している。屋根、内壁、
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天井に使われる石綿繊維セメント製の平板や波板
のような建材では、ポリビニルアルコール繊維やセル
ロース繊維により石綿を代替できる。ブラジルでは
石綿繊維製品内の石綿をポリプロピレン繊維やセ
ルロース繊維によって代替化している。石綿繊維
セメントシートの石綿代替品であるポリマー繊維や
セルロース繊維は直径が10ミクロン以上あるため
肺胞内に吸入されない。僻地の屋根材としてはセ
メント、砂、バラスを使用した軽量コンクリートタイル、
またオプションとしては、ジュート、麻、サイザル麻、ヤ
シの実、ココヤシ皮の繊維、ケナフ、木材パルプ等
の地元でとれる植物繊維を使用できる。亜鉛メッキ
した鉄の屋根材や粘土タイルも代替品となる。石
綿セメントパイプの代替品としては可鍜鋳鉄管、高
密度ポリエチレン管、金属ワイヤ強化コンクリートパ
イプ等がある。これらの材料は、石綿よりも安全とさ
れているが、取り扱う労働者を守るために最適な作
業方法を守る必要がある。

ARD流行のパターン

石綿を使用し続ける国は、石綿使用の程度に応
じて後々ARDの疾病負担を背負うことになる。石
綿を禁止した国やほとんど使用しなくなった国では
いずれもARDの流行が続いている。ほとんどの先
進国で中皮腫の年齢調整死亡率は増加中で、数
十年も前に石綿使用の削減を開始した少数の国
でのみ死亡率の増加が鈍化している。よく知られ
ているように、石綿と喫煙の間には相互作用がある
ことから、喫煙率が高く石綿使用が続く途上国の
多くは、石綿関連肺がんの疾病負担が大きくなると
予想できる。ARDの流行は、ほとんどの先進国で
は最低十年間、途上国では数十年間はそのピーク
を越えることはない。それゆえ、石綿とARDは産業
医学及び公衆衛生、さらに臨床医学の研究と実践
の分野で課題であり続けるであろう。よって、石綿
とARDは、「グローバルヘルス」課題＝世界的な医
療課題＝と言える。

途上国

途上国の多くは石綿使用を削減するスピードが
遅く、禁止に至ってはなおさら腰が重い。これに働

く複数要因としては、石綿が廉価で容易に入手で
きることのほか、新興経済の建設需要、医療社会
資源の不足、石綿産業や利害関係団体による強
力なプロパガンダ等が含まれる。これらの要因は各
国で相互に作用し合い、各国固有の状況を生み
出すため関係者には重大な難問となる。例えば、
アジアのいくつかの新興工業国や旧ソ連諸国は、
現在石綿の使用かつ/または生産が高水準である
が、労働者を守る最低限の対策もとられていない。
ARDを診断し報告するための専門性と資源が決
定的に不足している。さらに、石綿の輸入国（輸出
国ではない！）の中には前述のロッテルダム条約の
事前の情報に基づく同意PICに関する手続きにク
リソタイルを含めることに反対した国もある。このよ
うな例は、石綿産業による汚職の影響、さらには、
石綿輸出国の容赦ない貿易圧力の証左となって
いる。石綿禁止派は、それに反対する関係者の躊
躇、否定、敵対に打ち克つ努力が求められる。

先進国

ARDを減らすための最優先事項は一次予防で
ある。すなわち、石綿使用が合法的な国ではその
使用を禁止し、歴史的使用があったすべての国で
は残存石綿への曝露を防止することである。先進
国では、数多くの学校、家屋、商業ビルにおける過
去の建設手法の遺物として大量の石綿が残存して
いる。また、様 な々工業用途としても大量の石綿が
残存している。建物や工業品に含まれる残存石綿
を記録し標識をつけることは重要であり、そのことに
よって、メンテナンス、修理、解体の際に起きる曝露
を防止できる。製品等が老朽化、劣化、破損し、また
は動力工具によって裁断される際、石綿繊維が飛
散し、空気、土壌、水を汚染するため、地域社会に
とっての曝露源となる。政策や法規に基づき、石綿
含有の構造物の撤去やその結果生じる廃棄物の
取り扱いに携わる労働者を守り、特別の訓練や資
格を与えるための仕組みを講じる必要がある。
先進国では、二次予防及び三次予防もまた重
要性を増している。とくに、現在または過去の職業
を通じて石綿に曝露した労働者を同定、登録し、
健康モニタリングとサーベイランスを行うために追

アスベスト禁止をめぐる世界の動き
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跡する必要がある。これらの国々で出現しつつあ
るARDの流行は、基礎医学や臨床医学でコスト
のかかる課題となっている。臨床医学分野で言え
ば、中皮腫の早期発見のためのバイオマーカー開
発や有効な治療法などが含まれる。ARD患者や
その家族のための公正な補償制度を立案し運用
することは、とくに重要課題である。また、先進国は、
石綿とARDに関連する事項について、途上国支
援を行うべきである。
石綿禁止を達成した国、また、未だ使用を続け

る国においても、過去の曝露によってARD、とくに
肺がんと中皮腫に罹患する高いリスクを抱える労
働者は多数存在する。過去に曝露した人の多く
は、一般の人たちに紛れて健康モニタリングを受け
る機会をなくしてしまっている。コレギウムは、各国
に対し、過去及び現在の石綿曝露労働者を同定
し、曝露を定量的に評価し、登録し、継続的な健康
サーベイランスと二次予防のための国家戦略を練
るべきことを勧告する。もし、労働者が石綿を家に
持ち帰る可能性があるなら、労働者の他に家族も
モニタリングに加えるべきである。

国際協力

ARDを根絶するためのグローバルキャンペーン
を通じ、先進国が蓄えた経験と技術を国際的に共
有するべきである。先進国は、一次、二次、三次の
各予防の段階で経験を有しているが、ある先進国
がARD流行のどの段階にあるかによって、その国
のもつ強みは違ってくる。これらの経験から生じた
知識や技術的進歩は、石綿を使い続ける国に大き
な便益をもたらす可能性がある。国際産業保健学
会（ICOH）が公表した石綿に関する声明は、予防
の三段階における各段階の様 な々取り組みを述べ
ている。最適な効果を得るには、先進国が持つ資
源を受益者となる国のニーズに合わせ、組み合わ
せて移転を図ることである。科学的専門性は、共
有を図れる重要資源であり、例えば、能力開発や
ARDのサーベイランスを含めるべきである。グロー
バルな段階での課題は一様でないことから、リー
ジョナルな段階での取り組みを進めることはとくに
意義深い。

石綿禁止への移行を果たした先進国は苦い教
訓を学び、ノウハウと技量（すなわち「ソフト」技術）
を蓄えており、禁止への移行を開始した途上国に
それを展開すれば大きな価値を生むと考えられる。
先進国と途上国の間の協力を先導すべきは、国際
機関、科学界、草の根NGO等であり、実務家、研究
者、行政官、市民代表を巻き込むべきである。例え
ば、国際的なワークショップや会議の場を利用して、
禁止を達成した国がどのように禁止を実行し得た
かなどの概略を示すことができるし、現在石綿を使
用している国に対して、どのようにすれば禁止へ舵
を切ることができるかなどの、実際的助言を与える
ことができる。

結論　グローバルヘルスの必要性

いまや石綿とARDは、グローバルヘルス＝国際
的医療課題＝として浮上している。石綿使用の歴
史を有するあらゆる国はARDの流行を経験しつつ
ある。ある国のARD流行の段階は、その国の過去
の石綿使用の関数として決定され、禁止の有無や
時期、禁止未達成であれば、石綿使用のレベルと
言った変数などが関係してくる。人的資源や保有
技術に関する国の間の格差を埋めるには、国際協
力が必須である。短期目標となるのは、途上国にお
いては禁止国の拡大、先進国においてはARDの
疾病負担の削減である。長期目標としては、ARD
が百パーセント予防可能な疾患であることから、最
終的には、ARDの新規発生ゼロを目指さなくては
ならない。ARDパンデミックは、公衆衛生分野の関
係者にとって、喫緊の国際的優先事項になっ
たと言える。

参考文献［省略］

2015.06.24原文公表/2015.06.27仮訳
※http://www.collegiumramazzini.
org/download/18_
EighteenthCRStatement(2015).pdf
	 このコレギウムラマツィーニ新しい声明について
は、2015年5月24日付け毎日新聞でも報じられて
いる。高橋謙・産業医大教授に日本語仮訳を提
供していただいた。
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保育士の精神障害公務災害
兵庫●保護者からの暴言・脅威等を受け

2007年6月29日、保育士のAさ
んが、乳児用トイレのオムツ交換
台にてオムツを交換中、子供から
目を離した隙に、子供が交換台
から落下し負傷する事故が発生
した。この事故を契機に、保護
者から人格や人間性を否定され
るような嫌がらせを受け、加えて
市当局より落下事故の責任を厳
しく問われるという出来事が次々
と継続して起きた。事故後Aさ
んは、所長から保育業務を外さ
れ掃除等の雑用を指示されたほ
か、事故にあった子供の保護者
への謝罪を本人ひとりでの対応
とされた。
受診した心療内科で「心的
外傷」と診断され療養することに
なった。約2か月後に職場に復
帰したものの、相変わらず、保護
者から罵倒・脅迫を受け、保護
者から被害届が出されたため警
察・検察での取り調べを受け、さ
らには職場で上司から叱責等の
パワハラ行為が続き、体調を崩し
「不安抑うつ状態」と診断され
再び休職することとなった。
保護者が届け出た被害届は
不起訴処分となったが、市はAさ
んに対して戒告処分を発令し、
マスコミに発表した。戒告処分
は、過去の事故等に対する処分
発令に比べ、あまりにも重い処分

であったため、家族や友人の協
力により公平委員会に対する不
服申し立てを行うことになった。
その結果、公平委員会より同処
分は取り消されたが、市は再び
訓告処分を発令した。
休職していたAさんに戒告処
分が発令されたのは2008年8月。
処分理由書には、「安全ベルトの
使用ができないことを知っていた
にもかかわらず、乳児から目を離
し…事故を起こした。事故の発
生状況についても、当初誤った
報告をしたため…市民に行政に
対する不信感を抱かせる原因と
なった」と書かれていた。
しかし、この処分理由には事
実誤認があり、公平委員会へ処
分の取り消しを求め不服申立を
行った。2009年5月、公平委員
会は「オムツ交換台のどこにも使
用禁止の張り紙は貼られていな
かった」とし、設備上の不備を知
りながら放置した当局の嘘を明
快に認定し、「戒告処分取り消
し」の裁決を出した。
ところが翌2010年2月、公平委
員会で取り消された戒告処分の
代わりに、「訓告」処分が発令さ
れた。しかも処分理由は、前回
の戒告処分と同様のものだった。
休職しているにも関わらず、
次 と々精神的に負荷のかかる出

来事が次 と々引き起こされたな
かで、2012年3月、地方公務員災
害補償基金兵庫県支部に、公
務災害認定請求を行った。
誤って園児を落下させてし

まった事故を契機に、Aさんは、
保護者から「警察に言う」「やろ
うと思えば保育士の免許を取り
上げることができる」「子供の前
で手錠をかけてもらう」といった
脅迫をうけた。そして、保護者が
警察への刑事告訴を行ったた
め、生まれて初めて警察及び検
察での取り調べを受けた。
また所長からは、「公務員だか

ら（事故を起こしても）働けている
のよ」と非難され、歩き方や姿勢
などを細かく指摘され、ついには
言葉で話しかけることなく、机を
パンパンと叩いてにらみつけなが
ら指示をされるようになった。人
事課からAさんにかかってきた電
話を伝えるのに、言葉でなく机を
パンパンと叩いて知らされるなど
の行為がとられた。
そして、市から戒告処分を受

け、市が誤ったマスコミ発表を
行ったため、「うそつきの不良保
育土」 として社会的にレッテルを
貼られた。他にも、保護者との対
応に関しても、姫路市からは「自
分で考えろ」と言われるだけで、
すべてAさん一人で対応させら
れ、精神的な負担となった。
基金支部は、本年3月26日付

け通知書で、「一部公務災害」と
認定した。「施設上の暇庇がある
ことを知りながら、本人に対して
一人で保護者に対して複数回、
数時間にわたり説明等の対応を
させ、当該指示以外に、職場か

各地の便り
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各地の便り

ら本人に対する支援等があった
ことは確認できないことから、相
当程度の精神的負荷があったと
考えられる」との判断で、認定要
件を満たすとしている。
ただし、認定された期間は
2007年6月から翌2008年の4月ま
でとされ、それ以降の出来事に
ついては「休業中の出来事であ
り、公務に従事したことによる精
神的負荷ということはできない」と
判断された。
厚生労働省が2011年12月に

「心理的負荷による精神障害
の認定基準」を新たに定めたこ
とを受け、公務災害においても
2012年4月より「精神疾患等の公
務災害の認定について」に基づ
く運用が開始された。
今回の誇求においては、事務
連絡で積極的に活用するように
とされている「業務負荷の分析
表」に則り、「保護者から人格や
人間性を否定するような嫌がら
せを受けた」「上司等からの業
務指導等の範囲を逸脱し、人格
や人間性を否定するような嫌が
らせ、いじめを受けた」「業務に
支障を生じさせる失敗をした。
失敗の責任を厳しく間われた」と
の項目に関する詳細な申し立て
を行った。
基金支部は「一部公務災害」

と判断したものの、5年間に及び
精神的負荷は一連のものである
とする主張は認めなかった。しか
も、「休業中の出来事は、公務に
従事したことによる精神的負荷と
いうことはできない」との判断は、
あまりにも形式的過ぎるといえ、
休業中の出来事に関する評価

を避けたことは大変残念である。
とはいえ、今回の公務災害認
定の意義は、Aさんが発症した
疾病の発端は業務によるもので

あると認めたことである。Aさん
の一日も早い回復と職場への復
帰を願う次第である。
（ひょうご労働安全衛生センター）

マタニティハラスメント防止を
厚生労働省●最高裁判決踏まえた取り組み

6月は「男女雇用機会均等月
間」である。
厚生労働省は第30回目の「男
女雇用機会均等月間」に「職場
のマタハラでつらい思い、してい
ませんか？～「妊娠したから解
雇」は違法です。雇用均等室に
ご相談下さい！～」をテーマに、
①妊娠・出産などを理由とする不
利益取扱い禁止に関する周知
徹底のための広報活動の実施、
②事業主に対する妊娠・出産な
どを理由とする不利益取扱い禁
止の徹底・指導の集中的実施、
を行う。
近年、マタニティハラスメント

という言葉がよく使われるように
なったが、行政を動かす契機と
なったのは、昨年10月の妊娠によ
る降格を違法とした最高裁判決
である。それを受けて、厚生労
働省はこの1月、男女雇用機会
均等法の解釈通達を改正した。
●最高裁判決
2014年10月23日の最高裁判
決は、降格が、男女雇用機会均
等法第9条第3項に違反し、無効
であるとした。
上告人は、広島市の理学療

法士で、生活協同組合で管理
職である副主任として働いてい
た。第2子の妊娠で軽易な業務
への転換を求めたところ、身体
的負担が軽いと思われる施設
へ異動が行われ、その後、異動
先で上告人より経験の長い職員
がすでに主任を務めることから、
協同組合は、上告人を副主任よ
り降格した。その後、上告人は、
産前産後休暇、育児休暇を終え
て、業務軽減前の所属場所へ
職場復帰したが、すでに別の労
働者が副主任に任じられていた
ため、上告人は元の副主任に任
じられなかった。これを不服とし
て、管理職手当の支給と損害賠
償を求めて提訴した。ちなみに、
第1子の妊娠時にすでに副主任
であったが、その際には降格はさ
れず、産休・育休を取得後、職場
復帰している。
原審判決は、「上告人の同意

を得た上で、人事配置上の必要
性に基づいてその裁量権の範
囲内で行われ」男女雇用機会
均等法第9条3項に違反しないと
した。
第9条第3項とは、「事業主は、
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その雇用する女性労働者が妊
娠したこと、出産したこと、労働基
準法第65条第1項の規定による
休業を請求し、又は同項若しくは
同条第2項の規定による休業をし
たこと（注：産前休業の請求、産
前産後の休業）その他の妊娠又
は出産に関する事由であって厚
生労働省令で定めるものを理由
として、当該女性労働者に対し
て解雇その他の不利益な取り扱
いをしてはならない」としている。
それに対して、最高裁判決は
明らかな法令違反があるとした。
その理由は、おおよそ以下のよう
な内容である。
まず、第9条3項に違反しない

とするためには、当該労働者の
自由な意思に基づいて降格を承
諾したと認めるに足りる合理的
理由が客観的に存在し、降格せ
ずに軽易業務させることに業務
運営や人員の適正配置の確保
など業務上の必要性から支障
があり、その内容、有利又は不利
な影響の程度が同項の趣旨及
び目的に違反しないと認められ
る特段の事情が存在することし、
その上で、この件に関して以下
のように述べた。
本件では、降格によって業務
負担の軽減が図られたか否か
明らかでなく、本件措置によって
受けた有利な影響が明らかでな
い、他方、措置によって非管理職
になり、かつ管理職手当を受けら
れなくなるなどの不利な影響を受
けた。また、職場復帰後も副主
任に復帰することができず、一連
の経緯から、本件措置は軽易業
務への一時的な転換でなく、復

職後も副主任への復帰を予定し
ていない措置としてなされたもの
とみるのが相当である。
また、降格の措置をとることなく
軽易業務へ転換することに業務
上の支障があったのか明らかで
ない一方、管理職の地位と手当
の喪失という不利な影響は重大
であり、副主任への復帰も予定し
ていない、上告人の意に反する
ものだった。
つまり、協同組合の行った降
格には合理的な理由が認められ
ず、それによって上告人が受け
た恩恵は不明で、反対に不利益
は重大だった。かつ、協同組合
は事前に措置による利益、不利
益について十分説明して承諾を
得ているなどの特段の事情がな
く違法である、ということだ。
しかも、最高裁判決には桜井
龍子裁判長からの補足意見が
つき、そこで復帰後に副主任に
戻さなかったことに関しても、特
段の理由がなく、「育児休業・介
護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する
法律」（以下、「育児・介護休業
法」）第10条の「事業主は、労働
者が育児休業申し出をし、又は
育児休業をしたことを理由とし
て、当該労働者に対して解雇そ
の他不利益な取り扱いをしては
ならない」に違反するとした。
●解釈通達改正
厚生労働省はこの判決を受

けて、2つの解釈通達「改正雇用
の分野における男女の均等な機
会及び待遇の確保に関する法
律の施行について」と「育児休
業・介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する
法律の施行について」を一部改
正した。
男女雇用機会均等法の通達

に加えられた解釈とは、簡単に
言うと、法に違反しない場合の条
件として、①措置による内容が不
利益な取り扱いの内容を上回る
特段の事情があるとき、または、
②措置による有利な影響が不利
な影響を上回りかつ適切な説明
がなされ、一般的な労働者であ
れば同意するような合理的な理
由があるとき、とした。さらに、妊
娠・出産等の事由を契機として
不利益取り扱いが行われた場
合は、原則として妊娠・出産等を
理由として不利益取扱がなされ
たと解されるものであること、「契
機として」については、基本的に
事由が発生している期間と時間
的に近接して不利益取り扱いが
行われたか否かを持って判断す
る、となっている。
つまり、妊娠を知らせたすぐ後

などに不利益取り扱いがあった
場合、基本的に妊娠が理由と解
し、特段の事情や合理的理由が
認められなければ違法であると
いうことになる。
育児・介護休業等が理由の場
合も同じ取り扱いに改正された。
詳しくは、通達を参照されたい。
	 http://www.mhlw.go.jp/
file/06-Seisakujouhou-
11900000-Koyoukintoujidou
kateikyoku/0000071927.pdf
女性の年齢別労働力率をグラ

フにすると、20歳代で盛り上がっ
た線が30歳前後で一旦下がり、
40歳代でまた上がるM字カーブ
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を描くことが知られている。妊娠
で退職を余儀なくされる女性は
多く、この事例のように産休や育
休を取得できる環境であったとし
ても、不利益な取り扱いを受ける
ことも多い。通達改正によって、
事業主側により理解が深まること
を期待したい。
●いじめ嫌がらせも多い
マタニティハラスメントには、最
高裁で争ったような不利益取り
扱いのような組織的な問題以外
に、上司や同僚による不適切な
発言や扱いといったセクシュアル
ハラスメントと重なる内容も含まれ
る。そのようなマタニティハラスメ
ントを含む実態調査が、最近発
表された。
マタニティハラスメント対策ネッ

トワークは今年3月発表した「マ
タハラ白書」でマタハラ被害者
へのネット調査結果を報告した。
20歳から45歳までの186人が回
答し、うち7割が正社員で3割は
非正規社員。企業規模は10人
～100人が32％、100人～50人
が19％、1000人以上が13％でマ
タハラは規模に関係ないとして
いる。また、長時間労働現場が
44％でマタハラの温床になってお
り、有給休暇の取得率も低い。
加害者については、直属男
性上司30.1％、人事部と男性経
営幹部が13.4％、直属女性上司
12.5％、女性同僚10.3％だった。
人事部に法律知識がない場合
や、違法と知りながらの悪質な
ケースも存在するという。女性か
らのマタハラも意外に多く、いじ
めや心ない発言があった。
このような調査結果や当セン

ターに持ち込まれる相談からも、
妊娠は、けがや病気よりも自己責
任という認識が強く、長時間労働
の職場などでは、業務をフォロー
する同僚からもマタハラが起こり
やすくなることがうかがわれる。
パワーハラスメントとは違い、妊
娠・出産を理由とした不利益取
扱いは男女雇用機会均等法とい
う法規制がある。その点ではマ
タニティハラスメントは取り締まり、
指導がしやすいと言える。ただ
し、個別のケースが今回改正さ
れた解釈に当てはまるかどうかと

いう判断は、まだまだ難しそうだ。
また、無事職場復帰できたとし
ても、出世コースを外れざるを得
ないという組織内の仕組みの問
題もある。
ただはっきり言えることは、女性
労働者が妊娠・出産で、産休、育
休を取る権利、職場復帰する権
利が保障され、育児・介護で時
短で働こうとキャリアを積むことが
可能な職場が、男性労働者も含
め全体が働きやすい職場
となることは間違いない。

（関西労働者安全センター）

パワハラ対策導入マニュアル
厚生労働省●全国で支援セミナーを開催

2015年5月15日厚生労働省発表

「パワーハラスメント対策導入マ
ニュアル」を初めて作成しました
～マニュアルを活用したパワーハ
ラスメント対策支援セミナーを7月
から全国で開催します～

厚生労働省は、このたび、職
場のパワーハラスメントの予防・
解決に向けた取組を推進する
ため、企業の中でパワーハラスメ
ント対策に取り組む際の参考に
なるよう、「パワーハラスメント対
策導入マニュアル～予防から事
後対応までサポートガイド～」を
初めて作成しました。また、7月か
ら、今回のマニュアルを活用した
「パワーハラスメント対策支援セ
ミナー」を全国約70か所で無料

開催します。
パワーハラスメントについて

は、80％以上の企業が「職場の
パワハラ対策は経営上の重要
な課題である」と考えています
が、予防・解決のための取組を
行っている企業は全体の45.4％
です。特に、従業員数100人未
満の企業では18.2％に留まり、約
20％の企業が「現在は行ってい
ないが取組を検討中」と回答し
ています。（「職場のパワーハラス
メントに関する実態調査」平成
24年度）
このため、パワーハラスメント
対策に取り組みたいと考える企
業が参考にできるよう、6か月で
一通りのメニューが導入できるモ
デルプラン（下記1～7）の実施を
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20社の企業にご協力いただきま
した。そのフィードバックを参考に
作成したのが今回のマニュアル
です。なお、そのモデルプランの
メニューごとにポイントを解説した
のがマニュアルの主要部分となり
ます。また、マニュアルには、従業
員アンケート調査のひな形、研修
用資料、パワハラ相談対応者が
使える相談記録票など、参考資
料も豊富に収録しています。
【モデルプランの内容】

1.	 企業トップからのメッセージ
の発信
2.	 ガイドラインや就業規則など
の社内ルールの作成
3.	 従業員アンケートによるパワ
ハラの実態把握
4.	 管理職研修・従業員研修の
実施
5.	 会社の方針についての社
内周知
6.	 相談窓口や対応責任者を
決めるなどの相談・解決の場
の設置
7.	 行為者に対する再発防止
研修
このパワハラ対策導入マニュ
アルは、5月中旬以降、都道府県
労働局や労働基準監督署、労
使団体など、全国で5万部を配
布する予定のほか、ポータルサイ
ト「あかるい職場応援団」からも
無料でダウンロードできます。
また、厚生労働省では、7月か

ら、今回のマニュアルを活用した
「パワーハラスメント対策支援セ
ミナー」を全国約70か所で無料
開催します（委託先：株式会社
東京海上日動リスクコンサルティ
ング）。このセミナーは、企業の人

事担当者を対象に開催するもの
で、パワーハラスメント対策担当
者を養成し、企業におけるパワー
ハラスメント対策の導入に直結さ
せるため、企業がパワーハラスメ
ント対策を実施する必要性、マ

ニュアルの活用方法についての
解説や、グループワークを内容と
する企業の人事担当者向
け研修を行います。
	 http://www.mhlw.go.jp/stf/
houdou/0000084876.html

初めて夜間時間帯の相談実施
兵庫●いじめ・パワハラ相談ホットライン

いじめ。パワハラ問題に関し
ては、国の指針が設けられるな
ど社会的にも関心が高まってい
る。2014年度に厚生労働省の
総合労働相談に寄せられた「い
じめ・嫌がらせ」に関する件数は
59,000件となっており、対策は急
務である。
当センターや個人加盟の労働
組合であるユニオンには、職場
のいじめ・パワハラに関する相談
が寄せられているが、最近はとく
に増加傾向にある。その原因は
様々であろうが、ひとつには人権
意識の高まりがあり、職場での嫌
な出来事を我慢せずに訴える傾
向が強くなったことがあると考え
る。もうひとつは、職場で滅茶苦

茶なとんでもないことが起きてお
り、人間扱いされない労働環境
の劣悪化が影響し、やむを得ず
声を上げざるを得ない状況が生
まれていると考える。
そうしたなかで、行政の相談
窓口が閉まる夜間の時間帯に相
談を受け付ける「職場のいじめ・
パワハラ相談ホットライン」を、5月
18日から22日までの5日間、ひょう
ごユニオンとともに開設した。夜
間専門の相談対応は初めての
試みだったが、昼間の時間帯で
は相談することのできない方々か
ら、計52件（後日分も含む）の相
談が寄せられた。

（ひょうご労働安全衛生センター）

過労死防止で地域交流集会
大阪●産業衛生学会で専門家と交流

5月15日、大阪市北区で開催さ れた第88回日本産業衛生学会

各地の便り
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で、「過労死を防止するために－
産業保健に期待すること」をテー
マに地域交流集会が開かれ、学
会外からパネリストとして3月に発
足したばかりの「過労死防止大
阪センター」の幹事らが出席、産
業医や労働衛生学研究者等と
交流した。
パネリストとして報告したのは、
全国過労死を考える家族の会代
表世話人の寺西笑子さん、過労
死弁護団で過労死等対策推進
協議会の専門家委員でもある岩
城穣さん、それに過労死防止大
阪センター事務局長の柏原英人
さん。それに学会側からは、三井
化学本社健康管理室で産業医
の土肥誠太郎さんが報告した。

昨年6月に過労死等防止対策
推進法が成立して以降、全国で
の取り組みが進められてきたが、
企業内での具体的な過労死防
止へ向けた産業保健の取り組
みが求められているところだ。し
かし、産業保健の側からの対策
としては、労働安全衛生法にもと
づく医師の面接指導などの対策
が決められているものの、具体的
な防止策といったものが話題に
なったことは少なかった。
今回の取り組みを機会として、
産業医学の専門家と過労死防
止対策に取り組む様 な々活動が
密接なつながりを持つこと
が期待されている。

（関西労働者安全センター）

「感情労働による精神障害」労災
韓国●労災申請件数・認定率とも増加

「感情労働による精神疾患」、労
災認定が増加／申請の34.3％
が認定…4年間で11％増加
昨年春、ソウル市内のあるデ

パートの免税店で、売り場の管
理者として働いた40代初めのB
さんは、一人のお客さんとの間で
揉め事が起こった。お客さんが
化粧品を買ったり返品したりを繰
り返す中で、買い換えが思い通
りにいかないとたちまちぞんざい
な言葉で悪口を言い、販売台に
あった広告看板を蹴飛ばして什
器が壊れた。そのお客さんは何
日間かずっと売り場を訪れ、電話

をかけてきたりした後、Bさんを見
付けて抗議した。上司はBさん
に、引き続きお客さんと応対する
ように言った。
ついにBさんは、誰か人に会う

と深刻な不安を感じるなど、恐慌
障害になった。勤労福祉公団は
「業務上のストレスによる一時的
な不安障害」という医師の診断
書によって、Bさんが申請した産
業災害を認め、2か月の療養を承
認した。
Bさんのように仕事をしながら
感情労働に苦しめられたり、暴
言・ストレスから生じたうつ病、恐

慌障害など、精神疾患を労災と
認定する比率が、最近大幅に増
えていることが明らかになった。
シム・サンジョン正義党議員が
勤労福祉公団から取り寄せて公
開した「精神疾患の労災申請と
判定件数」を見ると、各種の精神
疾患を理由に労災を申請した労
働者は、2010年の89人から昨年
の137人に増え、これが認められ
る比率も23.6％（21人）から34.3％
（47人）に増加した［この数字は
46頁の数字と異なっている］。
産業構造の高度化によって

サービス業の比重が次第に高ま
る傾向と連動して、身体的な被
害だけでなく、精神疾患も働く過
程では起こり得るという認識がひ
ろがったことに伴う変化である。
最近は、職場内でのセクハラの
被害者や、お客さんの暴言・暴行
の被害を受けた労働者に対する
使用者の不適切な対処によるう
つ病なども、労災と認められる傾
向である。
しかし、外国と比較すれば、精
神疾患を理由に労災を申請した
り、認められる人数は依然として
少数にとどまっているというのが
専門家の指摘である。労働環
境と健康関連の社会団体である
「仕事と健康」のハン・インイム事
務局長は、「日本は韓国より労働
者の数で2倍多いが、精神疾患
関連の労災申請件数は25倍にも
なる」とし、「労働者が仕事のた
めに憂うつだったり不安になって
いるのに、労災なのかどうかよく
わからなかったり、精神科的な問
題は隠そうとする韓国社会の特
性も作用していると思われる」と

各地の便り
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10月11日（日）午後には希望者によるオプショナルツアーも予定

話した。
精神疾患の予防対策を強化

する一方で、精神疾患は労災と
認められにくい制度を改善しな
ければならないという声も強い。
シム・サンジョン議員は「未だに業
務上の精神疾患を事前に予防
し、起こった場合に加害者を処
罰できる方法が準備されていな
い」として、「『業務上の精神的ス
トレスが原因になって発生した
疾病』も労災と認められるように、
具体的な法律の改正案を真剣
に検討しなければならない」と話
した。

2015年4月22日
ハンギョレ新聞

サムソン「白血病被害者の補償
を先に」VSパノリム「再発防止
策も同時に｣
白血病の被害者対策に関し

て、サムソン電子は「先補償・後
再発防止対策」を提案し、一方、
「半導体労働者の健康と人権
守り」パノリムは同時解決を主張
し、来月に予定されている調停
委員会の調停案を導き出すまで
には陣痛が予想される。
5月18日「サムソン電子半導体

など事業場での白血病など疾患
発病に関する問題解決のため
の調停委員会」（調停委）は、6月

に三つの議題（謝罪・補償・再発
防止）を総合した調停案を出す
と明らかにした。
キム・ジヒョン調停委委員長

（前大法官）は、「ハンギョレ」と
の電話で「意見差をどのように狭
めるかが大きな宿題」とし、「三つ
の議題はそれぞれ独立した議題
というよりは、互いに関連性があ
るので（調停案は）議題を網羅し
なければならないようだ」と話し
た。昨年5月14日、権オヒョン・サム
ソン電子代表理事の謝罪を契
機に本格的に始まった交渉でも
異見を狭められないとして、昨年
12月に調停委が構成されたもの
である。
調停案の内容が注目される中

で、サムソン電子が4月に、「補償
と謝罪の議題を先ず決着させよ
う」という考えを調停委に提出し
たことが最近確認された。
サムソン電子は「謝罪と補償、
予防の内のどれかひとつに軽重
を仕分けできないが、緊急な議
題と、異見が狭まった議題を先に
解決し、さらに多くの検討が必要
な議題は十分な議論によって最
終妥結を引き出す『段階的アプ
ローチ』方式を取ればよい」と明
らかにした。
「早期合意」を主張して被害
者とその家族の一部が作った

『サムソン職業病家族対策委
員会』（家対委）も同じ考えであ
るとわかった。
しかし、補償対象を調整に参
加しない被害者にまで拡大し、
第三者が参加する再発防止対
策作りを要求したパノリムは、反
対の立場を明確にした。パノリム
は、「サムソン電子の職業病問題
の社会的解決のために、三つの
議題をすべて包括した勧告案を
出すという調停委の趣旨が後退
しないことを願っているので、予
防対策の議論を先送りしようとい
うサムソンの提案は遺憾である」
として、「被害の補償が急がれる
ように、現職の労働者のための
予防対策も先送りできない緊急
な問題」という立場を、15日に調
停委に伝えた。
3月までにパノリムに情報提供

したサムソン半導体・LCDの職
業病情報提供者の数は196人
（死亡69人）であり、昨年同期
の136人（死亡50人）から60人も
増えている。
これに対するサムソン電子と
家対委の意見を聞こうとしたが、
両者は「調整が進んでいるの
で、個別的な考え方は明ら
かにできない」と話した。

2015年5月19日
ハンギョレ新聞
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